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序     文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、パキスタン・イスラム共和国のムルタン気象レーダー整備計画にかか

る協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社国際気象コンサルタントに委託しました。 

調査団は、平成 29 年 7 月から平成 30 年 2 月までパキスタンの政府関係者と協議を行うとともに、計

画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりま

した。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願う

ものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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要約-1 

要     約 

 

１. 国の概要 

パキスタン・イスラム共和国（以下「パ」国）の人口は 2.07 億人（パキスタン統計局 2017 年人口

調査データ：Pakistan Bureau of Statistics, 2017 Census）、人口増加率は年平均 2.4%、2050 年に

はインド、中国、米国に次ぐ世界第 4 位の人口を抱える国になると予想されている。GDP は約 2,710

億 US ドル（2014 年世界銀行）、実質経済成長率は 4.71%（2015/2016 年度パキスタン経済白書）であ

る。 

２. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「パ」国政府は、自然災害に対する防災体制強化に向けて、国家防災管理令の公布、防災行政の中

心となる国家防災管理庁（National Disaster Management Authority：NDMA）の設置、我が国の支援

による「国家防災計画(National Disaster Management Plan: NDMP)」の策定等、国を挙げた取り組

みを行っている。「国家防災計画(NDMP)」では、適正な予警報システムの構築・維持を目的とした「マ

ルチハザード早期予警報計画」が策定されている。計画実施のためには、防災行政を行う人材の育成

及び住民への防災知識の普及啓発、洪水制御施設の整備等に加え、災害管理体制の中核に位置し、洪

水・サイクロン等の観測及び予警報を担っているパキスタン気象局（Pakistan Meteorological 

Department：PMD）の気象観測・予報能力の向上がキーポイントとなる。そのため「パ」国では、甚

大な被害を引き起こす自然災害をより軽減するため、PMD の気象観測能力及び予警報精度を向上させ、

自然災害の危険を事前に予測し、適切な対策を講じるために、従来以上に予警報を迅速、かつ適時適

所に配信することが、強く求められている。 

現在 PMD は、我が国が無償資金協力により整備したイスラマバード、カラチ、デラ・イスマイル・

カーン、ラヒムヤル・カーンの 4基の気象レーダー及びアジア開発銀行の支援により設置したラホー

ル、シアルコット、マングラの 3基の気象レーダーの計 7基を有している。イスラマバード、カラチ、

デラ・イスマイル・カーン、ラヒムヤル・カーンの 4基はいずれも老朽化が進んでいることから、我

が国の無償資金協力プロジェクトにより、イスラマバード及びカラチの気象レーダーの更新（S バン

ド）が進められている。しかしながら現状では、モンスーン期にインドから「パ」国に侵入してパン

ジャブ州広域に集中豪雨をもたらす雨雲、サンダーストーム（雷雨）やスライマーン山脈周辺での大

雨を精度良く観測できないことから、PMD が大雨の情報を洪水予警報に適切に反映することが難しい

のが実情である。老朽化が進み近い将来稼働が停止する可能性のあるデラ・イスマイル・カーン及び

ラヒムヤル・カーンの 2基の気象レーダーの観測範囲を補完するためにも、またインド側の観測デー

タが乏しいことによる気象・洪水予警報のタイムリーな発表が難しいという現状を解決するためにも、

インドとの国境に近いムルタンに新たな気象レーダーを整備することが急務となっている。ムルタン
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は、モンスーン期にインドから「パ」国に侵入して集中豪雨をもたらす雨雲の進入路にあたり、積乱

雲に伴うサンダーストーム（雷雨）やスライマーン山脈周辺の豪雨の観測に、最適な場所に位置して

いる。ムルタンに新たな気象レーダーの整備が実施されることにより、PMD は、パンジャブ州広域及

びインド側の精度の高い気象観測と、気象及び洪水予警報の国民への安定的且つ持続的な提供が実施

できることから、「パ」国の自然災害による被害の軽減に大きく寄与することが可能となる。 

３. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

「パ」国政府は、2015 年 7 月に「ムルタン気象レーダー整備計画」実施のための無償資金協力を我

が国政府に要請した。これを受け、日本国政府は準備調査の実施を決定し、独立行政法人国際協力機

構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は、2017 年 7 月 8 日から 8 月 26 日に「ムル

タン気象レーダー整備計画準備調査」を実施し、プロジェクトの実地調査、関連資料等をもとに、PMD

の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計画等の様々な観点から、最適な機材内容、規模・数量を

検討した。 

これを基に JICA は、2018 年 2 月 7日から 2月 18 日まで準備調査報告書（案）説明調査団を「パ」

国に派遣し、準備調査報告書（案）の説明及び協議を重ねた。その結果、本プロジェクトの目的や効

果を鑑み、最終的に以下の項目が必要である旨が確認された。各項目について国内にて解析を行い、

次の表に示したものが概略設計の対象項目となった。 

表 1  概略設計の対象となった機材及び施設の概要 

内容 
ムルタン気象 

レーダー観測所

PMD イスラマバード

本局 国家気象 

予報センター 

ムルタン国際空港内

PMD 気象事務所 

PMD ラホール 

洪水予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏

波気象ドップラーレーダーシステ

ム（耐雷設備、電源供給キャパシ

タ、電源バックアップシステム、

避雷システム、メンテナンス用機

器及びスペアパーツ等を含む） 

1 基 - - - 

気象レーダー中央処理システム - 1 式 - - 

気象レーダーデータ表示システム 1 式 

1 式 

（レーダー画像合

成処理装置及びレ

ーダー・Web サーバ

ーを含む） 

1 式 1 式 

気象データ通信システム 1 式 - 1 式 - 

施設建設 

気象レーダー塔施設建設 1 棟 - - - 

技術研修 業者契約に含まれる初期操作指導 

ソフトコンポーネント 
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４. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの工期は、約 51 ヶ月（実施設計：約 8ヶ月、建設工事：約 23.5 ヶ月、機材調達及

び据付工事：約 17.3 ヶ月）、概略事業費は 21.20 億円（日本国側 20.97 億円、「パ」国側 23 百万円）

と見込まれる。 

５. プロジェクトの評価 

 

＜妥当性＞ 

 

(1) 本案件の推定裨益人口 

本計画は、PMD の気象観測及び大雨予警報作成能力を向上し、災害を軽減することが目的である。

「パ」国において最も甚大な被害をもたらす洪水による被災者及び被害総額は計り知れず、「パ」国

全体の経済発展の大きな障害となっている。「パ」国の人口の約 53%が集中しているパンジャブ州のほ

ぼ中央に位置するムルタンに気象レーダーシステムを整備して、「パ」国に大雨をもたらす気象現象

を的確に観測することにより、PMD の予警報の精度向上が加速し、「パ」国の自然災害（主に洪水）に

よる被害軽減に PMD が大きく貢献することが可能となる。従って、本計画の直接・間接裨益人口は、

「パ」国全人口の2.07億人（パキスタン統計局2017年人口調査データ：Pakistan Bureau of Statistics, 

2017 Census）であると考える。「パ」国の人口増加率は、年平均 2.4%であり、2050 年にはインド、

中国、米国に次ぐ世界第 4位の人口を抱える国になると予想され、被災する者が増大することが懸念

される。以下に、「パ」国の全人口を「パ」国の行政区ごとに示した。 

表 2  パキスタンの行政区分と人口  
No. 州名 州都 人口(2017 年)

1 バローチスターン州 クエッタ 12,344,408

2 カイバル・パクトゥンクワ州 ペシャーワル 30,523,371

3 パンジャブ州 ラホール 110,012,442

4 シンド州 カラチ 47,886,051

5 イスラマバード首都圏 イスラマバード 2,006,572

6 連邦直轄部族地域 ペシャーワル 5,001,676

7 アザド・カシミール ムザファラバード - 

8 ギルギット・バルティスタン州 ギルギット - 

合計 207,774,520

出典：パキスタン統計局 2017 年人口調査データ

 

(2) 本プロジェクトの目標 

本プロジェクトは、パンジャブ州のムルタンに Sバンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラー

レーダーシステムを整備し、加えて気象レーダー中央処理システム、気象レーダーデータ表示システ

ム及び気象データ通信システムを投入するとともに、人材育成を実施して、災害を引き起こす気象現
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象の監視能力を強化させることにより、「パ」国の気象・洪水情報や予警報の精度が向上され、自然

災害による被害の軽減に寄与することを目標とする。そして、自然災害によってもたらされる人的損

失や経済成長衰退の軽減を通じて、「パ」国民にとって最低限必要な安全の確保や人々の生活向上に

対して効果的に貢献するものである。 

(3) 「パ」国の開発計画 

「パ」国の気象業務の強化と近代化は、気象現象による負の影響を緩和し、人々の安全な営みを確

保するための喫緊の課題であり、また国の持続可能な開発に大きく貢献するものとの考えから、PMD

は、「パ」国の長期国家開発方針である「ビジョン 2025」及び「国家防災計画(NDMP)」で言及されて

いる政府目標の達成に貢献するために、2016 年に 10 年開発計画を策定した。 

「ビジョン 2025」は、国が一丸となって取り組むべく国家開発方針であり、「パ」国計画開発省に

より2014年8月に発表された。「ビジョン2025」では、2025年までに上位中間層国（upper middle income 

countries）入りすることを宣言し、25 の数値目標を掲げている。数値目標には、現在 1,299US ドル

である一人当たり国民所得を4,200USドルにまで増やすこと、国民の貧困者比率を現在の49%から20%

にまで減らすこと等が含まれている。加えて超長期的目標として独立 100 周年を迎える 2047 年まで

に GDP 総額で見て世界のトップ 10 の経済国家になるという宣言文も盛り込まれている。 

我が国の「パ」国の防災対策支援の大きな成果の 1 つでもある「国家防災計画(NDMP)」は、「パ」

国の防災セクターの強化と近代化の指針であり、各援助機関の防災対策分野での支援の柱ともなって

いる。 

国連 ESCAP・UNISDR の「Reducing Vulnerability and Exposure to Disasters」では、2004-2010

年に発生した「パ」国におけるたび重なる災害は、2011 年時点で災害が全くなかった場合と比較して、

「パ」国の GDP を 200 億 US ドル押し下げたとの報告もあり、このような報告に鑑みれば、持続性の

ある国の発展のためには、防災を促進することの意義は非常に高いものと考えられる。 

PMD が策定した 10 年開発計画の最初の章である第 1章において、最優先実施項目の 1つとして気象

レーダーによる観測網整備の実施を挙げており、更に、2017 年 5 月に「パ」国政府により承認された

国家洪水保護計画 IV：10 年計画（National Flood Protection Plan-IV: Ten Year Plan）の最初の 5

年間にPMDの既設気象レーダー観測網及び洪水予警報の拡充の実施が挙げられている。以上の事から、

本プロジェクトは、「パ」国の国家開発計画及び防災計画に合致するものである。 

(4) 我が国の援助政策・方針 

我が国と「パ」国は、長期にわたり良好な二国間関係を築いており、2012 年には、国交樹立 60 周

年を迎えた。我が国の「パ」国に対する援助の基本方針（大目標）は、「経済成長を通じての安定し
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た持続的な社会の構築」としている。「パ」国は、2050 年にはインド、中国、米国に次ぐ世界第 4 位

の人口を抱える国になると予想されている。その潜在力を十分に発揮するためには、安定的な経済状

況を確保しつつ、民間主導型の経済成長を実現することを通じて、安定した持続的な社会を構築する

ことが不可欠である。上述の大目標の達成に向けて、我が国は下記の 3つを重点分野（中目標）とし

ている。 

1. 経済基盤の改善 

2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善 

3. 国境地域等の安定・バランスの取れた発展 

このうち、「2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」の中で、「頻発する自然災害に対する防

災能力の強化につながる支援を実施する」旨が目標とされており、具体的には、早期予警報システム

の整備、コミュニティレベルにおける災害対応能力の強化、防災関連機関の人材育成計画等が挙げら

れている。本プロジェクトにより「パ」国の気象監視体制が強化され、自然災害に対する「パ」国全

体の防災能力が向上することは、我が国の援助方針に合致する。 

 

＜有効性＞ 

 

（1） 定量的効果 

 
表 3  成果指標案 

指標名 
基準値 

（2017 年実績値） 

目標値（2025 年） 

【事業完成 3年後】 

危険な気象現象の監視能力

の向上 

「パ」国の 143 ヶ所の既設地上観測所に

よる降水データの空間分解能及び観測間

隔：平均 74.6km メッシュ、1時間間隔 

 気 象 レ ー ダ ー サ イ ト か ら 半 径

300-400km 内において雨量データの空

間分解能及び観測間隔：1km メッシュ、

10 分間隔 

 気象レーダーサイトから半径 200km 内

において風向風速値の空間分解能及

び観測間隔：1km メッシュ、10 分間隔

積乱雲の発達に伴う雷雨や大雨の発生が

確認できる気象衛星データ：30 分間隔

気象レーダーの観測範囲において、積乱

雲の発達に伴う雷雨やモンスーンがもた

らす悪天候の雨雲が気象レーダー観測範

囲内に入った場合、降雨強度・風速・位

置・経路の観測間隔：10分間隔 

大雨監視能力の向上 

地上気象観測（自動気象観測システム）

に限定される：1時間間隔 

気象レーダーの観測範囲においては、降

雨強度、降雨域の発達、移動が 10 分間隔

で把握できる 
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（2） 定性的効果 

① 従前の航空気象観測に加え、空港周辺の気象擾乱を適切に把握し、ムルタン国際空港へ情報を

提供できるようになる。 

② 災害対策関係政府機関やマスメディアへ、1 時間に 50mm を超える雨量と 3 時間に 75mm を超え

る雨量があった地域及び雨雲の進行方向に位置する地域に対する大雨情報/注意報/警報が発

表される。 

③ 災害対策関係機関(NDMA、州防災庁（Province Disaster Management Authority: PDMA)及び地

方政府機関)及びマスメディアに対し、気象レーダー探知範囲内における積乱雲の発達に伴う

雷雨や災害をもたらす可能性のある降雨域やその移動方向を毎時提供できるようになる。 

④ 気象レーダー観測により二次災害の防止及び救助活動中の安全確保が可能となる。 

⑤ 運輸交通、観光や農業等の産業に従事する利用者に対する PMD による正確な気象情報の提供

により、災害軽減策の実施が促進される。 
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ロジェクト完了後にムルタン地域気象センターとして

業務を開始する計画である。 
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ムルタン気象レーダー塔施設～ムルタン国際空港管制塔

間を結ぶ気象データ通信システム（無線通信LAN）のた

めの無線装置アンテナを、管制塔の屋上に設置する計画

である。 
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ムルタン国際空港管制塔内に位置し、気象レーダーデー

タ表示システム用機材を設置する計画である。 

PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター 

気象レーダー中央処理システム及び気象レーダーデー

タ表示システム用機材を設置する計画である。 

PMD ラホール洪水予報部 予報室 
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レーダーデータ表示システム用機材を設置する計画で

ある。 

イスラマバード気象レーダー塔施設（建設中） 

日本の無償資金協力（中期気象予報センター設立及び気

象予報システム強化計画）により建設中であり、2018 年

に完成予定である。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１－１  当該セクターの現状と課題 

 

１－１－１ 現状と課題 

 

パキスタン・イスラム共和国（以下「パ」国）は南アジア地域に位置し、南北に 1,500km と長く標

高差も大きいことから、地域により地形及び気象現象が多様であり、地震、洪水、土砂災害、サイク

ロン、干ばつ等様々な自然災害に見舞われている。北部に 8,000 メートル級の高い山々がそびえ、イ

ンダス川が国土の中央を縦断していることから、一度大雨が降ると、洪水や鉄砲水、地滑り等の災害

が発生しやすい。「パ」国にとって、特に洪水は、最も壊滅的な被害をもたらす自然災害の 1 つであ

り、モンスーン期の集中豪雨が引き金となっている。洪水は田畑の冠水、家屋の倒壊、送電線の切断、

土砂崩れ、道路の斜面崩壊等の被害ばかりでなく、「パ」国民の尊い人命や財産を多数奪っており、

国家経済にも影響を及ぼしている。 

「パ」国の降雨の殆どは、モンスーン期（6

月～10 月）にもたらされる。これは赤道をまた

いで北上及び南下する熱帯収束帯（Inter 

Tropical Convergence Zone：ITCZ）と呼ばれ

る大規模な現象が関係し、ITCZ の積乱雲群や熱

帯性低気圧が、集中的な豪雨、降雹、強風等の

現象を引き起こしているためである。ITCZ は平

均的にみると、右図に示すように 1月には南インド洋まで南下するが（青）、5月から北インド洋へと

北上を始め、7 月には最も北に位置して「パ」国上空にかかる（赤）。このため「パ」国では、7～8

月がモンスーン期の最盛期となる。 

近年では、2010 年、2011 年、2012 年と連続して大規模な洪水が発生し、2010 年のインダス川大洪

水（死者・行方不明者約 2 千人、被災者 2 千万人超、被害総額約 95 億 US ドル）及び 2011 年のシン

ド州を中心とした洪水（死者・行方不明者 5百人超、被災者 5百万人超）は甚大な被害をもたらした。

2010 年のインダス川大洪水は、農地の荒廃、家屋の流失、道路や橋梁の破壊等広い範囲に被害をもた

らし、「パ」国経済に計り知れない負のインパクトを与え、「パ」国の歴史上、最悪の洪水となった。

加えて自然災害は、人命や財産の損失及び社会経済活動の停滞をもたらすだけでなく、自然災害に極

めて脆弱である貧困層に対し大きな打撃を与えるため、「パ」国政府の開発戦略の一つである貧困削

減への弊害ともなっている。そのため「パ」国では、このような甚大な被害を引き起こす自然災害を

より軽減するため、パキスタン気象局（Pakistan Meteorological Department：PMD）の気象観測能

図 1  熱帯収束帯（ITCZ）の位置図 
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力及び予警報精度を向上させ、自然災害の危険を事前に予測し、適切な対策を講じるために、これま

で以上に予警報を迅速に、適時適所へ配信することが、強く求められている。 

＜「パ」国の自然災害＞ 

「パ」国における 1982 年～2016 年の災害数（約 130 件）、死者数（約 1万 6千人）及び被災者数（約

7千万人）において、洪水は、災害数の約 6割、死者数の約 7割、被災者数の 9割以上を占めており、

モンスーン期の集中豪雨による洪水被害の軽減は「パ」国にとって喫緊の課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

次の表は、2001 年から 2016 年までの間に「パ」

国において発生した自然災害による死者・行方不

明者数と被災者数を、各災害種別に取り纏めたも

のである。これらの表からも分かるように、鉄砲

水及び土砂崩れは、主に、カイバル・パクトゥン

クワ州、ギルギット・バルチスタン州を含む「パ」

国の北部で発生している。一方で、洪水は「パ」

国の広い範囲で発生しており、カイバル・パクト

ゥンクワ州の北部地域、パンジャブ州の中部地域、

シンド州及びバローチスターン州が特に、脆弱で

ある。 

図 3  洪水が起こる地域 
出典:PMD

軽微な洪水が起こる県 

繰り返し洪水が起こる県 

絶えず洪水が起こる県 

図 2  「パ」国における災害数、死者数及び被災者数の割合（1982～2016 年） 
出典：Emergency Events Database (EM-DAT)
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94%
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3%

被災者数（％） 洪水

嵐（サイクロン）

異常気温・土砂崩れ

干ばつ
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    表 1  「パ」国で発生した自然災害（2001 年～2016 年） 

＜洪水・鉄砲水・土砂崩れ＞ 

    州名 

    8 2 7 5 6 3 1 4 
    ギルギッ

ト・バルチ

スタン州 

カイバル・

パクトゥン

クワ州 

アザド・カ

シミール

イスラマバ

ード首都圏

連邦直轄部

族地域 

パンジャブ

州 

バローチス

ターン州 
シンド州

年 災害種類 
死者・行方

不明者数 
被災者数 

2001 鉄砲水 210 400,179         

2002 
洪水 23 4,010         

鉄砲水 14          

2003 
洪水 230 1,266,223         

鉄砲水 36 20         

2004 洪水 5          

2005 洪水 616 7,523,543         

2006 

洪水 380 8,125         

鉄砲水 20          

土砂崩れ 29 5         

2007 

洪水 460 2,186         

鉄砲水 66 520         

土砂崩れ 100 2         

2008 洪水 83 290,764         

2009 
洪水 52 70         

鉄砲水 50 75,010         

2010 

洪水 2,031 20,359,518         

鉄砲水 60 4,000         

土砂崩れ 19 26,700         

2011 洪水 509 5,400,755         

2012 

洪水 506 5,050,564         

鉄砲水 12          

土砂崩れ 153          

2013 洪水 268 1,497,782         

2014 洪水 255 2,530,673         

2015 
洪水 298 1,572,423         

鉄砲水 69 5,067         

2016 
洪水 231 5,085         

鉄砲水 199 5,710         

参照：WHO Collaborating Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED) Emergency Events Database (EM-DAT)

 

    表 2  「パ」国で発生した自然災害（2001 年～2016 年） 

＜暴風雨＞ 

    州名 

    8 2 7 5 6 3 1 4 
    ギルギッ

ト・バルチ

スタン州 

カイバル・

パクトゥン

クワ州 

アザド・カ

シミール

イスラマバ

ード首都圏

連邦直轄部

族地域 

パンジャブ

州 

バローチス

ターン州 
シンド州

年 災害種類 
死者・行方

不明者数 
被災者数 

2001 暴風雨 4 500         

2002 暴風雨 14 12         

2003 暴風雨 51 2,557         

2005 暴風雨 58          

2014 暴風雨 16 82         

2016 暴風雨 34 191         

参照：WHO Collaborating Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED) Emergency Events Database (EM-DAT)
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図 4  「パ」国の年間降水量分布 

＜気象観測上のムルタンの重要性＞ 

モンスーン期に集中豪雨をもたらす

雨雲の殆どが、インドから「パ」国に

侵入し、それらの約 8 割が北上して、

北部に洪水を引き起こす大雨をもたら

す。右図は「パ」国の年間降水量を表

しているが、北部が圧倒的に多いのは、

そのためである。つまり北部で降った

大雨が、河川の上流域で鉄砲水や土砂

崩れを発生させ、その雨水が中・下流

域に流れ込んで、大規模な洪水を発生

させる。 

これに加えて、モンスーン期のサンダーストーム（雷雨）による大雨やスライマーン山脈（全長：

450km、最高頂：バローチスターン州のタフティ・スライマーン標高 3,487m）周辺のパンジャブ州の

豪雨地域で降った大雨の雨水が Indus 河、Sutlej 河、Ravi 河、Chenab 河、Jhelum 河等に流れ込み、

「パ」国中部・南部地域の洪水の規模を更に増大させている。 

しかしながら現状では、モンスーン期にインドから「パ」国に侵入してパンジャブ州広域に集中豪

雨をもたらす雨雲、積乱雲に伴うサンダースト

ーム（雷雨）やスライマーン山脈周辺での大雨

を精度良く観測できないことから、PMD が大雨

の情報を洪水予警報に適切に反映することが

難しいのが実情である。 

右図に示したように、ムルタンは、モンスー

ン期にインドから「パ」国に侵入して集中豪雨

をもたらす雨雲の進入路であるため、サンダー

ストーム（雷雨）やスライマーン山脈周辺の豪

雨の観測に最適な位置にある。 

 

 

＜「パ」国のモンスーン期の代表的な降水現象＞ 

次の表は、モンスーン期に洪水を引き起こす「パ」国における代表的な降水現象について、その発

生時期と詳細（メカニズムや「パ」国に及ぼす影響等）を記したものである。 

80% 

20% 

モモンンススーーンンががももたたららすす悪悪天天候候のの雨雨雲雲

積乱雲に伴うサンダーストーム（雷雨） 

パンジャブ州の豪雨地域 

ムルタン 

スライマーン山脈

図 5  ムルタンとパンジャブ州の気象現象の位置図 
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表 3  「パ」国のモンスーン期の代表的な降水現象 

夏季モンスーン 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 

           
M1 型（標準パターン） メカニズム： 

夏のモンスーン期に「パ」国に運ばれる主要な水蒸気

源はベンガル湾とアラビア海であるが、ベンガル湾か

らの水蒸気が「パ」国の降水に大きく寄与している。

ベンガル湾からヒマラヤ山麓沿いを渡ってきた湿潤空

気は、「パ」国北東部に侵入し降水をもたらす。 
 
山間部は地形効果によって、より多くの降水がもたら

される。 

M2 型（M1 型＋強い熱的低気圧） メカニズム： 
M1 型に加え、バローチスターン州北東部に季節的に発

生する低気圧（熱的低気圧）の勢力が強まった場合、

アラビア海からの湿潤空気が加速されて「パ」国北部

まで輸送される。ベンガル湾とアラビア海それぞれか

らの湿潤空気が合流することによって、「パ」国北部で

はより強い、広範囲の降水がもたらされる。 

 
山間部は地形効果によって、より多くの降水がもたら

される。 

 
 

M3 型（M2 型＋偏西風波動） メカニズム： 
M2 型に加え、500hPa 付近の偏西風波動が上層の寒気を

伴いながら通常より低緯度に南下した場合、降水雲は

より発達する。 

 
山間部は地形効果によって、より多くの降水がもたら

される。 

 

各降水現象発生時期 

各降水現象発生ピーク時期 
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M4 型（M3 型＋カスピ海を通る偏西風波動＋北東方向に伸長

した熱的低気圧）  

メカニズム： 
M3 型に加え、上空 500hPa 付近の偏西風波動がカスピ海

からの下層の水蒸気を伴いながら近づき、かつ熱的低

気圧の等圧線が北東方向に伸びている場合、夏季モン

スーンにおいて最も激しい降水がもたらされる。 

 
この気象パターンの場合、非常に局所的な降水がもた

らされる。 

 
 

 

モンスーン低気圧 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 

           
D1 型（標準パターン） メカニズム： 

夏のモンスーン期において、モンスーン低気圧（熱帯

低気圧）は通常ベンガル湾の北緯 18 度以北で発生し、

季節的に発生する上層のチベット高気圧から吹き出す

東風に流されて西北西に移動し、インド中央部や北部

を横断する。モンスーン低気圧は一般的にはインド横

断中に水蒸気の補給を絶たれ衰弱するが、アラビア海

からの水蒸気が新たに補給された場合は、勢力を維持

し「パ」国まで西進を続ける。 
 
山間部は地形効果によって、より多くの降水がもたら

される。 

 

D2 型（D1 型＋偏西風波動） メカニズム： 
D1 型に加え、上空 500hPa 付近の偏西風波動が通常より

も低緯度に南下した場合、「パ」国に接近したモンスー

ン低気圧は再発達し、進路を急激に変えて北上する。

このような気象パターンは、Satluj、Ravi、Chenab、

Jhelum の各河川において最も深刻な洪水をもたらす。

（例：1992 年、1997 年の洪水） 

 
山間部は地形効果によって、より多くの降水がもたら

される。 
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１－１－２ 開発計画 

「パ」国の長期国家開発方針である「ビジョン 2025」及び「国家防災計画(National Disaster 

Management Plan: NDMP)」で言及されている政府目標の達成に貢献するために、PMD は 2016 年に 10

年開発計画を策定した。10 年開発計画の第 1章において、最優先実施項目の 1つとして気象レーダー

による観測網整備の実施を挙げており、PMD が、現在、独自に計画している気象レーダー観測網の近

代化に関する詳細を次ページの図に示した。 
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表 4  「パ」国の気象レーダー観測網を構成する 

気象レーダーの更新/整備計画（2018 年 2 月現在） 

番号 観測所名 備考 

① イスラマバード 

既設 Cバンド通常気象レーダーが、我が国の無償資金協力によ

り S バンド固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーに更新

される予定 

② シアルコット 

既設 Cバンドドップラー気象レーダーが、パンジャブ州政府の

支援により、Sバンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラ

ーレーダーに更新される予定 

③ ラホール 

既設 Sバンドドップラー気象レーダーが、世界銀行の融資によ

り、Sバンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラーレーダ

ーに更新される予定 

④ ムルタン 

既設 Cバンド通常気象レーダーが、我が国の無償資金協力によ

りSバンド固体化電力増幅式2重偏波気象ドップラーレーダー

に更新される予定 

⑤ サッカル 

日本政府の支援により、ラヒムヤル・カーンの既設 Cバンド通

常気象レーダーの更新としてSバンド固体化電力増幅式2重偏

波気象ドップラーレーダーが整備されることを希望 

⑥ カラチ 

既設 Cバンド通常気象レーダーが、我が国の無償資金協力によ

り S バンド固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーに更新

される予定 

⑦ グワダ 
世界銀行の融資により、新たに Sバンド固体化電力増幅式 2重

偏波気象ドップラーレーダーが整備される予定 

① チェラット 
世界銀行の融資により、新たに Cバンド固体化電力増幅式 2重

偏波気象ドップラーレーダーが整備される予定 

② マングラ 既設 Sバンドドップラー気象レーダーの運用を継続 

③
デラ・イスマイ

ル・カーン 

既設 C バンド通常気象レーダーが、世界銀行の融資により、C

バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーに

更新される予定 

④
ラヒムヤル・カー

ン 

既設 Cバンド通常気象レーダーを、イスラマバード及びカラチ

既設 C バンド通常気象レーダーのパーツと交換して運用を継

続予定 

⑤ ダルバンディ 
世界銀行の融資により、新たに Cバンド固体化電力増幅式 2重

偏波気象ドップラーレーダーが整備される予定 

① ギルギッド 
世界銀行の融資により、新たに Xバンド固体化電力増幅式 2重

偏波気象ドップラーレーダーが整備される予定 

② チトラル 
世界銀行の融資により、新たに Xバンド固体化電力増幅式 2重

偏波気象ドップラーレーダーが整備される予定 

③ マルダン 
「パ」国政府の資金により Xバンド 2重偏波気象ドップラーレ

ーダー（中国製）に整備される予定（2018 年 6 月に完成予定）

④ クエッタ 
世界銀行の融資により、新たに Xバンド固体化電力増幅式 2重

偏波気象ドップラーレーダーが整備される予定 

 出典：PMD
図 6  「パ」国の気象レーダー観測網整備計画（2018 年 2 月現在） 
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１－１－３ 社会経済状況 

「パ」国の人口は 2.07 億人（パキスタン統計局 2017 年人口調査データ：Pakistan Bureau of 

Statistics, 2017 Census）、人口増加率は年平均 2.4%、2050 年にはインド、中国、米国に次ぐ世界

第 4位の人口を抱える国になると予想されている。GDP は約 2,710 億 US ドル（2014 年世界銀行）、実

質経済成長率は 4.71%（2015/2016 年度パキスタン経済白書）である。 

次の図は「パ」国における GDP 成長率年間推移と自然災害との関係図である。GDP 成長率が低下し

た年は、前年に大規模災害が発生している。GDP 成長率が 1.7%となった 2008 年は、前年の 2007 年に

サイクロン「Yemyin」が「パ」国に襲来し、およそ 16.2 億 US ドルに上る被害をもたらした。2010

年には、「パ」国の災害史上最悪と言われる大洪水及び土砂災害が発生し、GDP 成長率は 1.6%まで下

降した。加えて、GDP 成長率は、気象に起因する主な災害発生数と死者、行方不明者、被災者数の増

加と反比例して減少する傾向が見られることから、自然災害がもたらす被害は、「パ」国の経済発展

を大きく阻害する可能性があることが伺える。また、2 番目に人口が多く、農業生産が盛んなシンド

州の GDP は、「パ」国の全 GDP の約 30%を占めるため、シンド州における自然災害による被害は「パ」

国全体の経済発展に大きな負の影響を及ぼすと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7  「パ」国の GDP 成長率年間推移と自然災害

出典：世界銀行、 Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED)

Emergency Events Database (EM-DAT)

2005年 10月 大地震 

被害総額：約50億USドル

2007年 6月～7月 

サイクロン「Yemin」 

被害総額：約16.2億 USドル 

2010年 7月～8月 

大洪水・土砂災害 

被害総額：約100億 USドル 
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１－２  無償資金協力の背景・経緯及び概要 

「パ」国政府は、自然災害に対する防災体制強化に向けて、国家防災管理令の公布、防災行政の中

心となる国家防災管理庁（National Disaster Management Authority：NDMA）の設置、我が国の支援

による「国家防災計画(NDMP)」の策定等、国を挙げた取り組みを行っている。「国家防災計画(NDMP)」

では、適正な予警報システムの構築・維持を目的とした「マルチハザード早期予警報計画」が策定さ

れている。計画実施のためには、防災行政を行う人材の育成及び住民への防災知識の普及啓発、洪水

制御施設の整備等に加え、災害管理体制の中核に位置し、洪水・サイクロン等の観測及び予警報を担

っている PMD の気象観測・予報能力の向上がキーポイントとなる。そのため「パ」国では、甚大な被

害を引き起こす自然災害をより軽減するため、PMD の気象観測能力及び予警報精度を向上させ、自然

災害の危険を事前に予測し、適切な対策を講じるために、従来以上に予警報を迅速、かつ適時適所に

配信することが、強く求められている。 

現在 PMD は、我が国が無償資金協力により整備したイスラマバード、カラチ、デラ・イスマイル・

カーン、ラヒムヤル・カーンの 4基の気象レーダー及びアジア開発銀行の支援により設置したラホー

ル、シアルコット、マングラの 3基の気象レーダーの計 7基を有している。イスラマバード、カラチ、

デラ・イスマイル・カーン、ラヒムヤル・カーンの 4基はいずれも老朽化が進んでいることから、我

が国の無償資金協力プロジェクトにより、イスラマバード及びカラチの気象レーダーの更新（S バン

ド）が進められている。しかしながら現状では、モンスーン期にインドから「パ」国に侵入してパン

ジャブ州広域に集中豪雨をもたらす雨雲、サンダーストーム（雷雨）やスライマーン山脈周辺での大

雨を精度良く観測できないことから、PMD が大雨の情報を洪水予警報に適切に反映することが難しい

のが実情である。老朽化が進み近い将来稼働が停止する可能性のあるデラ・イスマイル・カーン及び

ラヒムヤル・カーンの 2基の気象レーダーの観測範囲を補完するためにも、またインド側の観測デー

タが乏しいことによる気象・洪水予警報のタイムリーな発表が難しいという現状を解決するためにも、

インドとの国境に近いムルタンに新たな気象レーダーを整備することが急務となっている。 

「パ」国政府は、2015 年 7 月に「ムルタン気象レーダー整備計画」実施のための無償資金協力を我

が国政府に要請した。これを受け、日本国政府は準備調査の実施を決定し、独立行政法人国際協力機

構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は、2017 年 7 月 8 日から 8 月 26 日に「ムル

タン気象レーダー整備計画準備調査」を実施し、プロジェクトの実地調査、関連資料等をもとに、PMD

の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計画等の様々な観点から、最適な機材内容、規模・数量を

検討した。 

これを基に JICA は、2018 年 2 月 7日から 2月 18 日まで準備調査報告書（案）説明調査団を「パ」

国に派遣し、準備調査報告書（案）の説明及び協議を重ねた。その結果、本プロジェクトの目的や効

果を鑑み、最終的に以下の項目が必要である旨が確認された。各項目について国内にて解析を行い、

次の表に示したものが概略設計の対象項目となった。 
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表 5  概略設計の対象となった機材及び施設の概要 

内容 
ムルタン気象 

レーダー観測所

PMD イスラマバード

本局 国家気象 

予報センター 

ムルタン国際空港内

PMD 気象事務所 

PMD ラホール 

洪水予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏

波気象ドップラーレーダーシステ

ム（耐雷設備、電源供給キャパシ

タ、電源バックアップシステム、

避雷システム、メンテナンス用機

器及びスペアパーツ等を含む） 

1 基 - - - 

気象レーダー中央処理システム - 1 式 - - 

気象レーダーデータ表示システム 1 式 

1 式 

（レーダー画像合

成処理装置及びレ

ーダー・Web サーバ

ーを含む） 

1 式 1 式 

気象データ通信システム 1 式 - 1 式 - 

施設建設 

気象レーダー塔施設建設 1 棟 - - - 

技術研修 業者契約に含まれる初期操作指導 

ソフトコンポーネント 

 

我が国や海外において鉄骨造の気象レーダー塔施設（日本は Cバンドレーダーシステム用施設）の

実績も見られるため、上述準備調査期間中において、建設予定の気象レーダー塔施設を鉄骨造又は鉄

筋コンクリート造のどちらにすべきかについて、工事費、「パ」国側の負担、建設工事上の問題点、

工期等に関して比較検討を行った。その結果、下表に示したように、1)「パ」国では鉄骨構造が一般

的ではないこと、2)鉄筋コンクリート造とした方が建設工事費が安価であること、3)「パ」国側の負

担（関税等）が小さいこと、4)「パ」国側より鉄筋コンクリート造を強く希望している旨の準備調査

団に対する申し入れがあったこと、からムルタン気象レーダー塔施設は鉄筋コンクリート造とするこ

ととした。 
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表 6  鉄骨造と鉄筋コンクリート造の気象レーダー塔施設を建設した場合の比較 

比較項目 
鉄骨造の 

気象レーダー塔施設の建設 

鉄筋コンクリート造の 

気象レーダー塔施設の建設 

構造体 ＊パイプトラス鉄骨造（重量：250 トン） 建物は、鉄筋コンクリート造が一般的 

躯体の建設資材

の調達 

鉄骨は全て日本又は第三国調達（日本企業が多

く進出している東南アジア） 

100%現地調達が可能 

現地建設会社の

建設工事に対す

る活用 

 鉄骨躯体の製作に関する現地建設会社の活

用は難しい（鉄骨躯体の製作以外の工事は活

用が可能） 

 鉄骨の建て方に日本又は第三国の専門の職

人が必要 

最も一般的な工法であるため鉄筋コンクリー

ト躯体工事を含む建設工事全体に対する現地

建設会社の活用度が大きい 

建設資材の海上

輸送 

海外からの高価な海上輸送が必要 不要 

現地での輸入通

関と関税 

輸入通関、被援助国による関税の支払い又は免

税が必要 

不要 

建設資材の海上

輸送及び国内輸

送費 

海外からの海上輸送費及びカラチからムルタ

ン（1,060km）＊鉄骨約250トンの国内輸送費が必要

鉄骨調達先をタイ国（日本での調達に比べて安

価であるため）とした場合、約 1億円の費用が

必要となる 

セメント、細骨材である砂及び砂利は、建設現

場近郊（ムルタン）で調達可能であり、国内輸

送費は発生しない 

工事契約後の躯

体工事の工期 

日本又は第三国 現地 現地 

鉄骨製作図作成：3～4ヶ月 

鉄骨製作：6ヶ月 

海上・国内輸送：2ヶ月 

仮設工事：1ヶ月 

杭工事：2ヶ月 

基礎工事：2ヶ月 

準備・仮設工事：1ヶ月 

杭工事：2ヶ月 

基礎工事：2ヶ月 

躯体のコンクリート工事：10 ヶ月 

設備・仕上工事：4ヶ月 

 鉄骨建て方：3ヶ月 

設備・仕上工事：4ヶ月

建設工事全体の

工期 
＊約 18～19 ヶ月 ＊約 19 ヶ月 

杭工事及び基礎

工事 

建物全体重量が鉄筋コンクリート造と比較す

ると軽くなるため、杭及び基礎工事の規模が鉄

筋コンクリート造よりも小さくなる 

建物全体重量が鉄骨造と比較すると重くなる

ため、杭及び基礎工事の規模が鉄骨造よりも大

きくなる 

主要構造部の建

設 

鉄骨の建て方に、鉄骨工（鳶職）が 8名、鉄骨

製造工場から 2名の鉄骨鍛冶工が必要 

第 3 国からの派遣を想定すると、（鉄骨工（鳶

職）：8名×80 万円/月×3ヶ月）＋（鉄骨鍛冶

工：2名×100 万円/月×3ヶ月）＋（航空運賃

10名×15万円）＝約0.27億円の費用が必要となる

建設に関して、特殊工や技術者の派遣は不要

サイトでの工期 サイトでの工事期間が短くなる サイトでの工事期間が長くなる 

階段を含む主要

構造部の錆の発

生 

鉄骨の防錆処理及び適切な施工監理が実施さ

れ定期メンテナンスが行われていれば錆の発

生をある程度は防げる 

錆の発生は無い 

定期塗装 

構造強度確保の為定期塗装が必要 

特に、防錆処理ができない部分（ボルト、ナッ

ト、構造材接続部等）は短期の定期塗装が必要

実施しなくても構造強度に大きな影響なし 

保管スペース及

び工事用クレー

ン 

計画サイトに、鉄骨を仮保管するスペースがな

いことから、計画サイトの近郊に仮設保管スペ

ースの確保、仮設保管スペースに鉄骨の荷卸し

/荷揚げ用の20トンクレーン1台及び計画サイ

トに 100 トンクレーンが必要となる 

鉄筋コンクリート造施設建設に小/中型クレー

ン及びタワークレーンが必要となる 

＊気象レーダー塔施設の高さを 50m と仮定
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１－３  我が国の援助動向 

自然災害の被害を軽減し、自然災害から国民の生命と財

産を守ることを目的として、「パ」国政府は日本国政府に

気象観測のための施設建設及び気象レーダーシステム機

材整備に関する無償資金協力を要請した。これを受けて、

1990 年度より「気象レーダー網整備計画（フェーズⅠ事

業）」（1991 年 3 月完成）が実施され、「パ」国北部の首都

イスラマバード及び南部のカラチに気象レーダーシステ

ムが整備された。 

その後、降雨及び洪水の予測精度の更なる向上のため、

1998 年度より「第 2 次気象観測網整備計画（フェーズⅡ事業）」（1999 年 3 月完成）が実施され、気

象レーダー観測範囲拡大のために、「パ」国中部のデラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カー

ンに気象レーダーシステムが整備された。レーダー画像合成処理装置及びレーダー画像伝送・表示装

置の整備とともに、4基の気象レーダーシステムがネットワーク化され、「パ」国全土の約 80%をカバ

ーし、且つ全人口の約 90%以上が居住している地域の雨量監視が可能となり、防災に貢献する気象レ

ーダー観測網が構築された。 

2 次にわたる我が国の支援により、「パ」国全土のうち、北部高山部とバローチスターン州の一部

を除く全国の気象観測が可能となり、「パ」国の気象予報の精度は以前と比べて飛躍的に向上した。

また洪水多発地帯であるインダス川の全流域を気象レーダーシステムで常時監視する事ができ、気象

データを得ることが可能となった。当該 4 基の気象レーダーシステムは辛うじて稼動し続けており、

「パ」国における気象情報提供の中核施設としての役割を現在も果たしている。しかしながら、イス

ラマバード及びカラチの気象レーダーシステムは設置から既に 27 年、デラ・イスマイル・カーン及

びラヒムヤル・カーンの気象レーダーシステムは設置から既に 19 年の歳月が経過している。老朽化

により頻発する不具合等が気象レーダー観測業務に支障をきたすことから、PMD は現地で入手可能な

スペアパーツの交換等を行うことで対応してきたが、気象レーダーメーカー側からのスペアパーツ供

給が年々困難となっている。不具合等に対する対策がなされない状況が続けば、気象レーダーシステ

ムの観測機能が停止する事態も想定されたことから、「パ」国側は、我が国に対し専門技術者の派遣

による既設機材の状況、不具合箇所・スペアパーツ必要箇所の詳細確認及び修理方法の検討、維持管

理体制にかかる指導助言を行うフォローアップ調査を要請した。調査結果にもとづく機材供与／修理

についても要請を行ったことから、フォローアップ調査団が 2010 年 2 月より現地へ派遣され、気象

観測機能が完全に停止する事態を避けるために、緊急措置として 2011 年にフォローアップが実施さ

れた。 

現在 PMD は、我が国が無償資金協力により整備したイスラマバード、カラチ、デラ・イスマイル・

デラ・イスマイル・カーン 

カラチイスラマバード 

ラヒムヤル・カーン
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カーン、ラヒムヤル・カーンの 4基の気象

レーダー及びアジア開発銀行の支援によ

り設置したラホール、シアルコット、マン

グラの 3基の気象レーダー、計 7基を有し

ているが、前述の通り、我が国の無償資金

協力で整備した4基はいずれも老朽化が進

んでいることから、無償資金協力プロジェ

クト「中期気象予報センター（SMRFC）設

立及び気象予報システム強化計画」及び

「カラチ気象観測用レーダー設置計画」に

より、イスラマバード及びカラチの気象レ

ーダーの更新（S バンド）が進められてい

る。 

 

 

 

 

 

           表 7  我が国の無償資金協力の実績（気象分野） （単位：億円）

実施年度 案件名 供与限度額 概要 

2017～2019 

（実施予定） 

カラチ気象観測用レ

ーダー設置計画 
19.49 

PMD の気象観測・気象予報・予警報発信能力を一層向上

させ、自然災害による被害の軽減に寄与することを目

標として、既設カラチ Cバンド気象レーダーシステム

を、気象の急激な変化を把握できる固体化電力増幅式 S

バンド気象ドップラーレーダーシステムに更新する計

画である。 

2016～2018 

（実施中） 

中期気象予報センタ

ー設立及び気象予報

システム強化計画 

26.15 

24 時間以内の短期予報精度の強化、48 時間を超える中

期予報能力向上を目的として、PMD イスラマバード本局

に中期気象予報センター（Specialized Medium Range 

Forecasting Center：SMRFC）を設立するために必要な

機材を調達するとともに、首都圏の気象観測の中核を

担う既設イスラマバード気象レーダーシステム（老朽

化により機能不全が続いている）を気象の急激な変化

を把握できる固体化電力増幅式 Sバンド気象ドップラ

ーレーダーシステムに更新する計画である。 

1990～1991 
気象レーダー網整備

計画 
8.05 

気象観測能力を向上させ、気象災害の軽減や航空交通

の安全確保のために、イスラマバード及びカラチに気

象レーダー塔施設の建設及び気象レーダーの機材を調

達した。 

1998～1999 
第 2 次気象観測網整

備計画 
13.67 

デラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーンに

気象レーダー塔施設の建設及び気象レーダー、イスラ

マバード及びカラチには、画像合成処理装置、国際空

港・洪水予報センター等には、画像表示装置、レーダ

＜我が国の無償資金協力＞ 

気象レーダー網整備計画（1991 年 3 月完成）：イスラマバード及びカラチ 

第 2 次気象観測網整備計画（1999 年 3 月完成）：デラ・イスマイル・カーン及び

ラヒムヤル・カーン 

＜世界銀行＞ 

「パ」国政府がアジア開発銀行の資金支援により設置：ラホール、シアルコット

及びマングラ 

図 8  「パ」国の既設気象レーダー観測網 

PAKISTAN 

ラヒムヤル・カーン

デラ・イスマイル・カーン

シアルコット

ラホール

カラチ 

イスラマバード

マングラ 
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ー画像及び合成画像等を伝送・配信するための無線通

信装置等の機材を調達した。 

2005～2006 
ライヌラー河洪水

予警報システム整

備計画 
6.61 

ライヌラー川流域において、雨量観測局・水位観測局・

洪水警報局の整備に必要な施設建設及び関連機材を調

達した。 

 

表 8  我が国の技術協力・有償資金協力の実績（気象分野） 

協力内容 実施年度 案件名 概要 

開発調査 2002～2003 
ライヌラー川流域総合治水計

画調査 

イスラマバード及びラワル・ピンディー市街

地及びその周辺地域における治水安全度の向

上と、沿川地域の生活環境改善を図るための

ライヌラー川流域総合治水計画マスタープラ

ンを策定し、最も経済的かつ効果的な手法に

より、同河川及び流域管理のための具体的方

策を提案することによって、地域住民の福祉

の向上に寄与するもの。 

技術協力プロジ

ェクト 
2007～2009 

ライヌラー川洪水危機管理強

化プロジェクト 

ライヌラー川流域において、洪水時に住民が

適切に避難できるような体制を構築すること

を目的とし、気象局及びレスキューの洪水警

報発出にかかる能力強化、地方防災関係機関

の啓発能力強化、防災関連機関の応急対応能

力の強化を図るもの。 

開発計画調査型

技術協力プロジ

ェクト 

2009～2012 
国家防災管理計画策定プロジ

ェクト 

国家レベルの防災対策の基本となる計画の策

定を行うとともに、実行支援のプロセスを通

じて、「パ」国内の防災行政機関の能力強化を

図り、自然災害による住民被害の軽減に資す

るもの。 

 

 

１－４  他ドナーの援助動向 

他ドナーによる「パ」国気象分野（PMD）に対する援助活動は、以下の通りである。本プロジェク

トと重複した援助計画はない。 

 

表 9  他ドナーの援助動向 

援助機関 年 プロジェクト プロジェクト費用 援助内容 

イスラミック開発

銀行/トルコ政府 
2016 

PMD とトルコのマルマ

ラ研究センター

（Marmara Research 

Center :MRC）との間の

リバースリンケージプ

ロジェクト 

101,000,000 ルピー 
地震訓練、地震観測機器の

調達と設置 

中国 
2011～

2013 

パキスタン-中国地震

観測網整備計画 
161,391,000 ルピー 

地震観測網整備のための地

震観測機材供与 

ノルウェー 
2011～

2013 

パキスタン地震危険調

査 
30,270,000 ルピー 

「パ」国の地震危険調査の

実施 
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フィンランド 2012 自動気象観測装置 135,998 ユーロ 
10台の自動気象観測装置供

与 

イタリア 2012 シェアー03AWS 
イタリア政府より直接

機材を受領 

気候調査のための自動気象

観測装置（3 台）による高

地観測データ収集 

国連ユネスコ 2011 スタジオ設立計画 9,200,000 ルピー 
気象情報番組作成のための

スタジオ機材供与 

米国国際開発庁 

（WMO を通じて） 

2012～

2013 

地域フラッシュフラッ

ドガイダンスシステム
2,810,000 US ドル 

南アジア地域協力連合

（SAARC）加盟国に対するフ

ラッシュフラッド予報の配

布 

国連ユネスコ 2013 

ギルギッド・バルチス

タン州小地域洪水警報

システムの構築 

50,000 US ドル 

ギルギッド・バルチスタン

州における洪水予警報シス

テムの構築 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２－１  プロジェクトの実施体制 

 

２－１－１ 組織・人員 

 

「パ」国の気象業務を行う唯一の政府機関である PMD は、以前は国防省を上部官庁として配置され

ていたが、2013 年 6 月より内閣府の航空部の下に配置転換された。 

 

PMD の組織構成図を次ページに添付した。全体の職員数は 2,488 名（2017 年 7 月現在）で、イスラ

マバードにある本局 国家気象予報センター（National Weather Forecasting Centre：NWFC）を中枢

として、全国をカラチ、ラホール、クエッタ、ペシャワールの 4つの気象管区に分けて気象業務を行

っている。世界気象機関（World Meteorological Organization：WMO）及び国際民間航空機関

（International Civil Aviation Organization：ICAO）が定める国際規則に従って、気象・気候に

関する情報、悪天候時（サイクロン、大雨、強風、雷災）の注意報や警報等を一般国民、農業、エネ

ルギー、漁業、船舶等の分野に提供しているほか、気象に関する教育・研修活動も行っている。ムル

タン気象事務所では、現在、50 名の職員が 4シフト体制で勤務をしている。 

 

PMD 長官の下に、特別中期気象予報センター（設置予定）、中央水資源監視＆早期警報センター、中

央地震監視／津波警報センター、管理事務所、洪水予報部、研究開発局が配置されており、更に地方

別や予報対象項目別に細分されている。気象予報業務を行う国家気象予報センターは管理事務所の技

術管理者の下に、カラチ熱帯サイクロン警報センター（Tropical Cyclone Warning Centre：TCWC）

はカラチ中央地震監視センター（National Seismic Monitoring Centre：NSMC）の下に置かれている。 

図 9  内閣府 航空部組織構成 

ﾊﾟｷｽﾀﾝ国際航空 : Pakistan International Airlines (PIA) 
ﾊﾟｷｽﾀﾝ気象局 : Pakistan Meteorological Department (PMD) 
ﾊﾟｷｽﾀﾝ航空局 : Pakistan Civil Aviation Authority (CAA) 
空港治安部隊 : Airport Security Force (ASF) 
 
 

 

航空部 

Secretary Aviation Division 

内閣府 

Cabinet Secretariat 

内閣部 

Cabinet Division 

整備部 

Establishment Division 

首都開発庁 

Capital Development Authority 

パキスタン国際航空 

Pakistan International Airlines 
パキスタン気象局 

Pakistan Meteorological Department 
パキスタン航空局 

Pakistan Civil Aviation Authority 
空港治安部隊 

Airport Security Force 

気候変動部 

Climate Change Division 
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＜PMD の気象予報業務＞ 

 PMD の予報業務体制 

気象に関する予報を発表しているのは、イスラマバードにある NWFC である。下表は NWFC にお

ける気象予報官及び気象技術者の勤務体制である。24 時間体制で予報業務を行っており、昼夜問

わず、「パ」国内の様々な気象現象を監視している。 

表 10  PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター（NWFC）のシフト体制 

シフト名 時間 勤務時間 
スタッフ数 

予報官 予報補佐官 観測員 データ入力員

日勤シフト 08:00-16:00 8 1 2 
2 2 

午前シフト 08:00-14:00 6 1 1 

午後シフト 14:00-20:00 6 2 - 1 1 

夜勤シフト 20:00-08:00 12 1 1 - 

緊急時 気象現象による 
出典：PMD

図 10  PMD 組織図 

事務次官 航空部 

Secretary, Aviation Division 

技術管理者 

Technical Directorates 

主任気象官 

Chief Meteorologist  

洪水予報部 ラホール 

Flood Forecasting  

Division (FFD), Lahore 

管理事務所主任 

Chief Admin Officer 

気象局本局 イスラマバード 

Met. HQs,. Islamabad 

主任気象官 

Chief Meteorologist   

中央地震監視/津波警報センター 

カラチ 

National Seismic Monitoring &  

Tsunami Warning Center  

(NSM & TWC), Karachi 

主任気象官 

Chief Meteorologist 

中央水資源監視＆早期警報センター 

イスラマバード 

National Drought Monitoring &  

Early Warning Center (NDMC) Islamabad 
 

主席気象官 

Principal Meteorologist 

研究開発局 

 (R&D）Division 

局長  

Director  

気象レーダー観測所

マングラ 

Radar Station Mangla
 

局長 

Director 

洪水予報部 

ラホール 

 FFD Lahore 

 

管理事務所副主任 

Dy. Chief Admin Officer 

(建設部門) カラチ 

(Establishment Section) Karachi 

管理事務所副主任 

Dy. Chief Admin Officer  

(予算部門) イスラマバード 

(Budget Section) Islamabad 

局長 

Director 

整備部門 カラチ 

Maintenance 

Division Karachi 
 

 

局長 

Director 

気候予測 カラチ 

Forecasting & 

 Climate (F&C) Karachi 
 
 

局長 

Director  

気象地質研究所  

カラチ 

Institute of Met. & 

Geophysics (IMG) Karachi 

局長 

Director 

データ処理センター 

カラチ 

Climate Data Processing 

Center (CDPC) Karachi
 

局長 

Director 

地方気象センター 

カラチ 

Regional Met. Center 

(RMC) Karachi 

局長 

Director 

地方気象センター  

ラホール 

Regional Met. Center  

(RMC) Lahore 

局長 

Director  

地方気象センター＆ 

地球物理センター クエッタ

Regional Met. Center (RMC) & 

Geophysical Center Quetta

局長 

Director 

地方気象センター 

ペシャワール 

Regional Met. Center 

(RMC) Peshawar 

局長 

Director 

中央地震監視/津波警報センター 

カラチ 

 (NSM & TWC) Karachi 

パキスタン気象局 長官 

Director General of PMD 

局長（企画） 

Director (Planning) 

（企画部門）イスラマバード 

 (Planning Section) Islamabad 

局長 

Director 

中央農業気象センター イスラマバード 

National Agromet Center (NAMC), Islamabad 
 

局長 

Director 

国家気象予報センター イスラマバード 

 National Weather Forecasting Center 

(NWFC), Islamabad  

主任気象官 

Chief Meteorologist 

研究開発局 イスラマバード 

Research & Development (R&D)

Division, Islamabad 

主席気象官 

Principal Meteorologist  

中央水資源監視＆早期警報センター 

イスラマバード 

(NDMC), Islamabad 

局長 

Director 

ラワルピンディー・イスラマバード 2 都市 

洪水予警報システム（ライ・ヌラー川流域） 

Flood Forecasting and Warning System for the twin cities 

of Rawalpindi and Islamabad (Lai Nullah Basin) 

管理事務所副主任 

Dy. Chief Admin Officer  

（総務部門）カラチ 

(General Administration) Karachi 

内閣府 

Cabinet Secretariat 

上級気象官 

Sr. Meteorologist  

（調整＆国際協力）イスラマバード 

（Coordination & International Cooperation） 

Islamabad 



 
 

2-3 

 PMD の気象情報 

PMD が発表する天気予報、特別気象サービス及び警報／注意報の概要を以下の各表にまとめた。 

表 11  PMD が発表する天気予報 

予報の種類 予報対象期間 内容 予報対象地域 
発表時間 

（現地時間）

一般天気予報 
24 時間及び 

48 時間 

24時間及び48時間先までの全国

天気予報、24 時間先までの都市

別天気予報、警報（発表時）

全国及び 

42 都市 
10:00、19:00

天気概況 24 時間 現在天気概況及び天気予報 6 州 13:00 

都市別予報 4 日間 天気マークのみ 66 都市 19:00 

週間天気予報 7 日間 気圧配置及び週間天気予報 6 州 月曜日（午前）

霧予報 6 時間 6 時間先までの霧予報 

8 幹線道路／ 

高速道路内の

15 区間 

08:00 

夏季のモンスーン予報
3ヶ月間 

（7月～9月） 

モンスーン活動、予想総降水量

（平年差：%で表示） 
全国 

モンスーン 

開始前（6月末）

冬季予報 
3 ヶ月間 

（12 月～2月）
予想総降水量（平年差：%で表示） 全国 12 月初旬 

出典：PMD

現地時間（PST）＝UTC＋5

 

表 12  PMD が提供している特別気象サービス 
サービスの種類 内容 主な提供先 

航空気象予報及び 

注警報サービス 

航空天気図、気象衛星画像、METAR、TAFs、 

都市別週間天気予報、航空業務用天気概況 
民間航空会社、軍 

農業気象情報及び 

注警報サービス 

モンスーン注意報、週間予報、10 日間予報、 

1 ヶ月予報、干ばつの見通し 
農業関係者 

公共事業及び 

注警報サービス 
要請に応じて 

計画及び開発セクター、道

路・空港・発電所建設会社

軍事活動サービス 空軍基地及び指定地域の気象監視・予報・警報 軍 

海上気象予報及び 

警報サービス 
潮汐、波高、風速、沿岸予報、海水面温度 漁業関係者 

出典：PMD

 

表 13  PMD が発表する警報／注意報 

警報／注意報の種類 発表基準 発表回数（2015 年） 

厳重警戒情報 

↑ 

警報 

↑ 

注意報 

↑ 

報道発表 

翌日から7日間までに（場合により2週間まで）、

以下に記された気象現象が「パ」国に影響を及

ぼすと予想される場合、PMD は影響の度合いに応

じ、報道発表、注意報、警報、厳重警戒情報を

発表する。 

 

（大雨／大雪、雷雨、砂風、熱波／寒波、異常

乾燥、濃霧、サイクロン／発達した熱帯低気圧

／熱帯低気圧） 

厳重警戒情報：2 

警報：3 

注意報：9 

報道発表：13 

発表回数（2016 年） 

厳重警戒情報：2 

警報：5 

注意報：8 

報道発表：13 

出典：PMD

 

 

 気象レーダー観測所の観測体制 

PMD 職員による各既設気象レーダー観測所の観測体制は以下の通りである。 
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表 14  各既設気象レーダー観測所の勤務体制（通常時及びモンスーン期（6～10 月）） 

 
勤務時間 午前シフト 午後シフト 夜勤 

観測所

職員数

イスラマバード気象レーダー観測所 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00 13 

カラチ気象レーダー観測所 08:00～14:30 14:30～20:30 20:30～08:00 13 

デラ・イスマイル・カーン気象レーダー観測所 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00 8 

ラヒムヤル・カーン気象レーダー観測所 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00 8 

ラホール気象レーダー観測所 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00 13 

シアルコット気象レーダー観測所 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00 8 

マングラ気象レーダー観測所 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00 11 

 

 

２－１－２ 財政・予算 

 

「パ」国の会計年度は、7月 1日から翌年 6月 30 日ま

でである。下表は、「パ」国の会計年度 2008-09 年度から

2017-18年度までの10年間のPMDの年間予算及びその内

訳を示している。年間予算は年々増加傾向にあり、主な

内訳は、人件費、交通費、研修費、公共料金、通信費等

である。プロジェクトが実施される場合には、プロジェ

クト実施・開発費として PC-I の承認により、特別予算が

割り当てられる仕組みになっている。 

 

表 16  PMD の年間予算内訳 （1,000 ルピー） 

予算項目 2008-09 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 2014-15 2015-16 2016-17 2017-18

人件費（職員給与） 296,219 323,928 356,513 478,126 574,143 676,298 732,854 819,000 870,000 908,741

交通費、研修費、公

共料金、通信費等 
70,157 70,157 71,019 74,728 88,940 95,279 107,849 110,822 114,018 122,433

職員退職手当 1,500 1,500 1,500 1,500 1,100 7,470 11,160 12,926 16,677 16,260

政府補助金、助成金、

貸付金 
2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 4,000 4,445 4,450 2,034 2,242

転勤費用 50 500 500 100 80 80 87 101 101 121

機材購入費等 15,720 11,000 11,000 13,264 11,449 10,508 13,722 15,551 17,314 17,995

工事関連費 2,550 2,000 2,000 1,998 250 250 278 1,400 1,872 2,825

機材・施設修理及び

維持管理費 
6,795 6,795 6,795 7,109 2,385 3,335 3,974 4,750 5,921 8,670

計 394,991 417,880 451,327 578,825 680,347 797,220 874,369 969,000 1,027,937 1,079,287

プロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算（PC-I の承認による）

プロジェクト実施・

開発費 
641,127 363,165 165,136 110,654 62,616 152,554 76,906 28,581 419,375 608,000

表15  PMDの年間予算 

会計年度 予算（1,000ルピー) 

2008-09 394,991

2009-10 417,880

2010-11 451,327

2011-12 578,825

2012-13 680,347

2013-14 797,220

2014-15 874,369

2015-16 969,000

2016-17 1,027,937

2017-18 1,079,287
※プロジェクト実施・開発費は、PC-I の承認により配分さ

れるプロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算であ

るため含んでいない 
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２－１－３ 技術水準 

 

PMD 技術職員の気象レーダー維持管理作業経験をみると、専門学校又は大学卒業後数年～十数年程

度の電気及び機械関連の作業経験を有している技術職員もおり、故障探求やその後の不良部品の抽出、

交換及び測定器を使用した調整等、幅広い技能を保持している。空中線装置関連の作業に関しても、

回転機構の注油、グリスアップ、サーボモータの交換又は機械部品の応急的な修理等は実施可能であ

り、その習熟度は高い。また、殆どの技術者がコンピューターのハードウェア及びソフトウェアにつ

いての知識があり、取扱いについても熟知している。そのため、信号処理、画像処理及びレーダー制

御等をコンピューターに依存している昨今の気象レーダーへの技術的対応には問題がないと思われ

る。 

各既設気象レーダー観測所の技術者による気象レーダーの運用保守作業は毎日行われており、気象

レーダー導入時、日本のレーダーメーカーの技術者による現地研修（OJT）で得た要領に従い、レー

ダーの基本性能については観測時毎に、他の装置の稼動状態については毎月点検し、点検簿に記録し

ている。なお殆どの故障修理は、各既設レーダー観測所の技術者により行われている。 

表 17  気象レーダーシステム点検簿の項目 

 毎日 毎週 毎月 半年毎 毎年 

定期

点検 

<電源設備> 

PDB、AVR、UPS の入出

力電源電圧電流 

 

<空中線装置> 

アラームの有無 

運用仰角値確認 

 

<送受信装置> 

アラームの有無 

ビデオレベル確認 

直流電源電圧確認 

 

<レーダー制御装置> 

GPS 時計の日時データ 

<空中線装置> 

運用仰角値 

回転音、動作状況 

 

<送受信装置> 

変調電圧 

変調電流 

マグネトロン電流 

送信時間 

 

<導波管加圧装置> 

圧力値 

加圧装置動作回数 

 

<空中線装置> 

スリップリング表面

及びブラシの確認 

 

<送受信装置> 

測定器による動作特

性の確認 

・送信電力 

・送信周波数 

・受信機特性 

 

<レドーム> 

外表面の確認 

 

<空中線装置> 

水平及び垂直停止精度 

 

<空中線装置> 

仰角ギヤーボックス

のオイル交換 

 

<システム点検> 

総合動作確認 

 

清掃 

<各装置> 

装置パネル及びキャ

ビネット表面の清掃 

<各装置> 

装置内部の清掃 

<空中線装置> 

スリップリング表面

及びブラシの清掃 

 

<送受信装置> 

高電圧部分の清掃 

<空中線装置> 

オイル漏れ確認及び清

掃 

駆動ギアのグリス清掃

及びグリス追加 

<各装置> 

エアフィルタ清掃 

 

 

次表のように、PMD 職員により気象レーダー塔施設内の機材付帯設備機器の定期点検及び日常的な

清掃が実施されている。 
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表 18  機材付帯設備機器の定期点検・清掃項目 

 毎日 毎週 毎月 毎年 

定期

点検 

<電気設備> 

発電機出力電源の電圧電流

値確認、分電盤の入出力電源

の電圧電流値確認 

 

<空調・換気設備> 

空調機・換気扇の動作確認 

 

<給排水設備> 

給水ポンプの動作確認 

<電気設備> 

発電機のバッテリ液・燃料・

エンジンオイルレベルの確

認 

 

<給排水設備> 

給水タンクの水漏れ有無の

確認 

<換気設備> 

シロッコファンの V ベルト

の損傷有無の確認 

 

<電気設備（発電機）> 

発電機ファンベルトの損傷

有無の確認 

 

<電気設備> 

アラーム制御盤・火災報知

機の動作確認 

<電気設備（発電機）> 

エンジンオイル及びエアフ

ィルタの交換 

 

<空調設備> 

冷媒ガスの圧力確認 

清掃 

<施設> 

室内及びトイレの清掃 

<電気設備> 

照明機器・分電盤等の清掃

<空調設備> 

エアフィルタの清掃 

<給排水設備> 

給水タンク内清掃 

浄化槽の汚物汲取り 

 

上述のことから、我が国の無償資金協力で整備された機材及び施設は適切に管理されており、PMD

の技術力の高さと自助努力が見受けられる。 

 

 

２－１－４ 既存施設及び機材 

 

「パ」国における 7基の既存気象レーダーシステムに関する情報は、次に添付した図及び表の通り

である。 
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い t 

凡例 

[S バンド・レーダー] 

① ラホール 

② マングラ 

 

 

[C バンド・レーダー] 

① イスラマバード 

② デラ・イスマイル・カーン 

③ ラヒムヤル・カーン 

④ カラチ 

⑤ シアルコット 

 
 

 

 

 

5

4

2

11

3

5
2 

1

図 11  「パ」国の既存気象レーダーシステム（2018 年 2 月現在） 
出典 PMD
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表 19  「パ」国の既存気象レーダーシステム（2018 年 2 月現在） 

既設気象レ

ーダー局名 

位置 

緯度 

経度 

資金の支援 
周波数

バンド

種類（通常/ド

ップラー/マル

チパラメータ

ー） 

空中線

直径

送信機の種類

（マグネトロ

ン/クライスト

ロン/固体化)

製造国 

メーカー名 
設置時期

観測データの

イスラマバー

ドンターへの

送信方法 

観測データ処

理システム

稼働状況 

（2018年2月現在） 

イスラマバ

ード 

N33º 41’

E67º 05’

日本国政府 

（無償資金

協力） 

C バンド 通常 4m 
マグネトロン

（予備残量：0）

日本 

日本無線（JRC）
1991 年 3 月

PMD Web サイト

へ直接アップ

ロード 

JRC 社製ソフ

トウェア 
稼動中 

カラチ 
N24º 55’

E67º 05’

日本国政府 

（無償資金

協力） 

C バンド 通常 4m 
マグネトロン

（予備残量：1）

日本 

日本無線（JRC）
1991 年 3 月

PMD Web サイト

へ直接アップ

ロード 

JRC 社製ソフ

トウェア 
稼動中 

デラ・イス

マイル・カ

ーン 

N31º 49’

E70º 56’

日本国政府 

（無償資金

協力） 

C バンド 通常 4m 
マグネトロン

（予備残量：1）

日本 

日本無線（JRC）
1999 年 3 月

PMD Web サイト

へ直接アップ

ロード 

JRC 社製ソフ

トウェア 

稼働停止中 

イスラマバード及

びカラチ既設 Cバ

ンド通常気象レー

ダーのパーツと交

換して復旧させて

運用を継続する予

定 

ラヒムヤ

ル・カーン 

N28º 26’

E70º 19’

日本国政府 

（無償資金

協力） 

C バンド 通常 4m 
マグネトロン

（予備残量：0）

日本 

日本無線（JRC）
1999 年 3 月

PMD Web サイト

へ直接アップ

ロード 

JRC 社製ソフ

トウェア 
稼動中 

ラホール 
N31º 33’

E74º 20’

アジア開発

銀行 
S バンド ドップラー 8m 

マグネトロン

（予備残量：0）

アメリカ 

EEC 
1997 年 

PMD Web サイト

へ直接アップ

ロード 

Edge ソフト

ウェア 
稼動中 

シアルコッ

ト 

N32º 31’

E74º 32’

アジア開発

銀行 
C バンド ドップラー 4m 

マグネトロン

（予備残量：0）

アメリカ 

EEC 
2005 年 

PMD Web サイト

へ直接アップ

ロード 

Edge ソフト

ウェア 
稼動中 

マングラ 
N33º 04’

E73º 38’

アジア開発

銀行 
S バンド ドップラー 8m 

マグネトロン

（予備残量：0）

アメリカ 

EEC 
2004 年 

PMD Web サイト

へ直接アップ

ロード 

Edge ソフト

ウェア 
稼動中 
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２－２  プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

２－２－１ 関連インフラの整備状況 

 

＜サイトの位置情報＞ 

各プロジェクトサイトの位置情報及びインフラ整備状況は以下の通りである。 

表 20  サイト位置情報 

サイト名 
ムルタン気象レーダー

塔施設建設計画サイト 

PMDイスラマバード本局

国家気象予報センター

ムルタン国際空港内

PMD 気象事務所 

PMD ラホール 

洪水予報部 

緯度 N30º 18’21.8” N24º 55’58.9” N30º 11’53.91” N31º 32’33.1” 

経度 E71º 28’21.7” E67º 08’32.8” E71º 25’24.54” E74º 19’29.5” 

標高 124m 39m 122m 163m 

 

＜建設計画サイトのインフラ概要＞ 

ムルタン気象レーダー塔施設建設計画サイト内のインフラ概要は以下の通りである。 

表 21  ムルタン気象レーダー塔施設建設計画サイトのインフラ整備状況 

 ムルタン気象レーダー塔施設建設計画サイト 

商用電源（入力電源） 400V、3 相 4線、50Hz 

上水道設備 無い 

下水道設備 無い 

電話設備 無い 

インターネット接続 利用可能（携帯電話網接続） 

敷地内での携帯電話 利用可能 

 

＜PMD が利用しているインターネット回線＞ 

PMDが各プロジェクトサイトにおいて利用しているインターネット回線の状況は、以下の通りである。 

表 22  PMD が利用しているインターネット回線 

サイト名 PMD イスラマバード本局 
PMDギルギット 

気象事務所 

PMDムルタン 

気象事務所 

サービスプロバイダー NTC NAYATEL NTC NTC 

接続形態 
光通信 

共用回線 

光通信 

共用回線 

DSL 通信 

共用回線 

DSL 通信 

共用回線 

固定 IP アドレス ○ ○ × × 

契約速度（bps） 10 M 3 M（予備回線） 1 M 1 M 

 

サイト名 
PMDラホール 

洪水予報部 

PMDラホール地方気象

センター 

PMDカラチサイクロン

警報センター 

カラチ国際空港 

気象事務所 

サービスプロバイダー NTC NTC NTC NTC 

接続形態 光通信 光通信 光通信 光通信 



 
 

2-10 

共用回線 共用回線 共用回線 共用回線 

固定 IP アドレス ○ ○ ○ × 

契約速度（bps） 4 M 2 M 4 M 2 M 

 

＜商用電源の安定度＞ 

ムルタン気象レーダー塔施設建設計画サイトにおいて、電源品質アナライザーにより約 2週間の連

続データを記録し、商用電源の安定度調査を実施した。結果として、24 時間運用を行うには、発電機、

電圧制御装置等の電源バックアップシステムの導入は不可欠であるといえる。 

 

表 23  商用電源安定度（電源品質アナライザーによる） 

サイト名 ムルタン気象レーダー塔施設建設計画サイト 

商用電源(電圧：定格) 230V、50Hz、単相 3線 

 最大値 223.7 

電圧（V） 最小値 88.8 

 平均値 176.9 

周波数（Hz） 
最大値 50.7 

最小値 49.3 

停電頻度 
5 月～10 月 2 回/日（1回の停電時間約 6～12 時間） 

11 月～4月 1回/日（1回の停電時間約 2時間） 

瞬間的に電圧が 150V 以下

に低下する頻度 

昼間 6 回/時間 

夜間 2 回/時間 

 

 

 

２－２－２ 自然条件 

 

1）気象条件調査 

気象レーダー塔施設建設計画サイトがあるムルタンは、「パ」国第 6 の都市である。インダス川支

流のチェナーブ川の東に位置し、「パ」国の地図上の中心部に当ることから、陸路、鉄道、空路の集

まる交通の要衝である。夏季は非常に暑く、砂嵐も発生する。1981 年～2010 年の間の最高気温は 50

度、最低気温は-1.6 度、年平均降水量は 210mm である。1992 年 8 月に過去最高の月降水量である 217mm

が記録されている。 

以下に添付した表は、1981 年～2010 年間のムルタンの局地気候を記したものである。 
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表 24  1981 年～2010 年間のムルタンの局地気候 

月 

降水量（mm） 
日照 平均気温

（℃）

最高気温（℃） 

月平均

降水量 

月別最大降水量 月別降

水日数 

月別日最大降水量
平均 

月別日最高気温 

降水量 年 最大 日 年 時間 最高 日 年 

1 月 7.6 37.9 2005 1.2 30.9 01 2005 197.9 12.9 20.5 28.3 25 1990

2 月 15.5 87.8 2007 2.6 44.3 13 2007 198.9 16.0 23.5 32.2 10 1993

3 月 18.4 55.4 2006 3.1 50.1 26 2006 243.9 21.2 28.8 39.5 23 2010

4 月 14.2 61.5 1995 3.2 38.5 06 1985 272.2 28.4 35.9 44.7 19 2010

5 月 11.9 47.0 1983 2.2 51.0 06 2010 287.0 33.2 41.0 50.0 28 2010

6 月 13.1 68.9 1986 1.9 47.1 30 2007 259.8 35.4 42.1 49.8 08 1994

7 月 49.6 209.5 1993 3.6 83.4 25 2010 255.0 34.0 39.1 47.5 01 1995

8 月 41.8 217.3 1992 2.8 127.0 19 1992 269.1 32.4 37.5 42.7 03 1998

9 月 24.6 201.5 1992 1.5 88.5 08 1992 267.9 30.9 36.6 42.5 26 1987

10 月 5.6 112.5 1997 0.7 23.5 10 1997 261.1 26.4 34.1 40.3 01 2000

11 月 1.2 15.2 1981 0.5 12.6 10 1999 234.3 20.2 28.6 35.0 01 1999

12 月 5.7 77.9 2008 1.2 34.5 20 2008 208.7 14.8 22.9 29.5 03 1998

年間 210.7 513.2 1992 24.5 127.0 19/08 1992 2,952.5 25.3 32.5 50.0 28/05 2010
出典：PMD

 

2）自然条件調査 

自然条件調査として、ムルタン気象レーダー塔施設建設計画サイトにおいて、下表に列記した陸上

地形測量及び地質調査を「パ」国の現地業者へ再委託して実施した。 

 

＜陸上地形測量＞ 

 

＜地質調査＞ 

表 25  陸上地形測量 

調査内容 

 既設施設、前面道路歩道、排水溝等を含む 

 磁北測量 

 敷地面積算出 

 地形平面測量（0.5m コンタ）：電線、水道設備、電話線、前面道路、歩道、既設建

物及び塀、敷地内 4m 以上の樹木、道路外灯、マンホール、排水溝等の位置も測量

する 

 縦横断測量：10m コンタ、前面道路と歩道のレベルも測量する、水準点を新設する

成果品 

 地形平面図 

 縦横断面図 

 AutoCAD データにて受領 

表 26  地質調査 

ボーリング調査 

（オールコア） 

本数：3本 

深さ：40m、支持層を確認後 5m まで（指定の深さまでで支持層を確認で

きない場合でも確認できるまで継続） 

サンプル採取 

 3 サンプル（ホール毎に） 

 攪乱サンプル及び不攪乱サンプルの採取   

 ASTM または JGS に準拠 

標準貫入試験 1m 毎 

土質ラボ試験 
 物理試験（粒度分布、比重、含水比、液性限界、塑性限界） 

 一軸圧縮試験及び圧密試験 

成果品 報告書：圧密係数及び地耐力の算定 
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＜地質調査結果＞ 

 

表 27  ムルタン気象レーダー塔施設建設計画サイトのボーリング調査結果一覧 

ボーリング No. 深度（m） 土質 N 値 

BH-1 

0.0-2.0 細砂 5 

2.0-4.0 シルト質砂 6 

4.0-18.0 シルト質砂 12 

18.0-40.0 シルト質砂 >50 

BH-2 

0.0-2.0 砂質泥板岩 8 

2.0-21.0 シルト質砂 8-32 

21.0-40.0 シルト質砂 >50 

BH-3 

0.0-3.5 シルト質砂 7-9 

3.5-22.5 シルト質砂 8-35 

22.5-40.0 シルト質砂 >50 

 

 

２－２－３ 環境社会配慮 

JICA 環境配慮ガイドラインにおけるカテゴリ C：環境や社会への望ましくない影響が最小限かある

いは殆ど無いと考えられる協力対象事業と位置づけできる。 

 

＜環境影響評価（EIA）＞ 

本プロジェクト実施にあたり、環境影響評価（Environmental Impact Assessment：EIA）は不要で

ある旨、PMD がパンジャブ州環境保護庁（Environmental Protection Agency (EPA)、Punjab Province）

より確認を取っている。そのため PMD は、パンジャブ州環境保護庁からの「異議なし証明書（No 

Objection Certificate：NOC）」を受領するため、初回環境評価書（Initial Environmental Examination 

(IEE)on the Project “Installation of Weather Surveillance Radar at Multan in the Islamic 

Republic of Pakistan”）を作成してパンジャブ州環境保護庁へ提出済みである。 
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２－３  その他 

 

＜PC-I フォ－ム＞ 

PC-I フォ－ムは計画の根源であり、ま

た要請の全てが集約されることから、

PC-I の承認は、プロジェクトの実施に不

可欠なものである。本プロジェクトの場

合、承認された PC-I フォ－ム内に記載さ

れている予算額と本プロジェクトの援助

額、計画機材項目と本プロジェクトの対

象となった機材項目が異なることから、

PC-I フォ－ムの再承認が必要となる。ま

た本プロジェクトの全体コストが 10億パ

キスタンルピーを超えていることから、

国家経済評議会執行委員会（ECNEC）の承

認が必要となる。 

PC フォ－ムには、次の表に示した 5 つ

のフォ－ムがあり、PMD は、PC-II を除く全てのフォームを作成して、計画委員会（Planning Committee）

へ提出する必要がある。本プロジェクトの持続性を確保するため、プロジェクト完了後に必要となる

運用維持管理費、人員の雇用・配置等が「パ」国政府により担保されるには、PC-IV フォ－ムの承認

が不可欠となる。そのため、プロジェクト完了直前に PMD に対して PC-IV フォ－ム作成支援を実施す

る必要がある。 

表 28  PC フォ－ムの種類と目的 

 PC フォ－ムの種類 PC フォ－ムの目的 

PC-I プロジェクト詳細の承認 

プロジェクト実施のための各詳細内容（プロジェクトコ

ンポーネント、初度経費、運用維持管理費、人員確保、

プロジェクトコスト、プロジェクト実施体制等）の承認

を得るためのフォ－ム 

PC-II プロジェクトの実施可能性調査の承認
プロジェクトの実施可能性調査内容の承認を得るための

フォ－ム 

PC-III プロジェクトの実施月毎進捗報告書 
プロジェクト実施の月毎の進捗報告を行うためのフォ－

ム 

PC-IV プロジェクト完了後に関する承認 
プロジェクトの完了後に必要となる運用維持管理費、人

員の雇用・配置等に関する承認を得るためのフォ－ム 

PC-V プロジェクト完了後 5年目の報告書 
プロジェクト完了後 5 年目の状況報告を行うためのフォ

－ム 

 

図 12  PC-I フォームの承認 

 

Executive Committee for 

National Economic 

Council：ECNEC 

国家経済評議会執行委員会

（承認） 

Central Development 

Working Party：CDWP

中央開発部会（承認）

PMD 

パキスタン気象局 

 (修正 PC-I の作成) 

Cabinet Secretariat 

（Aviation Division）

内閣府（PC-I の提出）

Planning Committee

計画委員会 

(承認推薦) 

プロジェクトコスト：10 億ルピー以下

プロジェクトコスト：10 億ルピーを超えるもの 
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＜プロジェクトの実施とグローバルイシュー（ジェンダー）＞ 

社会における固定的な男性と女性の役割及び責任は、その地域の人々の価値観、宗教、文化、伝統、

慣習等によって無意識のうちに規定されていることが多く、政府政策や制度、組織なども、その影響

を受けていることが多い。「パ」国では、労働市場に参加している女性の割合は、現在も低い水準に

留まっている。PMD においても、女性職員の数は、現状、限られたものであるが、女性の予報官や技

官にも活躍の場が与えられている。そのため、本プロジェクトで建設が計画されているムルタン気象

レーダー搭施設においても、女性職員の配置が想定されることから、執務室、トイレ、シャワー室、

その他共有スペース等を女性職員が利用しやすい環境が整備されるように施設計画を実施する。 



 

 

 

 

第3章 プ ロ ジ ェ ク ト の 内 容                
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３－１  プロジェクトの概要 

 

３－１－１ 上位目標 

 

「パ」国において、自然災害による被害の軽減を通じ社会基盤が拡充される。 

 

３－１－２ プロジェクト目標 

 

ムルタンに新たな気象レーダーの整備が実施されることにより、PMD は、パンジャブ州広域及びイ

ンド側の精度の高い気象観測と、気象及び洪水予警報の国民への安定的且つ持続的な提供が実施でき

ることから、「パ」国の自然災害による被害の軽減に大きく寄与することを目標としている。 

 

３－１－３ プロジェクトの概要 

 

本プロジェクトは、パンジャブ州ムルタンに Sバンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラーレ

ーダーシステムを整備し、加えて気象レーダー中央処理システム、気象レーダーデータ表示システム

及び気象データ通信システムを投入するとともに、人材育成を実施して、災害を引き起こす気象現象

の監視能力を強化させることにより、「パ」国の気象・洪水情報や予警報の精度が向上され、自然災

害による被害の軽減に寄与することが可能になる。 

 

 

３－２  協力対象事業の概略設計 

 

３－２－１ 設計方針 

 

（1） 基本方針 

 

a) 「パ」国の自然災害軽減（主に洪水による被害）に寄与することが可能となるシステム設計

を行う。 

b) PMD が、気象情報を正確且つ迅速に伝達することで、「パ」国民の生命と財産を災害から保護

することに寄与し、社会経済活動の安定に貢献できるよう設計する。 

c) 災害を引き起こす気象現象を 24 時間体制でリアルタイムに監視することができるよう設計
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する。 

d) 迅速な気象予警報及び気象情報の提供が可能となるよう設計する。 

e) 災害を引き起こす気象現象の監視能力を向上させることで、自然災害による人的・経済的損

失の軽減を図ることが可能となるよう設計する。 

f) PMD の技術レベル、運用維持管理能力に適した事業内容、規模となるように設計する。 

 

＜機材の設計方針＞ 

本プロジェクトで新設するシステムの設計方針は以下の通りである。 

a) 「パ」国の気象レーダー監視網の重要な役割を担うことが可能となるように計画する。 

b) WMO の定める技術仕様に適合した設計を行う。 

c) PMD の気象観測・予報業務と整合する計画とする。 

d) 気象予報精度のより一層の向上のため、降雨監視機能と、風の速度検出ができる機能を気象

レーダーシステムに付帯させる計画とする。 

e) 観測範囲をより広域なものとして各高度の雨量分布を把握するため、複数仰角での気象レー

ダー観測を自動で連続的に行い、エコー強度データを 3次元的に得られるように計画を行う。 

f) ムルタン気象レーダーシステムの観測データを 10 分毎に PMD イスラマバード本局 国家気象

予報センター及び PMD ラホール洪水予報部（Flood Forecasting Division, PMD Lahore）に

おいて受信することが可能となるよう気象データ通信システムの計画を行う。 

g) PMD の運用・保守体制能力を考慮して設計する。 

h) 予備部品・消耗品は容易に調達できるものとする。 

i) 「パ」国の自然条件を考慮し、高い耐久性や信頼性を確保する。 

j) PMD の維持管理費を極力軽減する設計とする。 

k) 実雨量データを用いたレーダーデータ精度の較正が可能なシステム（雨量値算出パラメータ

ーの 適化）計画を行う。 

l) 停電及び落雷による影響が 小限となるようシステム計画を行う。 

m) 1 年を通して 24 時間体制で稼動する、気象業務に適応した機材用電源設備（発電機、無停電

設備及び電圧安定装置等）を整える。 

n) 商用電源（230V 単相 2線／400V 3 相 4 線 50Hz）の電圧変動+/-20%においても稼動するよう

システム計画を行う。 

 

＜施設（気象レーダー塔）の設計方針＞ 

PMD の将来計画を踏まえ、気象レーダー観測業務の拠点となる気象レーダー施設としての機能を

備え、システム・機材・職員が適切かつ効率的に稼動及び収容が可能な施設計画を行う。以下の

機能を有する施設として設計を行う事を方針とする。 
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a) より広域な気象レーダー観測を可能とするため、観測の遮蔽となる既存施設及び山等の影響

を極力受けないよう、気象レーダー塔施設の高さを計画する。 

b) 観測精度を維持するため、建物が設計用速度圧により傾く角度（水平変形角）が建物の高さ

に対して 1/1000 以下となるように基礎構造を決定する。 

c) 「パ」国の建築基準「BCP-SP-2007（Building Code of Pakistan– Seismic Provisions-2007）」

に従い算出した、ムルタンの設計用速度圧：6kN/m2及び地震地域係数：Z = 0.15 を用いて設

計する。 

d) 気象業務の流れに沿った動線計画とし、24 時間の交代制勤務及び業務職員数に対応できる施

設とする。 

e) 災害を引き起こす気象現象発生時にレーダー観測を遂行する必要があるため、自然災害発生

時においても気象業務が可能な施設とする。 

f) 現地入手可能な材料を 大限に活用し、PMD の維持管理が容易となる計画とする。 

g) 停電及び落雷による影響が 小限となるよう計画する。 

h) PMD の業務体制・業務形態・業務実施方法等に適合した施設計画とする。 

 

（2） 自然環境条件に対する方針 

a. 気温・湿度 

室温及び湿度を一定に保ち、適切な環境下にて調達される機材を良好に稼働させるため、気象

レーダー送受信機が設置されるレーダー機械室、気象レーダー操作関連装置等が設置されるレー

ダー観測室、画像表示システム等が設置される各室、スペアパーツ及び計測機器が収納されるメ

ンテナンス室、電源バックアップシステムが設置される電気室等には、冷房設備の設置を計画す

る。 

 

b. 降雨 

大雨時においても、気象観測データを良好に送受信することが可能となるシステム計画を行う。

降雨時においても、レーダー機器の定期点検を容易とするため、職員が濡れずに各室まで行ける

よう、1 階からレーダー機械室及びレドーム内部までの階段は、気象レーダー塔施設の中心に配

置し、上部の屋上スラブ下となるよう計画する。 

 

c. 洪水 

ムルタン気象レーダー塔施設建設の計画サイトは、灌漑用水路（幅員：約 20m）に近接してい

ることから、将来的な水害による影響を避けるために必要な地盤面から 1階スラブまでの高さを

確保し、被害が 小限となるように計画する。 
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d. 雷 

雷が各システム等に甚大な被害をもたらすことも予想され、被害を極力 小限に食止めるため

に、以下の避雷・接地設備（詳細は、添付の「避雷・接地設備系統図」を参照）を計画する。 

 レドーム頂上に避雷針の設置 

 上階及び観測デッキのパレペット上に棟上避雷導体の設置 

 レーダー塔施設中心部に引下げ接地導体の設置 

 4 本の主要柱に引下げ避雷導体の設置 

 環状接地極方式の採用 

 

e. 風速 

「パ」国の建築基準（BCP-SP-2007）に従い算出した、ムルタンの設計用速度圧：6kN/m2 を用

いて設計する。 

 

f. 地震 

「パ」国の建築基準（BCP-SP-2007）に従い、ムルタンの地震地域係数：Z=0.15 及び重要度係

数 I：1.25（ 重要施設）を適用し、地震荷重を用いて設計する。 

 

g. 地盤 

自然条件調査として、「パ」国の現地業者へ再委託した地質調査の結果に従い、構造計算を実

施する。ムルタン気象レーダー塔施設の基礎形状は、以下の通りとする。 

表29  ムルタン気象レーダー塔施設の基礎形状 
 ムルタン気象レーダー塔施設 

基礎形態 杭基礎(場所打ちコンクリート杭) 

 

（3） 建設事情に対する方針 

1) 環境規制 

気象レーダー塔施設の汚水に関しては、既設施設同様に、一次処理をした後に敷地内において

浸透処理することとする。 

 

2) 現地調達可能資材の活用 

建設資材の殆どが現地において調達可能であるため、丈夫で維持管理が容易であり、アスベス

トを使用していない材料を選定して使用する。 
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3) 現地工法・労務者の活用 

「パ」国では、大工、左官、鉄筋工等の職種が確立されており、慢性的に労働力供給が過多と

なっている。そのため、建設業の一般作業員、熟練労働者の調達に問題はない。現地労働者の活

用を図るため、現地労働者が慣れている一般的な工法である鉄筋コンクリート造を採用する。 

 

（4） 現地業者の活用に係る方針 

 

1) 施設建設工事 

一般的に現地建設業者は技術レベルが比較的高く、特殊工事を除き十分な経験を有している。本

プロジェクトの気象レーダー塔施設建設のサブコントラクターとして有効に活用する。 

 

2) 機材据付工事 

日本人機材据付技術者の監督の下、現地電設工事業者等をサブコントラクターとして有効に活用

する。 

 

（5） 運営・維持管理に対する対応方針 

 

1) 操作が容易なシステム 

各システムは、PMD が国の気象機関として、自然災害軽減のための気象業務をタイムリーに行う

ことをサポートするものである。そのため、システムの複雑な操作が少なく、迅速に各種データ

の処理、解析、表示、送受信等を行うことが可能となるよう計画する。 

 

2) 点検修理等が容易で維持管理費が安価なシステム 

機材の交換部品や消耗品が 小限となるよう計画し、定期点検が容易で且つ部品交換が短時間

で行えるよう機材計画を行う。また機材計画及び施設計画において、運用維持管理費の中で も

大きなウェイトを占める電気代を極力抑える技術的対応を行う。 

 

3) 運営維持管理費の低減 

PMD による運営維持管理費の長期にわたる確保を容易とするため、以下の対策を機材及び施設計

画に盛り込む。 

 施設の利用エリアのみの運転が可能な電気・空調システムを計画し、省エネルギー化を図る。 

 自然光を極力活用する等、照明等の使用時間を削減し、省エネルギー化を図る。 

 LED 照明を使用する。 
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 レーダーシステムの各部品を可能な限り劣化しない構造（固体化）のものとし、交換頻度を

低減する。 

 

（6） 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

 

PMD は観測・予報等の気象業務を行う義務を有していることから、大雨、暴風雨及び落雷等に対し

て強靭で、且つ 1年を通して 24 時間体制で稼動することが可能な施設及び機材のグレードを目指す

方針とする。 

 

（7） 工法／調達方法、工期に係る方針 

 

施設建設に関しては、出来る限り現地調達が可能な資材と、現地で一般的な工法を採用する。気

象レーダー塔施設に設置される機材バックアップ用特殊電源装置及び気象関連機材に関しては、現

地での調達が出来ない。また、計画されている固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステム

に関しては、既に実用化・技術確立がされており、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐

えうるものとして確認されている日本製システムとする。本プロジェクトは、気象観測機材、通信

機材の調達・据付及び建築工事からなり、それらの整合性を図ることが重要である。また「パ」国

は、6月～10 月がモンスーン期であるため、工事の工程は、降雨による影響を考慮する必要がある。 

 

 

 

３－２－２ 基本計画 

 

本プロジェクトで導入予定の機材及び施設は、以下の通りである。 

 

表 30  計画された機材及び施設の概要 

内容 
ムルタン気象 

レーダー観測所

PMD イスラマバード

本局 国家気象 

予報センター 

ムルタン国際空港内

PMD 気象事務所 

PMD ラホール 

洪水予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏

波気象ドップラーレーダーシステ

ム（耐雷設備、電源供給キャパシ

タ、電源バックアップシステム、

避雷システム、メンテナンス用機

器及びスペアパーツ等を含む） 

1 基 - - - 

気象レーダー中央処理システム - 1 式 - - 
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気象レーダーデータ表示システム 1 式 

1 式 

（レーダー画像合

成処理装置及びレ

ーダー・Web サーバ

ーを含む） 

1 式 1 式 

気象データ通信システム 1 式 - 1 式 - 

施設建設 

気象レーダー塔施設建設 1 棟 - - - 

 

（1） 機材の基本計画 

1) S バンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラーレーダーシステム 

気象レーダーは、降水現象及びそれに密接に関連する気象現象を、空間的、時間的にきめ細か

く定量的に把握することができ、リアルタイムの広域降水観測に非常に有効な機器である。気象

レーダーの安定した稼働を確保するため、寿命が短く交換や保守点検が必要なクライストロンや

マグネトロンに代わり、交換も保守点検も不要な固体増幅素子を用いた固体化電力増幅式気象レ

ーダーシステムへの需要、要求が高まっている。 

S バンド気象レーダーは、気象レーダーの基本的な特長である“ロングレンジ”、“リアルタイム”

を 大限に活かしたバンド帯である。他のバンド帯に比べ、容易に高出力な電波を送受信でき、

大気や降雨の減衰を受けることが少なく、広域にわたり定量的な雨量情報を得ることができる。 

一般的な気象ドップラーレーダーシステムは、振幅情報に加えてドップラー周波数を測定し、

雨粒の気象レーダーに対してのドップラー速度を求めるために発射する電波は 1種類であるが、2

重偏波気象ドップラーレーダーシステムは、水平と垂直の偏波面を持った 2 種類の電波を発射す

る。これにより雨からの反射信号から様々なパラメーターが得られ、偏波パラメーターは雨の形

や粒径分布と密接な関係があるために、精度の良い降雨量を推定することが可能となる。 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステム（波長約 10cm）は、理論

的に半径 450km の雨雲を観測することが可能であり、周波数割当委員会（Frequency Allocation 

Board：FAB）により PMD に許可される中間周波数（S バンド）、帯域幅±5MHz を使用する。S バン

ド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラーレーダーシステム（アンテナ直径：約 8.5m、ﾋﾞｰﾑ幅：

レドームを除いた状態において-3dB 点において 1.0°以下）の特徴の概要は、以下の通りである。 
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＜気象ドップラーレーダーの付帯機能＞ 

本プロジェクトの成果目標を達成するために、対象とする気象現象を把握する必要があることか

ら、S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステムのアンテナ直径は約 8.5m

（アンテナビーム角：1度以下）として、下記の機能を付帯させるものとする。 

① ドップラーモード機能 

積乱雲に伴うサンダーストーム（雷雨）やモンスーンがもたらす雨雲等を監視するために、ド

ップラーモードを使用する。地上気象等、他の観測との組合せにより、半径 200km 程度の範囲内

の風に起因する現象を実況監視する上で効果を発揮する。本プロジェクトにおいて導入される気

象レーダーは、従来の機能である降雨の監視機能と、風の速度検出ができる機能を有する気象ド

ップラーレーダーとする。 

② CAPPI（Constant Altitude PPI （Plan Position Indicator)）機能 

気象レーダーシステムによる降雨観測においては、地上により近い一定高度面での雨粒の状況

を把握することが望ましい。CAPPI 観測は複数の仰角での観測を自動で連続的に行う観測で、エコ

ー強度データを 3次元的に得ることができる。CAPPI 観測のデータをもとに地上により近い一定高

度面のデータを取り出し雨量データに換算することで、地上の降雨状況に近い観測データが得ら

れ、観測精度を向上させることが可能となる。 

本計画では、平野から山岳部まで一定した品質の雨量データを得る必要があり、高度 2km 及び

3km の CAPPI 観測が可能なものを計画する。 

プロジェクト完成後の「パ」国気象レーダー観測網画像合成範囲予想図を次に示す。 

 

 

 

表 31  S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステムの特徴 

周波数 S バンド帯 

周波数帯域幅 10MHz（中心周波数±5MHz） 

波長 約 10cm 

降水強度 1mm/h の 大探知距離 半径 450km 以上 

風速の 大探知距離 半径 200km 

観測可能な 大風速 ±70m/秒以上 

送信ピークパワー 10kW＋10kW 

2 重偏波機能 有 

強風、暴風、嵐等の監視（ドップラー）機能 有 

降水強度積算機能 有 

2 重偏波機能による降水強度データ 0～250mm/h 定量データ 
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2) 気象レーダー中央処理システム 

PMD イスラマバード本局 国家気象予報センターにおいて、ムルタン気象レーダー観測所を遠隔

操作・制御・維持管理するためには、以下の機能を付帯した本システムが不可欠となる。 

① 気象レーダーシステムのリモートコントロール 

② 気象レーダーシステムの運用監視 

③ 気象レーダー観測データの監視 

④ 気象レーダーシステムの設定変更 

⑤ 全ての気象レーダー観測生データの収集・保管 

⑥ 信号処理調整 

イスラマバード 

ラホール 

ムルタン 

クエッタ 

カラチ 

450km 

450km 

450km 

ラヒムヤル・カーン

ペシャワール

デラ・イスマイル・カーン

             : 観測データ処理範囲 

             : 大探知範囲 

図 13  プロジェクト完成後の「パ」国気象レーダー観測網画像合成範囲予想図 
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⑦ 気象レーダー画像合成処理 

⑧ 気象レーダー機械室の空調機制御 

⑨ 発電機遠隔制御 

⑩ 気象レーダー機械室の運用環境監視（機材及び室内温度監視） 

⑪ レドーム室及び気象レーダー機械室のセキュリティ監視 

⑫ PMD の Web サイトに掲載するためのレーダープロダクトの提供 

 

3) 気象レーダーデータ表示システム 

PMD の観測官や予報官が多忙な業務の中でデータを利用することを考えると、作業スペースから

離れることなく気象情報を入手する必要がある。このことから、気象レーダーデータ表示システ

ムを設置する場所は、建設予定のムルタン気象レーダー塔施設、PMD イスラマバード本局 国家気

象予報センター、ムルタン国際空港内 PMD 気象事務所及び PMD ラホール洪水予報部とした。また

気象業務で利用するためには、気象レーダーデータはリアルタイムで迅速に提供されなければな

らないため、本システムはリアルタイムでデータを受信、表示する機能を有するものとする。デ

ィスプレイは、設置スペースを大きく取らず、消費電力が少なく、冷房効率を考慮して発熱が小

さなものとし、且つ各室係官の円滑な業務の実施と長時間の使用も可能となるよう、画面の反射

が極力少ないものとする。また各気象レーダー観測範囲内全ての雨量強度のデータファイルは、

PMD イスラマバード本局 国家気象予報センターにおいて、レーダー観測範囲内の 1.0km 以下間隔

の 1時間雨量をバイナリー形式で格納可能となるよう計画する。 

 

4) 気象データ通信システム 

ムルタン気象レーダーの全ての観測データは、CAPPI 観測時間を考慮し 10 分毎に遅延なく PMD

イスラマバード本局 国家気象予報センターにおいて受信が可能となるよう、下図に示した気象デ

ータ通信の環境を整える計画を行った。 

ムルタン気象

レーダー塔 

施設 

→ 

← 

4.9GHz 帯の直

交周波数分割

多重通信 

ムルタン国際

空港管制塔

（PMD気象 

事務所） 

→ 

← 

IP-VPN 通信の

専用回線（PMD

による） 

PMD イスラマ

バード本局 

国家気象 

予報センター

→ 

← 

IP-VPN 通信の

専用回線（PMD

による） 

PMD ラホール

洪水予報部 

図 14  ムルタン気象レーダーの観測データを送信するための気象データ通信方法 

 

ムルタン気象レーダーの観測データを PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター、ムルタ

ン国際空港内 PMD 気象事務所及び PMD ラホール洪水予報部へ送信するため、ムルタン気象レーダ
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ー塔施設とムルタン国際空港管制塔（ムルタン国際空港内PMD気象事務所）間の約12.8kmを4.9GHz

デジタル高速通信システム（直交周波数分割多重通信）で接続する。 

「パ」国では、4.9GHz 帯は災害管理用として割り当てられており、等価等方放射電力（Equivalent 

Isotropically Radiated Power：EIRP = 送信出力 + アンテナ利得）が 5GHz 帯よりも大きく、降

雨減衰を軽減させることが可能であるため、長距離通信においても問題はない。また将来的に他

の通信機器との混信を避ける上でも有利である。 

表 32  4.9GHz 帯の直交周波数分割多重通信の特徴 

項 目 4.9GHz 帯の直交周波数分割多重通信 

使用周波数帯 4.9GHz 帯（4,910MHz～4,990MHz） 

伝送速度 6Mbps～300Mbps 

送信電力 Max 100mW 

変調方式 BPSK/QPSK/16QAM/64QAM 

消費電力 13W 以下 

通信料 無料 

信頼性 耐久性、信頼性が高い 

保守性 保守は容易 

維持管理費 非常にコストは小さい（通常は不要） 

電波干渉 干渉の可能性は殆ど無い 

 

本システムは、他の通信システムと比較して、以下のような優位点があり本プログラムでの使

用に 適である。 

 一般 Wi-Fi 機器からの干渉が無い 

 大 300Mbps の高速データ通信が可能 

 通信規格は国際標準（4.9GHz 帯:IEEE802.11j）であり、データの信頼性を保証しているだけ

でなく、セキュリティ機能を有する(IEEE: The Institute of Electrical and Electronic 

Engineers under the International Telecommunication Union, ITU). 

 10Base-T/100Base-T や TCP/IP にて、コンピューター及びネットワーク機器への接続やシス

テムの拡張が容易 

 双方向通信によるデータ送受信、遠隔制御及びシステムの稼動監視が可能 

 マイクロ波を使用するため、アンテナは一般の八木アンテナより軽量でコンパクト 

 降雨による電波減衰が殆どない 

 通信方式に OFDM 方式を採用しているので，マルチパスフェージングや干渉波に対する影響を

受けにくい 
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ムルタン気象レーダー塔施設

とムルタン国際空港管制塔（ムル

タン国際空港内 PMD 気象事務所）

間の約12.8kmに4.9GHz帯の直交

周波数分割多重通信を構築する

ため、熱帯樹木（高さ 20m 程度）

よりも高く且つ通信見通し線周

辺に位置する障害物の確認調査

を実施した。その結果、9本のト

ラス構造の既設通信鉄塔が確認

されたが、直交周波数分割多重通

信のフレネルゾーンに接するも

のは無いことから、通信の構築に

は問題ないものと判断した。各既

設通信鉄塔の概略位置及び通信

見通し線からの距離を右図にと

りまとめた。 

 

またムルタン国際空港内 PMD 気象事務所と PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター、そ

してPMDイスラマバード本局 国家気象予報センターとPMDラホール洪水予報部間の通信手段とし

ては、PMD が構築予定の仮想専用回線（Internet Protocol Virtual Private Network：IP-VPN）

を利用する。PMD が現在使用している既設共用回線及び PMD によって新たに構築される予定の仮想

専用回線を以下の表に示した。 

 

表 33  ムルタン気象レーダーの観測データの伝送のために PMD により新たに整備される回線 

状態 既設共用回線 PMD により新たに構築される回線 

サイト名 PMD イスラマバード本局 

接続形態 インターネット光通信の共用回線 IP-VPN 光通信の専用回線 

固定 IP アドレス ○ ○ 

契約速度（bps） 10M（実効速度は約半分） 4M＋4M（実効速度は約半分） 

サイト名 ムルタン国際空港内 PMD 気象事務所 

接続形態 インターネット DSL 通信の共用回線 IP-VPN DSL 通信の専用回線 

固定 IP アドレス × ○ 

契約速度（bps） 1M（実効速度は約半分） 4M（実効速度は約半分） 

サイト名 PMD ラホール洪水予報部 

接続形態 インターネット光通信の共用回線 IP-VPN 光通信の専用回線 

固定 IP アドレス ○ ○ 

契約速度（bps） 4M（実効速度は約半分） 4M（実効速度は約半分） 

既設通信鉄

塔の番号 

通信見通し線

までの距離 

① 289m 

② 132m 

③ 39m 

④ 102m 

⑤ 75m 

⑥ 22m 

⑦ 58m 

⑧ 71m 

⑨ 53m 

ムルタン気象レーダー塔施設 

ムルタン国際空港管制塔 

（PMD 気象事務所） 

1
2

3

4

5

6

7

8
9

距離：12.8km 

フレネルゾーン：通信見通

し線から半径 7m 

通信見通し線 

図 15  各既設通信鉄塔の概略位置及び通信見通し線からの距離 
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IP-VPN は、通信事業者

の所有する広域IP通信網

を使用して構築されるネ

ッ ト ワ ー ク で あ る 。

IP-VPN は、右図のように

通信経路の選択、高速障

害検知及び回避経路への

切替え等の大きなメリッ

トを有しており、安定し

た高速通信が利用できる。

ネットワークを他のユー

ザーと共有していること

から、通信速度は利用者

数や使用頻度による影響を受けるものの、IP-VPN は通信事業者の契約者のみが使用する閉じたネ

ットワークであり、通信事業者が全ての管理を行っていることから、極端な通信速度の低下は起

こりにくい。IP-VPN を利用することにより、サイバー攻撃からの脅威を低減させることも可能で

ある。 

 

気象通信システム及び IP-VPN 通信に必要なデータ通信速度、ロングレンジ及びショートレンジ

観測のデータ量及びレーダーデータ送信時間（10 分間以内にレーダーデータ送信が可能なレーダ

ー観測スケジュール）は、次の表の通りである。 

図 16  IP-VPN の通信経路の選択及び IP-VPN の高速障害検知と切替え

１つの経路に 

通信が偏る 

別の通信経路を選択

しデータに明示する

経路再計算まで 

通信断が発生 

障害検知後即座に 

代替経路へ切替え 

バックアップ経路 

基幹経路 
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表 36  アンテナ回転数 2rpm において 10 分間でレーダーデータを送信するために必要な通信回線の実効速度

（2mbps） 

 
10 分間で

観測可能

な仰角数

（回） 

レーダー観測 

スケジュール 

（回/10 分間） 

10 分間でレーダーデータを送信するために必要な通信回線の実効速度（kbps）

 

アンテナ回

転数（rpm） 

方位分解能（方位セクター数） 

0.7º（360º/0.7º＝512） 1.0º（360º/1.0º＝360） 

広域観測 狭域観測 
距離分解能 

250m 500m 750m 250m 500m 750m 

  2 10 1,780 901 549 1,252 634 386

2 

 

15 

 

2 11 1,942 983 599 1,366 691 421

2 12 2,104 1,065 649 1,480 749 456

2 13 2,266 1,147 699 1,594 807 491

3 9 1,699 860 523 1,195 605 368

3 10 1,861 942 573 1,309 662 403

3 11 2,023 1,024 623 1,422 720 438

3 12 2,185 1,106 673 1,536 778 473

4 8 1,617 818 498 1,137 575 350

4 9 1,779 900 548 1,251 633 385

4 10 1,941 982 598 1,365 691 420

4 11 2,103 1,064 648 1,479 748 456
     

 ：実効速度 2,048kbps では 10 分以内にレーダーデータを送信することが不可能なレーダー観測スケジュール 

 

本プロジェクトの全体システム構成は、次ページに添付した「PMDムルタン気象観測・データ通信

ネットワーク概要図」の通りである。

表 34  広域観測（S バンド：半径 450km）時のデータ量 

項目 単位

方位分解能（方位セクター数） 

0.7º（360º/0.7º＝512） 1.0º（360º/1.0º＝360） 

距離分解能（距離セクター数） 

150m（3000）300m（1500）500m（900）150m（3000） 300m（1500）500m（900）

ヘッダーデータ量 バイト 512  

観測データ量 

（方位セクター×距離セクター×2バイト） 
バイト 3,072,000 1,536,000 921,600 2,160,000 1,080,000 648,000 

仰角データ量（方位セクター×32 バイト） バイト 16,384 11,520 

広域観測 1仰角当たりのデータ量合計（A）*1 バイト 3,088,896 1,552,896 938,496 2,172,032 1,092,032 660,032
*1 広域観測 1 仰角当たりのデータ量合計（A）：データ種類：反射強度（Z） 

 

 

表 35  狭域観測（S バンド：半径 200km）時のデータ量 

項目 単位

方位分解能（方位セクター数） 

0.7º（360º/0.7º＝512） 1.0º（360º/1.0º＝360） 

距離分解能（距離セクター数） 

150m（1333）300m（667）500m（400）150m（1333） 300m（667）500m（400）

ヘッダーデータ量 バイト 512  

観測データ量 

（方位セクター×距離セクター×2バイト） 
バイト 1,364,992 683,008 409,600 959,760 480,240 288,000

仰角データ量（方位セクター×32 バイト） バイト 16,384 11,520 

狭域観測 1仰角当たりのデータ量合計（B）*2 バイト 8,291,328 4,199,424 2,558,976 5,830,752 2,953,632 1,800,192

圧縮後（C）*3 バイト 6,218,496 3,149,568 1,919,232 4,373,064 2,215,224 1,350,144
*2 狭域観測 1 仰角当たりのデータ量合計（B）：データ種類：反射強度（Z）、ドップラー速度（V）、速度幅（W）、反射因子差（ZDR）、偏波間位相差 

（φDP）、偏波間相関係数（ρHV） 
*3 圧縮後の狭域観測 1 仰角当たりのデータ量合計：（B）×0.75（ 低でも 25%減少） 
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図 17  PMD 気象観測・データ通信ネットワーク概要図 
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（2） 主要機材リスト 

主要機材は以下の通りである。 

表 37  主要機材リスト 

内容 
ムルタン気象 

レーダー観測所

PMD イスラマバード

本局 国家気象予

報センター 

ムルタン国際空港内

PMD 気象事務所 

PMD ラホール洪水

予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏

波気象ドップラーレーダーシステ

ム（耐雷設備、電源供給キャパシ

タ、電源バックアップシステム、

避雷システム、メンテナンス用機

器及びスペアパーツ等を含む） 

1 基 - - - 

気象レーダー中央処理システム - 1 式 - - 

気象レーダーデータ表示システム 1 式 

1 式 

（レーダー画像合

成処理装置及びレ

ーダー・Web サーバ

ーを含む） 

1 式 1 式 

気象データ通信システム 1 式 - 1 式 - 

 

 

主要機材リスト 

 
S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステム 

サイト名：ムルタン気象レーダー観測所 
名称 数量 目的 

レドーム 1 式
ﾚｰﾀﾞｰ空中線装置、作業員等を過酷な気象条件から保護する。頂部に避

雷針を設け、全体を落雷から保護する。 

空中線装置 1 式

ﾊﾟﾗﾎﾞﾗｱﾝﾃﾅを方位角 360°、仰角 0～60°の任意の方位に指向、あるい

は回転させ、送信装置からの送信電波をﾍﾟﾝｼﾙﾋﾞｰﾑ状に空間に放射する。

降水粒子により散乱された電波を受け、受信装置に送り込む。 

空中線制御装置 1 式
ﾚｰﾀﾞｰ観測ﾓｰﾄﾞに従った空中線制御信号により、空中線の水平、垂直用

ﾓｰﾀを駆動し、空中線を指示された方位に指向あるいは回転させる。 

送信装置 1 式
ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄ増幅部でﾊﾟﾙｽ状のﾏｲｸﾛ波を所定の電力まで増幅発生させ、こ

れを送信電波として空中線装置に送る。 

受信信号処理装置 1 式

空中線装置からの受信電波を受信部で増幅、中間周波数に変換しﾃﾞｼﾞﾀ

ﾙ値に変換したのち、地形ｴｺｰの除去、受信信号の平均化、距離に応じた

受信信号強度の補正等の処理を行う。 

位相検波の結果からﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度を算出しﾚｰﾀﾞｰ動作制御装置へ出力す

る。 

導波管加圧装置 1 式
空中線と送信装置とを結ぶ導波管内部に乾燥空気で加圧し、電波の伝播

損失を軽減する。 
導波管 1 式 空中線装置と送信装置とを結び、低損失で送受信電波を伝達させる。

レーダー動作制御装置 1 式

ﾚｰﾀﾞｰの観測制御並びに RAW ﾃﾞｰﾀの生成及び配信を行う。制御監視項

目：ﾃﾞｰﾀ配信、方位／高度位置、送信装置ｽﾀﾝﾊﾞｲ状態、ﾊﾟﾙｽ幅、空中線

のﾒﾝﾃﾅﾝｽﾓｰﾄﾞ状態 

データ・プロトコル変換装置 1 式 回線容量に応じた RAW ﾃﾞｰﾀを生成し伝送する。 
レーダー電源切替盤 1 式 電源装置から供給される電力をﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑ等に分配、供給する。 
二重化スイッチ 1 1 式

ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 
二重化スイッチ 2 1 式

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 
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二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。 
耐雷トランス 1 式 電源から進入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 
自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 
パワーバックアップシステム 1 式 停電時にﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 
偏波機能試験装置 1 式

ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

スペクトラムアナライザー 1 式

試験信号発生器 1 式

電力計 1 式

パワーセンサー 1 式

周波数計 1 式

検波器 1 式

減衰器セット 1 式

検波器用終端器 1 式

オシロスコープ 1 式

デジタルマルチメーター 1 式

同軸／導波管変換器 1 式

ポータブル電源装置 1 式

ネットワークカメラ 1 式

工具セット 1 式

延長コード 1 式

水準器 1 式

保守用梯子 1 式

クランプ電流計 1 式

掃除機 1 式
レーダー空中線保守用デッキ 1 式

交換部品 

空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（水平駆動用） 1 式

ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（垂直駆動用） 1 式

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（方位角用） 1 式

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（仰角用） 1 式

空中線用ﾓｰﾀ（水平駆動用） 1 式

空中線用ﾓｰﾀ（垂直駆動用） 1 式

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ（水平

駆動用） 
1 式

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ（垂直

駆動用） 
1 式

空中線制御装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式

送信装置制御部用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式

受信信号処理装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式

ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄﾊﾟﾜｰｱﾝﾌﾟ 2 式

各装置用ﾌｧﾝﾕﾆｯﾄ 2 式

LAN ｱﾚｽﾀ 2 式

航空障害灯 2 式

安定化局部発振器（STALO） 2 式

消耗品 
空中線用潤滑油 1 式

ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ電源用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ信号用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式

サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 
気象レーダー中央処理システム 

サイト名：PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター 
名称 数量 目的 

遠隔レーダー制御装置 1 式 気象ﾚｰﾀﾞｰ観測の制御を行う。 
遠隔監視装置 1 式 気象ﾚｰﾀﾞｰ塔施設及び気象ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑ機材の監視を行う。 

小型無停電電源装置 2 式
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも安

定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。 
レーザー式ディスドロメーター 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 
気象レーダーデータ表示システム 

サイト名：ムルタン気象レーダー観測所 
名称 数量 目的 

降水強度表示装置 1 式
観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀから気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ（降水強度・2重偏波）を生成し

表示する。 

ドップラー表示装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀから気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ（ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ）を生成し表示する。

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

気象プロダクト表示装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀから気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを生成し表示する。 

カラープリンター 3 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。  

二重化スイッチ 3 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。 

IP 電話機 4 式
LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通話

を行う。 
交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 3 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 
気象レーダーデータ表示システム 

サイト名：PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター 
名称 数量 目的 

画像合成装置 1 式 各ﾚｰﾀﾞｰからﾃﾞｰﾀを受信し、全国合成画像を生成する。 

気象データ記録装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを指定された媒体に記録を行う。

プロダクト再生装置 1 式
各種記録媒体から記録されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生表示を

行う。 

プロダクト表示装置 1（降水強度・2重偏波） 1 式
観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀから気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ（降水強度・2重偏波）を生成し

表示する。 

プロダクト表示装置 2（ドップラー） 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀから気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ（ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ）を生成し表示する。

レーダーWeb サーバー 1 式 観測された各種ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄをｳｪﾌﾞ形式で出力する。 

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。  

二重化スイッチ 4 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化ルーター1 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

小型無停電電源装置 6 式
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも安定

した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 6 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 
気象レーダーデータ表示システム 

サイト名：ムルタン国際空港内 PMD 気象事務所 
名称 数量 目的 

気象プロダクト表示装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀから気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを生成し表示する。 
気象データ記録装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを指定された媒体に記録を行う。

二重化ルーター2 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

IP 電話機 1 式
LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通話を

行う。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 
気象レーダーデータ表示システム 

サイト名：PMD ラホール洪水予報部 
名称 数量 目的 

気象プロダクト表示装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀから気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを生成し表示する。 
気象データ記録装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを指定された媒体に記録を行う。
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二重化スイッチ 5 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化ルーター3 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

自動電圧調整装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに定電圧を供給する。 

ハイブリッド電源管理装置 1 式

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙにより発電された直流電力をｼｽﾃﾑで利用可能な交流電力に変

換し、商用電力を補助するための制御を行う。無停電電源ﾕﾆｯﾄの充電、

管理を行う。 

無停電電源ユニット 1 式
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも安

定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。 
ソーラーパネル 1 式 太陽光により発電し、ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 
交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 
気象データ通信システム 

サイト名：ムルタン気象レーダー観測所 
名称 数量 目的 

直交周波数分割多重方式無線装置（4.9GHz）

アンテナ 
1 式

気象情報及び気象観測ﾃﾞｰﾀの送受信を行う。 

PoE ハブ 1 式
ｲｰｻﾈｯﾄｹｰﾌﾞﾙを介し、直交周波数分割多重方式無線装置に電力を供給す

る。 

二重化ルーター4 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

ハイブリッド電源管理装置 1 式

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙにより発電された直流電力をｼｽﾃﾑで利用可能な交流電力に変

換し、商用電力を補助するための制御を行う。無停電電源ﾕﾆｯﾄの充電、

管理を行う。 

無停電電源ユニット 1 式
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも安

定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。 
ソーラーパネル 1 式 太陽光により発電し、ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 
サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 
気象データ通信システム 

サイト名：ムルタン国際空港内 PMD 気象事務所 
名称 数量 目的 

直交周波数分割多重方式無線装置（4.9GHz）

アンテナ 
1 式

の気象情報及び気象観測ﾃﾞｰﾀの送受信を行う。 

PoE ハブ 1 式
ｲｰｻﾈｯﾄｹｰﾌﾞﾙを介し、直交周波数分割多重方式無線装置に電力を供給す

る。 

二重化スイッチ 6 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

交換部品 
直交周波数分割多重方式無線装置

（4.9GHz）ｱﾝﾃﾅ 
1 式

ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
PoE ﾊﾌﾞ 1 式

サービスマニュアル‐取扱説明書 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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（3） ムルタン気象レーダー塔施設の基本計画 

 

1) 施設建設予定敷地の現状 

ムルタン気象レーダー観測所構築にあたり、工事用スペー

スや、将来リージョナルセンターとする際の拡張等を考慮す

ると、50m×60m 程度の広さを確保する必要がある。以下の図

の よ う に パ ン ジ ャ ブ 州 灌 漑 局 （ Punjab Irrigation 

Department）が所有する敷地の一部（200 フィート（61m）×

170 フィート（52m））が、施設建設予定敷地として PMD に委

譲された。 

 

 

 

 

 

 

PMDムルタン気象事務所・ 

ムルタン国際空港管制塔 

気象レーダー観測所建設予定地 

図 18  ムルタン気象レーダー観測所建設予定敷地図 
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ムルタン気象レーダー塔施設の計画サイトのインフラストラクチャーの概要と現状は以下の通

りである。 

表 38  気象レーダー観測所構築の計画サイトの敷地概要とインフラ整備状況 
調査項目 PMD ムルタン気象レーダー観測所計画サイト 

候補地の写真 

緯度（N） 

経度（E） 

N30º 18’21.25” 

E71º 28’22.14”  

海抜高度 124m 

観測所敷地面積 3,180m2 

気象レーダー塔施設建設に

必要な敷地の有無 
十分な広さがあり問題ない 

アクセス道路 レーダー塔施設建設実施において問題はない 

敷地状況 前面道路より 2m 程度地盤が低い 

インフラストラクチャー  

商用電源 400V、3 相 4線、50Hz 

上水道設備 無い 

下水道設備 無い 

電話設備 無い 

インターネット接続 利用可能（携帯電話網接続） 

敷地内での携帯電話 利用可能 

 

2) 建築計画 

 

1. 平面計画 

ムルタン気象レーダー塔施設の平面計画は、シンメトリーに近い平面形とし、偏心を避けるこ

とにより安定した建物の構造設計が可能となるよう配慮した。塔中心部の平面計画は、構造体を

外部に出すことにより部屋の使い勝手を良くし、また避難路でもある階段室内部に柱及び梁型を

出さないように平面計画を行った。施設のグレードについては、現地で一般的な工法・資材を採

用するため、標準的グレードの施設となる。 

気象レーダー塔施設の各室面積、収容人員、面積算定根拠を次に示す。 
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表 39  気象レーダー塔施設各室の概要、収容機器及び室面積算定根拠 

部  屋 

ムルタン 

気象レーダー塔施設 

床面積(m2) 

設置機器、室概要 室面積算定根拠 

10 FL    

レドーム室 35.78 レーダー空中線設備等を設置。 

レーダー空中線設備等の保守作業

用スペース。床面積は、レドームベ

ースリングサイズ直径 7.0m によ

る。 

5 FL    

レーダー機械

室 

（スペアパー

ツ倉庫を含

む） 

90.56 

送信装置、空中線制御装置、受信信号処

理装置、レーダー動作制御装置、導波管

加圧装置、導波管、分電盤、オプティカ

ルリピーター、保守管理品戸棚、空調機

等を設置。 

左記装置の運用維持管理作業スペ

ース。全ての装置を設置することを

考えると、スペアパーツ倉庫を含め

低でも 90m2程度必要。 

倉庫6 6.39 
建物維持管理のためのスペアパーツ、そ

の他雑物保管場所。 
資材、材料等の保管場所を確保。 

4 FL    

レーダー観測

室 
158.27 

 気象レーダー観測用ターミナル 

 データ解析用ターミナル 

 VoIP 交換機 

 オプティカルリピーター 

 デュアルスイッチ 

 プリンター 

 IP 電話 

 各 PC 用 UPS 

 ターミナル用デスク 

 書類棚 

 ホワイトボード 

 気象観測記録及び気象レーダーデー

タ解析用データ保存戸棚 

 工具･測定器・マニュアル収納棚等 

を設置。 

 気象レーダー観測スペース 

 機材設置スペース 

 データ解析用ターミナル及びデ

スク、データ保存戸棚設置スペー

ス 

 職員が業務を実施するために必

要なスペース 

 各データを収容するための必要

なスペース 

 気象レーダーシステム消耗品及

びスペアパーツ保管スペース 

 維持管理機材及び測定器の保管

スペース 

を確保。 

倉庫5 6.49 
建物維持管理のためのスペアパーツ、そ

の他雑物保管場所。 
資材、材料等の保管場所を確保。 

3 FL    

電気・電源供

給室 
48.20 

施設用耐雷トランス、受電盤、分電盤、

ケーブルラック及び接地端子盤、機器用

耐雷トランス及び AVR の設置とケーブル

配線スペース。 

気象レーダーシステムのための無停電電

源装置及びコントロールラックの設置ス

ペース。 

左記機器の収容スペース、点検スペ

ース及びケーブル配線スペースを

確保。 

無停電電源装置及びコントロール

ラックの設置の場所、全面点検スペ

ースを確保。 

便所（女）3

便所（男）3 

10.50 

6.92 

(女)大便器：1＋手洗器：1 

(男)大便器：1＋小便器：１＋手洗器：1

掃除流し：1 

－ 

湯沸室 2 8.27 キッチン 1 － 

脱衣室 2 2.41 脱衣スペース － 

シャワー室 2 3.63 シャワースペース － 
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倉庫3 5.28 
建物維持管理のためのスペアパーツ、そ

の他雑物保管場所。 
資材、材料等の保管場所を確保。 

倉庫4 4.74 
建物維持管理のためのスペアパーツ、そ

の他雑物保管場所。 
資材、材料等の保管場所を確保。 

2 FL    

当直気象職員

室1 
27.59 

24時間運用であるムルタンリージョナ

ルセンターの当直気象職員室 

当直気象職員の執務及び休憩スペ

ースを確保。 

当直気象職員

室2 
26.62 

24時間運用であるムルタンリージョナ

ルセンターの当直気象職員室 

当直気象職員の執務及び休憩スペ

ースを確保。 

便所（女）2

便所（男）2 

7.52 

7.20 

(女)大便器：1＋手洗器：1 

(男)大便器：1＋小便器：１＋手洗器：1
－ 

脱衣室 1 2.11 脱衣スペース － 

シャワー室 1 2.93 シャワースペース － 

1 FL    

ムルタンリー

ジョナルセン

ター運用室1 

25.85 
ムルタンリージョナルセンターの運用

業務スペース 

既設施設を参考に、職員 1名が定常

業務を実施するために必要となる

スペースを確保。 

レストルーム 5.03 

ムルタンリージョナルセンター運用室

専用便所 

大便器：1＋手洗器：1 

－ 

ムルタンリー

ジョナルセン

ター運用室2 

19.33 
ムルタンリージョナルセンターの運用

調整スペース 

既設施設を参考に、職員 1名が定常

業務を実施するために必要となる

スペースを確保。 

気象観測・予

報室 
37.22 地上気象観測及び予報スペース 

既設施設を参考に、職員 3名が定常

業務を実施するために必要となる

スペースを確保。 

ムルタンリー

ジョナルセン

ター運営・総

務室 

30.98 
リージョナルセンターとしての運営・総

務を実施するためのスペース 

既設施設を参考に、職員 2名が定常

業務を実施するために必要となる

スペースを確保。 

便所（女）1

便所（男）1 

7.97 

7.64 

(女)大便器：1＋手洗器：1 

(男)大便器：1＋小便器：１＋手洗器：1

掃除流し：1 

－ 

湯沸室 1 11.94 キッチン 1 － 

発電機室 65.28 

125kVA 予備発電機 2機、オイルタンク及

びオイルポンプ：1、自動切換盤等の設

置。 

左記機器の収容スペース、点検スペ

ース及びケーブル配線スペースを

確保。 

ポンプ室 8.99 
受水槽：1 

揚水ポンプ：2 

受水槽及び点検スペースとして約

9m2必要。 

倉庫1 2.95 
建物維持管理のためのスペアパーツ、そ

の他雑物保管場所。 
資材、材料等の保管場所を確保。 

倉庫2 1.92 
建物維持管理のためのスペアパーツ、そ

の他雑物保管場所。 
資材、材料等の保管場所を確保。 

 
 

2. 断面計画 

I. 気象レーダー塔施設の高さ 

 

＜ムルタン気象レーダー観測所の周辺域における高層建築物の建設制限＞ 
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ムルタンの開発は一層加速するものと考えられる。既に建設されている建築物に関しては、や

むを得ないものの、今後計画されるものに関しては、気象レーダー観測に支障をきたさないため

に、建設される建築物の高さについて「パ」国側の配慮が不可欠である。本プロジェクトは、我

が国の無償資金協力により実施される計画であり、また「パ」国にとっては国家プロジェクトで

あることから、将来的に気象レーダー観測に重大な障害を与えないよう、ムルタン気象レーダー

観測所の周辺域（半径 5km 程度）において、ムルタン開発庁が規定している 40m を超える高層建

築物の建設制限を遵守することが重要である旨を調査団は提案し、「パ」国側は理解を示した。そ

のため、将来的に近隣において高層の建築物が建設されても、気象レーダー観測の障害となるこ

とが無いように、ムルタン気象レーダー塔施設の高さは、 上階の軒高を地盤面より 40m として、

気象レーダーアンテナ中心高さを 48m とした。 

 

＜気象データ通信システムからの検討＞ 

ムルタン気象レーダーの観測データを PMD イスラマバード本局へ送信するためのムルタン気象

レーダー塔施設及びムルタン国際空港管制塔間を繋ぐ気象データ通信システム（無線通信 LAN）が

確実にレーダーの観測データを送信できるように、電力損失をすることなく電波が到達するため

に必要な領域（フレネルゾーン）を確保する必要がある。次の図に示したように、通信アンテナ

間で送受信される電波は一点を一直線に進むだけではなく、その直線を中心とした楕円体の経路

を通じて送受信される。この領域内に障害物があると、必要な電界強度が 100%確保されなくなる。

ムルタン気象レーダー塔施設及びムルタン国際空港管制塔間には、障害となる既設構造物は確認

されていないが、20m 程度の熱帯樹木が確認できていることから、それらの高さを考慮すると、ム

ルタン気象レーダー塔施設側に設置される気象データ通信システムのアンテナ高さは、48m は必要

である。しかしながら次の図に示したように、気象データ通信システムのアンテナは 41m の高さ

に設置されることとなるため、フレネルゾーンに熱帯樹木が触接することにより電界強度が落ち

て通信に影響が出た場合は、PMD が樹木の所有者と交渉の上、樹木上部の剪定を行うことで合意が

取れている。 
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＜気象レーダー観測からの検討＞ 

上述の気象データ通信システムからの検討結果（ムルタン気象レーダーシステムのレーダーア

ンテナ中心高さは 48m）を踏まえ、レーダービームが気象レーダー観測の障害となる恐れがある既

設構造物を超えるために必要なアンテナ仰角を計算した。 

その結果、次の表に示した通り、アンテナ仰角を約＋0.5～＋0.6 度とすれば、レーダービーム

が既設構造物を超えることが確認できた。ムルタン気象レーダー塔施設は、平地に建設される計

画であるため、レーダービームが地面に接しないためにも必然的にアンテナ仰角を＋0.5 度程度と

ムルタン国際空港管制塔 

ムルタン気象レーダー塔施設計画サイト 

48m

14m

13km

6.5km6.5km 

2m

概算の高低差 

フレネルゾーン 

レーダービームの中心

23m 

ムルタン 
国際空港管制塔 

ムルタン 
気象レーダー塔施設 

18m
32m

41m 

図 19  気象データ通信システムのフレネルゾーンと気象レーダービーム高さ 
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して観測を始める必要があると考えられる。これらのことから、ムルタン気象レーダーシステム

のレーダーアンテナ中心高さを 48m とすることは、妥当であると考える。また PMD ムルタン気象

レーダー観測所計画サイトの周辺には、高さがあり回避不可能な幾つかの通信鉄塔があるが、通

信鉄塔は完全なソリッド構造ではないため、気象レーダー観測の重大な障害とならない見込みで

ある。 

気象レーダー観測の障害となる恐れがある既設構造物（TV 鉄塔や通信鉄塔を含む）によるレー

ダー探知範囲内のシャドーエリア（観測障害範囲）は、CAPPI 観測のデータで技術的に補足・補完

することが可能であるが、観測の障害を避けるためにレーダーアンテナ仰角を高くすることによ

る観測範囲の多少の狭小は避けられない。 

 

 

 

 

 

 

PMD ムルタン気象レーダー観測所計画サイトの周辺域にある、気象レーダー観測の障害となる恐

れがある既設構造物を下表及び下図にまとめた。 

表 40  気象レーダー観測の障害となる既設構造物 （2017 年 8 月現在） 

位置図番号 1 2 

構造物名称 Shah Rukn-e-Alam の墓所 ムルタン国際空港管制塔 

写真 

階数 - 7 階 

構造物高さ 33m 23m 

緯度（北緯） 

経度（東経） 

N30º 11’56.87” 

E71º 28’18.20” 

N30º 11’53.91” 

E71º 25’24.54” 

標高 143m 122m 

ムルタン気象レーダー観測所から

の距離 
約 11.83km 約 12.83km 

ムルタン気象レーダー観測所から 180.5º 201.6º 

障害物
48m 

レーダーアンテナ仰角

（+0.5/+0.6）） 

概算の高低差 

レーダービームの中心 

図 20  気象レーダーアンテナ中心高さ及び仰角と障害物との関係図 
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の方角 

概算の地盤の高低差 

143m-124m=19m 

ムルタン気象レーダー観測所計画サ

イトより地盤が 19m 高い 

122m-124m=-2m 

ムルタン気象レーダー観測所計画サ

イトより地盤が 2m 低い 

特定されている既設構造物による

観測の阻害を避けるために必要な

レーダーアンテナ仰角 

約+0.5° 約+0.4° 

位置図番号 3 4 

構造物名称 
肥料工場 

Pakarab Fertilizer Limited 

時計塔 

Nishtar Medical College 

写真 

階数 - - 

構造物高さ 64m（ も高い構造物） 40m 

緯度（北緯） 

経度（東経） 

N30º 12’56.56” 

E71º 32’15.36” 

N30º 12’13.75” 

E71º 26’28.25” 

標高 131m 126m 

ムルタン気象レーダー観測所から

の距離 
約 11.88km 約 11.72km 

ムルタン気象レーダー観測所から

の方角 
148.2º 195.0º 

概算の地盤の高低差 

131m-124m=7m 

ムルタン気象レーダー観測所より地

盤が 7m 高い 

126m-124m=2m 

ムルタン気象レーダー観測所より地

盤が 2m 高い 

特定されている既設構造物による

観測の阻害を避けるために必要な

レーダーアンテナ仰角 

約+0.6° 約+0.4° 

位置図番号 5 6 

構造物名称 
パキスタン国営銀行 

State Bank of Pakistan 
ムルタンテレビ塔 

写真 

階数 - - 

構造物高さ 37m 128m 

緯度（北緯） 

経度（東経） 

N30º 12’06.21” 

E71º 27’16.63” 

N30º 10’24.97” 

E71º 27’59.58” 

標高 126m 128m 

ムルタン気象レーダー観測所から 約 11.68km 約 14.67km 
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の距離 

ムルタン気象レーダー観測所から

の方角 
188.6º 182.3º 

概算の地盤の高低差 

126m-124m=2m 

ムルタン気象レーダー観測所より地

盤が 2m 高い 

128m-124m=4m 

ムルタン気象レーダー観測所より地

盤が 4m 高い 

特定されている既設構造物による

観測の阻害を避けるために必要な

レーダーアンテナ仰角 

約+0.4° 
約+0.8° 

(完全なソリッド構造ではないため、重

大な障害とならない見込み) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21  気象レーダー観測の障害となる既設構造物の位置図 

（ムルタン気象レーダー観測所計画サイト周辺） 

1 2 
3 

N 

気象レーダー塔施設 

気象レーダー観測の障害となる既設構造物 

5km 

10km

15km 

20km 

25km 

4 

5 

6 
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以下にムルタン気象レーダーシステムの予想観測範囲図を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

II. 地盤面レベル 

敷地内には、自然条件調査において設定したベンチマークがあるため、これを本気象レーダー

塔施設の基準レベルとする。 

 

III. レーダー機器の搬入方法 

 

レーダー機械室へ外部から機器を直接搬入する方法は、レーダー機械室に接する階段室踊場の

外に搬入用バルコニーを設けて、バルコニー上部に搬入用フック（2 トン用）を突出して設ける。 

 

3. 立面計画 

柱・梁を外壁側へ出し、構造形態をアピールする立面計画とした。これにより、室内側及び階

段室には柱型が出ないため、機器や家具等のレイアウト、室内の使い勝手及び階段での上り下り

を容易とした。 

 

4. 内外装計画 

I. 主要諸室（レーダー機械室及びレーダー観測室）の仕上げ 

a） 床 

気象レーダー塔施設の主室であるレーダー機械室及びレーダー観測室の床は、パワーケーブル

450km 

ムルタン 

200km 

図 22  ムルタン気象レーダーシステムの予想観測範囲図 

(計画サイト周辺の障害となる構造物は考慮していない)

450km 

ムルタン 

200km 

ドップラー観測：半径 200km 雨量強度観測：半径 450km 

アンテナ観測仰角：0 度 アンテナ観測仰角：0.5 度 
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及びシグナルケーブルの配線を容易にし、且つ将来的なシステムの増設をも可能とし、また維持

管理も容易になることから、高さ 150mm のアクセスフロアを採用する。レーダー機械室は、高出

力で重さ 1トン程度の送受信機が設置されるため、耐重・帯電防止アクセスフロアとする。 

 

b） 壁 

エアコン設備が設置される電気室、レーダー観測室、レーダー機械室の外壁は、部屋の気密性

を高め、外部からの湿気及び外気温の影響を極力減ずるため二重壁とし、それらの間には不燃材

料のグラスウールを充填する。冷房効率が向上することで消費電力を抑え、PMD の運用維持管理費

を極力軽減する。 

 

c） 天井 

レーダー機械室及びレーダー観測室の天井は、ケーブルラックの上にたまる埃から機器を守り、

部屋の気密性を高めること、機器から発生する騒音を減ずることを主目的として、吸音性の高い

ボード貼りの天井を設ける。この 2 室には空調設備を設けるので、冷房効果を高める上でも天井

貼りは有効である。 

 

d） 開口部 

地盤からの高さ約 22m に位置するレーダー機械室の開口部のガラスに対する設計用速度圧が

2,100 N/m2 であるため、強化フィルムの合わせガラスとする。またサッシを 2 重に設け、外側サ

ッシのガラスが破損しても内側サッシで風雨をしのげるよう計画した。 

 

II. 各部の仕上げ 

外部仕上げ、内部仕上げの材料はメンテナンスの容易さを考慮し、一部を除き全て現地調達が

可能なものを選定した。外部仕上、内部仕上の材料、工法、採用理由等を次の表に示す。 

表 41  外部仕上、内部仕上の材料、工法 
 仕上げ・工法 

外部

仕上 

観測デッキ モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押えコンクリート 

屋 上 モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押えコンクリート 

外 壁 

ブロック積みモルタル金ゴテ 

コンクリート打放しモルタル補修 

吹付タイル塗装（合成樹脂エマルジョン系複層塗材） 

内部

仕上 

床 

カーペットタイル 

ビニールタイル貼 

磁器質タイル貼 

モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

巾 木 木製巾木 SOP 塗、モルタル巾木 VP 塗、モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント、磁器質タイル 

壁 

モルタル金ゴテ VP 塗 

陶器質タイル貼り 

グラスウール張り 
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天 井 

無機質吸音板（システム天井下地） 

セメント板（システム天井下地） 

モルタル補修 EP 塗 

グラスウール板張り 

建 具 
外 部 アルミ製窓、アルミ製ガラリ、アルミ製ドア及びスチール製ドア 

内 部 アルミ製、スチール製及び木製建具 

 

表 42  外部仕上、内部仕上の材料の採用理由 
 採用理由 調達方法 

外部仕上 

屋 上 
外気温が35度程度に達するため、断熱材は不可欠である。従って断熱層厚さ30mm

を確保し、防水材として も信頼のおけるアスファルト防水を施す。 

現地調達可能

外 壁 
現地で一般的に使用されているブロック積みとする。施工性及び精度の点から、

現地にて一般的に用いる材料であるため信頼性が高い。 

内部仕上 

床 

耐久性、維持管理に優れた材料を適材適所に使用する。業務を行う室、一般室、

廊下･階段はビニールタイル、塵等を嫌う部屋には防塵ペイント仕上げとする。 

コンピューターを設置する室は床下配線のためアクセスフロアとする。 

壁 
耐久性を重視しモルタル金ゴテとし、汚れを防ぐためビニール系の塗装とする。

また便所と掃除用具入には陶器質タイルを使用する。 

天 井 
居室の部屋には空間の環境と空調性能を高めるために、無機質吸音板を使用す

る。無機質吸音はアスベストが含まれないものとする。 

建  具 

外 部 耐久性、扱い易さ、精度の点からスチール製及びアルミ製とする。 

内 部 
施工性、維持管理の点からスチール製及び木製建具でオイルペイント塗りとす

る。 
 
 

5. 構造計画 

I. 構造設計基準 

構造計算はパキスタン建築基準（Building Code of Pakistan：BCP）を基本として、必要に応

じて日本建築基準法、日本建築学会設計基準（AIJ）、米国の Uniform Building Code(UBC)を参考

にする。 

 

II. 地盤状況と基礎計画 

気象レーダー塔施設の場合、ごくわずかな不同沈下でも精度の高い気象レーダー観測にとって

致命傷となることから、建物を沈下させない基礎構造が要求される。加えて、気象レーダーの観

測精度を保つためには、気象レーダー塔施設の剛性が重要であり、設計用速度圧による建物の水

平変形角を建物高さの 1/1000 以下とする。各気象レーダー観測所の地盤状況と建設予定の気象レ

ーダー塔施設の基礎計画を次の表に示す。 

表43  気象レーダー観測所計画サイトの地盤状況と気象レーダー塔施設の杭と基礎 
 ムルタン気象レーダー塔施設 

支持層の深さ 23.1m 

支持層のN値 50以上 

杭の必要性 有り 

必要杭長さ 20.0m 

必要杭本数 27本 
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杭径（直径） 20本：1.2m、7本：1.0m 

基礎形態 杭基礎（場所打ちコンクリート杭） 

 

III. 架構形式 

架構は「パ」国の一般的構法である鉄筋コンクリート・ラーメン構造とする。床版は鉄筋コン

クリート造とし、外壁及び間仕切壁はブロックとする。 

 

IV. 設計荷重 

a） 固定荷重 

建築構造材・仕上げ材の自重を全て計算する。また特殊固定荷重として以下のものを見込む。 

表 44  気象レーダー塔施設の特殊固定荷重 

機材設置場所（室名） 気象レーダーシステム機材名 重量 

屋上 レドーム、アンテナ、ペデスタル、ベースリング 14.0 トン

レーダー機械室 
送受信機、信号増幅装置、信号処理装置、アンテナ制御装置

等 
4.0 トン 

電気・電源供給室 
耐雷トランス、自動電圧制御装置（機材側、建築側双方）、

キャパシタ 
6.0 トン 

 

b） 積載荷重 

気象レーダー塔施設内の殆どの部屋は、機器を収容するものであるため、日本国における通

信機械室の積載荷重と同程度の荷重を採用する。 

 

c） 風荷重 

「パ」国の建築基準（BCP-SP-2007）に記載されている以下の設計用速度圧の算出方法を用

いて、風荷重を算出する。 

設計用速度圧 P＝Ce×Cq×Iw×Qs（kN/m2） 

Ce：地表面粗度区分と施設高さによるガスト影響係数 

Cq：風力係数 

Iw：重要度係数 

Qs：基準風速圧（kN/m2） 

 P = 1.87×3.6×1.15×0.78 = 6.04kN/m2 ≈ 6kN/m2 

Ce=1.87 Cq=3.60 Iw=1.15 Qs=0.78 
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d） 地震力 

ムルタンは「パ」国の建築基準

（BCP-SP-2007）の地震ゾーン分け地

図の Zone 2A に位置している。そのた

め、Zone 2A の地震地域係数である Z = 

0.15を適用して地震荷重を算出する。

また気象レーダー塔施設の重要度を

考慮して、重要度係数 Iは も重要な

施設に使用する 1.25 を採用する。 

 

V. 使用構造材料 

使用材料は全て現地調達とする。 

•  コンクリート：普通コンクリート 設計基準強度 Fc=21N/mm2 

•  セメント（ASTM (American Society for Testing and Materials)又は同等品） 

•  鉄筋：異形鉄筋（ASTM A615 Grade 60 又は同等品） 

 

6. 電気設備計画 

I. 電力引込設備 

 

 

 

II. 非常用発電機設備 

表 46  自家発電機設備 

 ムルタン気象レーダー塔施設 

自家発電機台数 2 台 

発電容量 125kVA 

発電機出力 400V、3 相 4線、50Hz 

燃料タンク容量 1,500 リットル 

  

III. 幹線・動力設備 

電力幹線は、電気室内の配電盤から建物内の電灯分電盤、動力制御盤までケーブルラック及び

金属管内配線にて配電を行う。電気室内の配電盤から施設内の各分電盤及び制御盤へ配電し、施

設内部は鉄製配管方式とする。各機器の異常警報は、24 時間体制で運用されるレーダー観測室の

警報盤に表示させる計画とする。 

 Zone 1 

 Zone 2A

 Zone 2B

 Zone 3 

 Zone 4 

 

図 23  「パ」国地震ゾーン分け地図 

表 45  電力引込設備 

 ムルタン気象レーダー塔施設 

施設内引込電力(既設電力計定格出力) 400V、3 相 4線、50Hz 
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IV. 電灯・コンセント設備 

使用電圧は単相 230V とし、すべての器具類には接地極を設け、配管は鉄製鋼管とする。照明器

具は、エネルギー消費が少ない LED を使用する。各室の照度基準は下記の通りとする。 

表 48  各室の照度基準 

 ムルタン気象レーダー塔施設 

レドーム室 200 Lx 

レーダー機械室 300 Lx 

レーダー観測室 300 Lx 

発電機室 200 Lx 

電気・電源供給室 200 Lx 

ポンプ室 200 Lx 

エントランスホール 200 Lx 

当直気象職員室 200 Lx 

ムルタンリージョナルセンター運用室 200 Lx 

ムルタンリージョナルセンター運営・総務室 200 Lx 

気象観測・予報室 200 Lx 

その他の部屋 200 Lx 

コンセントはスイッチ付のものとし、一般用コンセントの他に、レーダー機械室、レーダー観

測室に OA 機器専用のコンセントを設け、各機材の配置や容量に合わせて計画する。 

 

V. 電話設備 

建物内に引込み端子盤、中継端子盤及び電話機を設け、必要各室の電話アウトレットまで配管

配線を行う。 

 

VI. インターホン設備 

レーダー機械室及びレーダー観測室の夜勤職員と夜間来訪者の防犯管理のため、玄関口及び各

現業室内にインターホン設備を設置する。 

 

VII. 警報設備 

レーダー観測室に警報盤を設け、下記設備の警報を表示する。 

 

表 47  幹線・動力設備 

 ムルタン気象レーダー塔施設 

電灯・動力幹線 230V/400V、3 相 4 線 

動力分岐 400V、3 相 4線 

電灯分岐 230V、単相 2線 

機材側分岐 400V、3 相 4線 
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•  レーダー機械室エアコン（ユニット）の故障  

•  レーダーバックアップユニットの故障 

•  発電機の故障及びオーバーヒート 

•  施設配電盤、施設用分電盤、機材用分電盤のブレーカートリップ 

 

VIII. 接地設備 

接地設備をレーダー機械室及び電気・電源供給室に設ける接地用端子盤に接続し接地する。電

気室内の機器の接地工事は接地端子盤を経て接地し、電話設備用接地は敷地内に接地極を設け端

子盤まで配線する。 

 

IX. 避雷設備 

レドーム上部に避雷針（機器工事ポーション）及び屋上手摺にむね上導体を設置する。レドー

ム内に接続ボックスを設け、建物内は銅バー及びビニール管で配線し、試験用端子盤を経て接地

する。レドームに付帯している避雷針からレドーム内接続ボックスまでの接続は、機器工事ポー

ションとする。 

 

X. 航空障害灯設備 

機材ポーションであるレドーム上部に設置する航空障害灯のための接続ボックスを、レドーム

内に設ける。またレドームルーフに設置される航空障害灯は建築ポーションとし、全ての航空障

害灯用の配電盤を電気・電源供給室に、また自動点滅スイッチをレーダー観測室の外壁に設ける

こととする。全ての航空障害灯に避雷器（サージアレスター）を付帯させる。レドームに付帯し

ている航空障害灯からレドーム内に設ける接続ボックスまでの接続は、機器工事ポーションとす

る。 

 

XI. 火災報知設備 

火災報知設備を、レーダー機械室、電気・電源供給室、発電機室に設置する。警報盤は、レーダー観

測室に設置する。 

 

7. 給排水衛生設備計画 

I. 給水設備 

公共の給水設備がないため、計画サイト内に施設建設用井戸を掘削して使用する。建設工事完

了後は、施設用給水設備としてこの井戸を使用する。そのため、施設外部に給水管接続用ゲート

バルブを設け、井戸からの給水管と接続する。給水方式は受水槽、揚水ポンプ、高置水槽を設置
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した重力給水方式とする。 

 

II. 排水設備 

排水は雨水排水と分流とし、汚水、雑排水の 2 系統に分ける。汚水は浄化槽で処理し、浸透舛

に流入させる。雑排水は、直接浸透舛に流入させる。浄化槽及び浸透舛の容量は気象レーダー塔

施設内で業務を行う職員数と外来者等を考慮して、25 人用とする。 

 

III. 衛生器具設備 

 大便器 ：タンク式洋風便器とする 

 小便器 ：ストール型とする 

 洗面器 ：壁掛そで付型とする 

 掃除流し：壁掛型とする 

 

IV. 消火器 

表 49  消火器 

 ムルタン気象レーダー塔施設 

レドーム室 CO2 タイプ 

レーダー機械室 CO2 タイプ 

レーダー観測室 CO2 タイプ 

発電機室 ABC タイプ 

電気・電源供給室 CO2 タイプ 

ポンプ室 CO2 タイプ 

湯沸室 ABC タイプ 

 

8. 空調・換気設備計画 

レーダー機械室、レーダー観測室及び電気・電源供給室に設置されるレーダー関連機材等は、空

調設備がないと運用が困難なため、複数台設置して、絶えず機材のために良好な環境が保たれる

よう計画する。空調機器は、万一の故障が起きてもレーダーシステム運用に対する弊害を 小限

に抑えるため、パッケージシステムとする。次表の各室に空調（冷房）及び換気設備を設置する。 

表 50  空調設備を設置する室 

 ムルタン気象レーダー塔施設 

レドーム室 強制換気 

レーダー機械室 エアコン設備  全熱交換機 

レーダー観測室 エアコン設備  強制換気 

電気・電源供給室 エアコン設備  強制換気 

当直気象職員室 エアコン設備  強制換気 

ムルタンリージョナルセンター運用室 エアコン設備  強制換気 

ムルタンリージョナルセンター運営・総務室 エアコン設備  強制換気 
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気象観測・予報室 エアコン設備  強制換気 

発電機室 強制換気 

ポンプ室 強制換気 

シャワー室 強制換気 

便所 強制換気 

湯沸室 強制換気 

湯沸室及び便所等の臭気の生ずる部屋には、天井扇を設置し強制換気を行う。発電機室、電気・

電源供給室、ポンプ室等は、発熱する機器が多く設置されるため同様に換気を行う。また室内環

境を下記の環境条件にする必要がある部屋には換気設備を設ける。 

 

＜環境条件＞ 

•  外気条件：気温 40℃ （ 高外気温 50℃：2010 年 5 月 28 日） 

•  内部条件：温度 26℃  湿度 40～60%  

レーダー機械室及び電気・電源供給室温度 25℃  湿度 40～60% 

 

気象レーダー塔施設設備計画関連系統図を次ページより添付する。 

 

ムルタン気象レーダー塔施設 

 

 電気引込系統図 ：SD-01 

 幹線・動力設備系統図 ：SD-02 

 電話・インターホン設備系統図 ：SD-03 

 火災報知設備系統図 ：SD-04 

 警報設備系統図 ：SD-05 

 避雷・接地設備系統図 ：SD-06 

 航空障害灯設備系統図 ：SD-07 

 給水・排水設備系統図 ：SD-08 

 空調・換気設備系統図 ：SD-09
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３－２－３ 概略設計図 

 

概略設計図を次ページより添付する。 

 

ムルタン気象レーダー塔施設 

 

 配置図 ：A -01 

 1 階平面図 ：A -02 

 2 階平面図 ：A -03 

 M2 階平面図 ：A -04 

 3 階平面図 ：A -05 

 4 階平面図 ：A -06 

 5,6 階平面図 ：A -07 

 7,8 階平面図 ：A -08 

 9,10 階平面図 ：A -09 

 立面図 1 ：A -10 

 立面図 2 ：A -11 

 立面図 3 ：A -12 

 断面図 ：A -13 

 

 機材レイアウト図 1 ：EQ-01 

 機材レイアウト図 2 ：EQ-02 

 機材レイアウト図 3 ：EQ-03 

 機材レイアウト図 4 ：EQ-04 
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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

 本プロジェクトは、気象観測機材、通信機材の調達・据付及び建築工事からなり、それらの整合性

を図ることが重要である。 

 

1） 事業実施主体 

 本プロジェクトの事業実施主体は、内閣府航空部傘下の PMD であり、コンサルタント契約及びコン

トラクター契約の契約当事者である。PMD は「パ」国の気象業務を行う唯一の政府機関であり、気象

観測、気象データ通信、データ処理・解析、気象予報、気象情報伝達と、気象に係わる全ての業務を

行っている。 

 

2） コンサルタント 

 「パ」国政府及び日本国政府間での交換公文（E／N）及び「パ」国側と JICA の間での贈与契約（G

／A）署名後、本プロジェクトのコンサルティング・サービス契約が早急に締結されることが肝要で

ある。コンサルティング・サービス契約は、PMD と、日本国の法律に従って設立され、日本国内に主

たる事務所を有し、且つ JICA の推薦を受けたコンサルタントの間で締結される。 

 コンサルティング・サービスの契約締結後、コンサルタントは本プロジェクトのコンサルタントと

なる。コンサルタントは「パ」国及び日本国内で詳細設計を行い、技術的仕様書、図面、図表等を含

む入札書類を作成する。これに加え、コンサルタントは PMD が主催する入札会の補助を行い、本プロ

ジェクトを成功裏に完了するために施工・調達監理を引き続き行う。 

 

3） 請負者（コントラクター） 

 本プロジェクトの請負者（機材調達業者及び建設工事業者）は、一定の資格を有する日本国法人を

対象とした一般競争入札により選定される。選定された請負者は、PMD と結ばれる契約に基づき、施

設建設、機材製作・調達・設置等を行う。 

 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

＜機材設置に関する留意事項＞ 

気象レーダーシステム、コンピューターをはじめ、複雑な電気・電子回路を有する機器類が本プロ

ジェクトで建設されるレーダー塔施設に据付けられる。建設工程に従い、電源装置、バックアップ装
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置機器（AVR、電源供給キャパシタ等）の据付け、機器の調整・配線時には、電気技術者の派遣が必

要である。また、レーダーシステム、コンピューター機器、複雑な気象観測機器の設置、調整、試験

稼動時には、全システムに高い精度と機能を発揮させるため、気象レーダーシステム、データ伝送、

コンピューターネットワーク、ソフトウェア等技術者の派遣が必要となる。高い精度と機能は、正確

な気象観測に欠かすことができないものである。 

更に、PMD による機材の適切で効果的な運用保守をはかるため、据付け工事期間中及び据付け完了

後に、派遣された技術者より、PMD 技術者への技術移転として、現地研修（OJT）を実施する。 

 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本案件の実施にあたり、日本国無償資金協力と「パ」国側の施工区分を次に示す。 

表51  プロジェクトの実施期間中及び完了後の日本国無償資金協力と「パ」国側の施工区分 

No. 項目 
日本政府無償資金

による負担範囲 

「パ」国（PMD）に

よる負担範囲 

 一般項目   
1 「パ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般  ● 
2 「パ」国で必要な環境影響評価手続き（必要であれば）  ● 

3 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸

揚げ港での通関手続きに必要な書類の通関業者/輸送業者（請負業者に

より雇用された）に対する提供及びプロジェクト実施期間中及び瑕疵

期間中に不具合が発生した機材及び/又は予備品を製造メーカーの工

場にて修理/交換/再輸入するための手続き 

 ● 

4 

PMD イスラマバード本局及び PMD ムルタン気象事務所において、本プロ

ジェクトの実施に必要となる、コンサルタントと請負業者に必要なイ

ンターネット接続可能な作業スペースの提供 

 ● 

5 海外（日本）からの材料や機材の海上（航空）輸送 ●  
6 「パ」国の陸揚げ港から各サイトまでの国内輸送 ●  

7 

「パ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、本プ

ロジェクト実施に関与する人員のビザ発給の保証（期間延長を含む）

及び必要な手続き等、「パ」国入国及び滞在に必要となる事項 

 ● 

8 

契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、日本及び諸外国（従

属国を含む）国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員に対

して、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税の免除 

 ● 

9 銀行口座の開設（銀行取極め）  ● 

10 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正

（要請に応じて）のための銀行手数料の支払い 
 ● 

11 
本プロジェクトの実施に必要な、日本の無償資金が負担する項目以外

の全ての費用負担 
 ● 

 安全対策項目   

12 

安全に係る 大限の対応と、本プロジェクトの実施前及び実施期間中

の各サイトにおける日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、

本プロジェクト実施に関与する人員の安全確保 

 ● 

13 現地警察によるムルタン計画サイト周辺の警備の手配  ● 
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14 
現地警察によるコンサルタント及びコントラクター要員の宿舎周辺の

警備の手配 
 ● 

15 
コンサルタント及びコントラクター要員の宿舎とムルタン計画サイト

間の移動時の現地警察によるエスコート警備の手配 
 ● 

16 

ムルタン計画サイト及び仮設施設用スペースを囲うためのコンクリー

ト製セキュリティ境界壁建設（高さ 3m及び 6m）＋有刺鉄線（車止めゲ

ート＋スライド式主ゲート:幅 4m 及び裏ゲート:幅 4m を含む） 

● 
 

17 工事期間中に使用する防犯カメラ及び夜間監視用照明の設置 ● 

18 ムルタン計画サイト内の警備員（24 時間、3交代制）の配置 ● 

19 
工事期間中の警備用機器(車下確認用ミラー、門型金属探知機及びハン

ディ型金属探知機)の調達 
●  

20 
コンサルタント及びコントラクター要員の非常時連絡用の衛星携帯電

話及び Wi-Fi 用ポケットルーター 
●  

 気象レーダー塔施設建設   
21 建設工事前までに、ムルタン計画サイトの盛土、転圧、整地 ● 

22 
コンサルタント及び建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の

仮設設備のため、ムルタン計画サイトにおけるスペースの提供 
 ● 

23 気象レーダー塔施設建設に必要となる関係機関からの許可取得  ● 

24 

建設工事前までに、ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に必

要な、容量 150kVA 以上の商用電源（400V、3 相 4 線、50Hz）の基幹電

気ラインからの敷設（電柱、ケーブル等を含む）の確保 

 ● 

25 

建設工事前までに、ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に対

する商用電源供給に必要なステップダウントランス（容量 150kVA 以上）

の設置（400V、3 相 4線、50Hz） 

 ● 

26 既設高圧電線の移設  ● 
27 ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に必要な電話設備の整備  ● 
28 建設作業のための仮設（電気）の提供  ● 

29 

気象レーダー塔施設建設のための 

a) 建築・土木工事 

b) 電気設備工事（避雷設備を含む） 

c) 空調・換気設備工事 

d) 衛生設備工事 

●  

30 気象レーダー塔施設用家具の調達・設置 ●  
31 ガーデニング、敷地内外の外部照明等の屋外施設の整備  ● 

32 
気象レーダー塔施設及び設備運用・維持管理に関しての、請負業者に

よる PMD に対する初期運用研修 
●  

33 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

34 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで建

設された気象レーダー塔施設に対する保証の提供 
●  

 機材の設置作業   

35 
設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の無償提

供 
 ● 

36 

ムルタン気象レーダーシステム、偏波機構試験装置及び気象データ通

信システム（ムルタン気象レーダー観測所とムルタン国際空港内 PMD

気象事務所間）の周波数の取得 

 ● 

37 

気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要となるVPN

（Virtual Private Network）構築のための信頼性が高く且つ高速なイ

ンターネット環境の提供（PMDイスラマバード本局 国家気象予報センタ

ー、ムルタン国際空港内PMDムルタン気象事務所（予報室）及びPMDラホ

ール洪水予報部） 

 ● 
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38 

供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供及びネ

ットワークを構築するために必要な既存機器の設定（ルーターの設定

等） 

 ● 

39 

供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、PMD イスラ

マバード本局 国家気象予報センター、ムルタン国際空港内 PMD ムルタ

ン気象事務所（予報室）及び PMD ラホール洪水予報部での必要スペー

スの確保 

 ● 

40 
ムルタン国際空港内 PMD ムルタン気象事務所（予報室）にエアコン設

備（1台）の設置  
● 

41 本プロジェクトの実施に必要な機材の調達・設置・調整 ●  
42 本プロジェクトで調達される機材の設置用家具の調達・設置・調整 ●  
43 リライアビリティーテスト、 終テスト、全システムの稼働開始 ●  

44 
調達機材の運用・維持管理及びレーダーデータ/プロダクト表示ソフト

ウェアに関する、請負業者による PMD に向けた初期運用研修 
●  

45 
レーダー画像に河川、湖沼、ダム、行政区域（地方、州、市、区、区

等）を表示するために必要な地図データの作成/調達の支援 
 ● 

46 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

47 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで設

置された機材に対する保証の提供 
●  

 本プロジェクト完了後   

48 

機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員（確固たる技術と気象レー

ダーの運用・維持管理に関する豊富な経験を有する責任者を含む）の

配置 

 ● 

49 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達及び PMD

が希望するのであれば、機材メーカーとの維持管理契約の締結 
 ● 

50 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が長期にわたり効率

的に機能するための適切な運用・維持管理 
 ● 

51 
本プロジェクトで建設された施設と調達機材の長期にわたる効果的利

活用 
 ● 

52 円滑な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保  ● 

53 
全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーションソフトウェ

アの定期的なアップデート 
 ● 

54 

データ保管のスケジュールに沿った、レーダー観測生データとレーダ

ープロダクトの保管に必要となる適切な数と容量を有するディスクメ

ディア、ハードディスク、ソリッドステートディスクの調達 

 ● 

 

上表の No.16 及び No.21 の負担項目は規模が大きく、土木建設工事に関する特殊技術知識や経験が

必要となることから、気象組織である PMD による工事実施・監理は困難である。プロジェクト実施の

遅延を防止するためにも、実施予算を日本国側負担経費に含めて、ムルタン気象レーダー塔施設建設

工事の一部として本プロジェクトのコントラクター（施設建設工事会社）により実施する計画とした。

盛土を適切に実施するには、以下の土木に関連する特殊な専門知識と豊富な経験が必要となる。 

 

 盛土材料の選定：盛土材料の性質を把握し、圧縮性が小さく盛土後の沈下や変形が少ないこと、

トラフィカビリティ（施工現場の地面が建設機械の走行に耐えられるかどうかを表す度合）の確

保、支持力確保の確認 

 盛土の材料調整：専門技術者による盛土材料の含水比調整または粒度調整の実施 
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 敷きならし：盛土材料の運搬、敷きならし機械の選定、盛土敷きならし厚さの管理計画の策定 

 締固め：試験盛土を実施し、締固めに用いる施工機械や締固め回数などの施工方法の決定 

 品質管理：密度測定及び強度測定、締固めの品質管理の実施 

 

 ムルタン計画サイトの盛土、転圧、整地（上表の No.21） 

ムルタン気象レーダー観測所構築のための計画サイトは、前面道路よりも 3.5m 以上低くなってい

ることから、以下に示したように、約 15,900m3の盛土が必要となる。盛土は、コンクリート製セキュ

リティ境界壁建設後に実施される。 

3,180m2（敷地面積）×3.5m（深さ）×1.2（積算上の割増率）=13,356m3 

840m2（敷地面積）×2.5m（深さ）×1.2（積算上の割増率）=2,520m3 

必要な盛土量：15,876m3 

実施に必要な期間：1.5 ヶ月 

 

 コンクリート製セキュリティ境界壁建設＋有刺鉄線（上表の No.16） 

 

PMD を含め、ムルタン警察や JICA パキスタン事務所のセキュリティ担当者と協議を行った結果、プ

ロジェクトの実施期間中の安全を確保するため、ムルタン気象レーダー観測所構築のための計画サイ

トを囲うためのコンクリート製セキュリティ境界壁建設（高さ 3m 及び 6m）＋有刺鉄線（車止めゲー

ト＋スライド式主ゲート:幅 4m 及び裏ゲート:幅 4m を含む）が不可欠である。 

コンクリート製セキュリティ境界壁建設高さ 3m：約 109m 

コンクリート製セキュリティ境界壁建設高さ 6m：約 113m 

実施に必要な期間：3.5 ヶ月 

 

 

３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

1） 施工監理主要方針 

① 日本を含む諸外国国籍を有する、本プロジェクトに任命された人員の安全確保を第一優先とす

る。 

② 我が国の無償資金協力方針及び準備調査設計内容に従い、機材調達、施工監理業務を実施する。 

③ 関係機関や担当者と密接に連絡をとる。 

④ 公正な立場に立って、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導と助言を行う。 
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⑤ 災害を引き起こすであろう気象現象の発生を的確に把握し、安全を 優先に工事を進める。 

 

2） 工事監理体制 

① 施設建設工事期間及び機材据付期間中は現地常駐監理者を 低 1 名「パ」国に派遣する。常駐

監理者は PMD の担当者とともに、施工指導、監理等を行う。 

② 機材の設置・調整及びソフトウェアインストールに際しては、適宜コンサルタント監理者（各

システム・装置に関する技術者）を現地に派遣し、指導・検査等を行う。 

③ 国内に支援要員を配置し、機材の性能検査、調整、検査等に立ち会う。 

④ サイトでのデータ伝送テスト時には、適宜関連技術者を現地に派遣する。 

 

3） 監理業務内容 

① 監理業務 

コンサルタントは実施機関の代理として入札関連・調達監理業務を実施する。 

② 施工図、資機材等の検査・確認 

コンサルタントは、コントラクターから提出される施工図、製作図等の検査・確認を行う。 

③ 進捗監理 

コンサルタントは、必要に応じて実施機関や在パキスタン日本国大使館、JICA パキスタン事務

所を含む関係機関へ進捗状況を報告する。 

④ 支払い承認手続き 

コンサルタントは、支払い手続きに関する協力を行う。 

 

３－２－４－５ 建設工事に関する品質管理計画 

 

ムルタンでは、日中は気温が 30 度を超える時も多々あることから、コンクリート温度が 30 度を超

す暑中コンクリート対策や外気温が下がる夜間でのコンクリート打設作業が必要となる。暑中コンク

リートを含むコンクリートの品質管理として、コンクリート打設時の外気温とコンクリート温度を測

定し、コンクリートの品質を確保する。主要工種の品質管理計画は、以下の通りである。 

 



  

 
 

3-71 

表 52  品質管理計画 
工事 工種 管理項目 方法 備考 

躯体工事 ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 

ｽﾗﾝﾌﾟ･空気量･温度 

圧縮強度試験 

塩化物料試験 

ｱﾙｶﾘ骨材反応試験 

公的試験所にて圧縮強度試験

を行う。 

塩化物料試験及びｱﾙｶﾘ骨材反

応試験は、民間の試験所に依頼

する。 

鉄筋工事 鉄筋 

配筋 

鉄筋引張試験､ﾐﾙｼｰﾄ確認 

配筋検査(寸法､位置) 

工場製品の検査成績書確認

鉄筋引張強度試験は、民間の試

験所に依頼する。 

杭工事 材料、支持力 支持力の確認  

仕上げ工事 屋根工事 出来映え･漏水 外観目視･散水検査  

 ﾀｲﾙ工事 出来映え 外観目視検査 

左官工事 出来映え 外観目視検査 

建具工事 製品 

取付精度 

工場製品の検査成績書確認

外観･寸法検査 

塗装工事 出来映え 外観目視検査 

内装工事全般 製品･出来映え 外観目視検査 

電気工事 受変電設備工事 性能･動作･据付状況 工場製品の検査成績書確認

耐圧･ﾒｶﾞｰ･動作ﾃｽﾄ･外観 

 

 配管工事 屈曲状況､支持間隔 外観･寸法検査 

電線､ｹｰﾌﾞﾙ工事 ｼｰｽの損傷 

接続箇所の緩み 

成績書確認､敷設前清掃 

ﾎﾞﾙﾄ増締後ﾏｰｷﾝｸﾞ 

避雷針工事 抵抗値､導体支持 抵抗測定･外観･寸法検査 

照明工事 性能･動作･取付状況 成績書確認･照度ﾃｽﾄ･外観

機械設備工事 給水配管工事 支持間隔､漏水 外観､漏水､水圧ﾃｽﾄ  

 排水配管工事 勾配･支持間隔･漏水 外観､漏水､通水ﾃｽﾄ 

空調機工事 性能･動作･据付状況 成績書確認､室温ﾃｽﾄ 

衛生陶器取付工事 動作･取付状況･漏水 外観､通水ﾃｽﾄ 

 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

（1） 機材調達 

 

機材・システムを供給するにあたり も留意すべきことは、保守の方法と、「パ」国内での必要な

部品や消耗品の調達状況である。機材の調達は本プロジェクト完成後における保守を考慮しなければ

ならない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムで既に実用化され且つ技術が確立され

ており、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるものとして確認されているシステムは、

日本製である。固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラーレーダーシステムの心臓部である送信装置

は、一般的に平均故障間隔（Mean Time Between Failure: MTBF）：約 50,000 時間、平均修理時間（Mean 

Time To Repair: MTTR）：0.5 時間（部品交換時間）として設計されている。また我が国の無償資金協

力により、途上国に整備された日本製気象レーダーシステムの殆どが、長年にわたり良好に稼働して

いることから、世界的にも日本製気象レーダーシステムに対する信頼度が高い。特に運用維持管理の

面で問題が多い途上国においては、日本製気象レーダーシステムが 適である。 

「パ」国には、主なコンピューター機器製造メーカーの支社／現地法人があり、また代理店も多く
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存在する。そのためコンピューター機器の維持管理の容易さを考慮すると、「パ」国内の市場で販売

されている機器を、本プロジェクトのコンピューターシステムや、その他の複雑なシステムに使用す

ることが重要である。なお、機器の調達計画は、可能な限りの機種の統一化、スペアパーツの調達と

保守作業の容易さ等の視点で決定することが望ましい。 

 

（2） 建設資材 

 

1) 建設資材調達方針 

主要建設資材は現地調達が可能であるため、現地調達を基本とする。また ASEAN 諸国等から輸

入された建設資材が現地市場に出回っており、容易に入手可能であるため、現地調達と見なす。

施設完成後の維持管理の点でも有利であるため、現地調達可能な資材を積極的に活用する。 

 

2) 建設資材調達計画 

① 建築躯体工事 

通常ポルトランドセメントは「パ」国内で生産されており、50kg の袋詰めで供給されている。

コンクリート用の粗骨材及び細骨材はムルタン市内で調達でき、生コンクリート、鉄筋及び型枠

に関しては、「パ」国内で調達可能である。また、コンクリートブロックも、現地製品が使用可能

である。 

 

② 建築内外装工事 

内外装資材の木材、タイル、塗料、ガラス、アルミ製品等は、現地製品及び輸入製品ともに市

場に出回っており調達可能であるため、現地調達を原則とする。 

 

③ 空調衛生工事 

外国製空調機器、換気ファン、ポンプ類、各種器具類、衛生陶器類は現地市場では一般的であ

るが、容量の大きな空調機器及び換気ファンも現地で調達可能である。 

 

④ 電気工事 

現地製品及び輸入製品の照明器具、スイッチ類、ランプ、電線、ケーブル、配管材等が現地市

場に出回っているため、維持管理を重視し現地調達を原則とする。配電盤、分電盤、制御盤等の

注文生産品も、ASEAN 諸国等より輸入されたものが調達可能である。 



  

 
 

3-73 

表 53  主要建設資材調達計画表 建築工事 

建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ◎  ✓   

砂･砂利 ◎  ✓   

鉄筋 ◎  ✓   

型枠 (ﾍﾞﾆﾔ) ◎  ✓   

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 △  ✓   

木材 ◎  ✓   

ｱﾙﾐ製建具 △  ✓   

鋼製建具 △  ✓   

木製建具 ◎  ✓   

ﾄﾞｱﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾛｯｸｾｯﾄ ◎  ✓   

ﾌﾛｱｰﾋﾝｼﾞ ◎  ✓   

普通ｶﾞﾗｽ ◎  ✓   

ｶﾞﾗｽﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

ｻｲｸﾛﾝｶﾞﾗｽ（合わせｶﾞﾗｽ） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱ（一般用） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱ（耐重用） △  ✓   

塗料 ◎  ✓   

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

ｾﾒﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

吸音板(T ﾊﾞｰ) ◎  ✓   

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ、ｸﾞﾗｽｸﾛｽ ◎  ✓   

ｶｰﾍﾟｯﾄﾀｲﾙ △  ✓   

PVC ﾀｲﾙ ◎  ✓   

磁器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

陶器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

床点検口 ◎  ✓   

流し台ｾｯﾄ ◎  ✓   

ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ ◎  ✓   

ｽﾁｰﾙ製竪樋 (溶融亜鉛ﾒｯｷ) ◎  ✓   

外構用ｺﾝｸﾘ-ﾄ舗装ﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

吹付ﾀｲﾙ塗装材 ◎  ✓   

ｺｰｷﾝｸﾞ ◎  ✓   

注) ◎ 「パ」国の市場で入手が容易 

   △ 「パ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「パ」国の市場で入手困難 
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表 54  主要建設資材調達計画表 空調・衛生・電気設備工事 

工事種別 建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

空調設備 空調機 △  ✓   

全熱交換機 △  ✓   

換気機器 △  ✓   

給排水･衛生設備 衛生陶器 ◎  ✓   

配管材 ◎  ✓   

消火器 ◎  ✓   

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ ◎  ✓   

電気温水器 ◎  ✓   

電気設備 照明器具（LED を含む） ◎  ✓   

航空障害灯（LED） △ 日本   ✓ 

盤類(操作回路) △  ✓   

電線･ｹｰﾌﾞﾙ類 ◎  ✓   

電線管 (PVC) ◎  ✓   

電線管 (金属管) ◎  ✓   

ｹ-ﾌﾞﾙ ﾗｯｸ ◎  ✓   

電話設備 △  ✓   

耐雷ﾄﾗﾝｽ △ 日本   ✓ 

AVR △ 日本   ✓ 

火災報知設備 ◎  ✓   

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 ◎  ✓   

避雷設備 ◎  ✓   
注) ◎ 「パ」国の市場で入手が容易 

   △ 「パ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「パ」国の市場で入手困難 

 
 

3) 輸送計画 

国際的な主要地から資機材を輸送する場合、「パ」国の主要港であるカラチ港まで海上輸送し、

カラチ港にて陸揚げした後、各サイトまで陸路にて輸送する事となる。日本の主要港からカラチ港

までの、定期船の配船予定及び所要日数を下表に示した。 

 

 

 

＜輸入免税手続＞ 

「パ」国で輸入免税手続を行う場合には、下表に示した 2段階の手続きを行う必要がある。必要書

類を連邦歳入庁（Federal Board of Revenue：FBR）へ提出後、輸入品免税証明書の取得には 短

で約 1ヶ月間を要することから、可能な限り早い段階で手続きを開始することが重要である。 

 

 

表 55  日本から「パ」国のカラチ港への配船予定 

出荷地 配船予定数 所要日数 

日本（横浜、東京、名古屋、神戸） 約 6船/週 約 30～40 日間 
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表 56  免税及び通関必要手続き 

必要手続き 申請先 書類提出時期 必要期間
パキスタン気象局（PMD）の 

必要提出書類 
申請者 

輸入品免税 
連邦歳入庁

（FBR） 

交換公文署名

後すぐ 
1 ヶ月 交換公文：コピー1部 

パキスタン

気象局（PMD）
通関 税関 入港後すぐ 10 日間

船積み書類 

∙ 船積み送り状：オリジナル1部 

∙ 船荷証券：オリジナル1部 

∙ パッキングリスト：オリジナル1部 

∙ 連邦歳入庁（FBR）発行の免税証明書：

コピー1部 

 

 

＜「パ」国内の輸送＞ 

カラチ港で陸揚げされた機材は、ムルタン、イスラマバードの

各サイトまで、 長で約 1,800km（4～5 日間）をコンテナトレ

ーラーにて輸送する。道路の状態は悪くないものの、カラチか

らムルタンまでは、輸送途中の盗難等、危険性が高いことから、

コンテナの状態のまま施錠し輸送する。また区間によっては、

夜間走行を避ける等の対処が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２－４－７ 初期操作指導・運用指導等計画 

 

初期操作指導及び運用指導は、基本的に機材据付工事完了後に実施する。初期操作指導に関して

は、実際の各システム運用シミュレーションを兼ねて実施する。 

しかしながら気象レーダーシステムは、機材据付工事完了後では運用指導が出来ない項目もあるた

出荷国 

(日本) 

→ コンテナ船 → 

所要日数：約 30～40 日

配船頻度：約 6便/週 

積替え地：シンガポー

ル、上海等 

カラチ港 

→トラック→

4日 1,780km → 

 

 

→ 

イスラマバー

ド 

通関 

10 日間

仕分け

1日間
3日 1,060km ムルタン 

図 25  各サイトまでの輸送期間 

 
 

内陸輸送 海上輸送 

イスラマバード

ムルタン

カラチ 

図 24  国内輸送ルート 
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め、機材据付工事を通して配線、配管（導波管）、ユニット交換・調整、送信機の放電方法等を PMD

技術者に対して指導を実施する。 

初期操作指導及び運用指導を行うシステムと実施場所は次の通りである。 

表 57  初期操作指導・運用指導等実施場所 

内容 
ムルタン気象 

レーダー観測所

PMDイスラマバード

本局 国家気象予

報センター 

ムルタン国際空港内

PMD 気象事務所 

PMD ラホール 

洪水予報部 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステム 

 電源設備 

 空中線設備 

 レーダー装置 

 気象データ伝送設備 

 コンピューターネットワーク装置 

 パワーバックアップ設備 

 ソフトウェア 

○ - - - 

気象レーダー中央処理システム 

 電源設備 

 コンピューターネットワーク装置 

 ソフトウェア 

- ○ - - 

気象レーダーデータ表示システム 

 電源設備 

 コンピューターネットワーク装置 

 ソフトウェア 

○ ○ ○ ○ 

気象データ通信システム 

 電源設備 

 通信装置 

 コンピューターネットワーク設備 

 アプリケーションソフトウェア 

○ - ○ - 

 

初期操作指導・運用指導以外にも、気象レーダーシステム据付工事期間（機材揚重及び各ユニット

据付作業後）に、据付・調整作業を PMD 職員、コンサルタント及びコントラクターが共同で行う研修

の実施が技術移転には極めて有効である。各ユニットを完全に据付け、配線、ソフトウェアインスト

ール等をコントラクター側が全て実施した後に研修を行った場合、各ユニット内の配線経路やユニッ

トの接続等、分解しないと見えない部位があり、深部の技術移転が困難となる。またソフトウェアイ

ンストールに関しても実際に自分達で行うことが習熟に繋がるため、繰り返し行うことが肝要である。

故障時等には、PMD 技術者が分解やソフトウェアの再インストールをしなくてはいけないケースも発

生することから、機材据付け時点でノウハウを伝授する。 

 

 



  

 
 

3-77 

３－２－４－８ ソフトコンポーネント計画 

（1） ソフトコンポーネント 

PMD 技術職員はコンピューターを含むデジタル気象観測機材には習熟しているものの、本プロジェ

クトで導入予定の Sバンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラーレーダーシステムは、現状、世

界の 新技術を駆使したシステムで、「パ」国では初めて整備されるものであるため、当該システム

の運用維持管理の経験を有する技術職員が PMD にはいない。そのため、導入される気象レーダーシス

テムの運用維持管理を円滑に開始し、且つプロジェクト成果の持続性を確保ができるよう、本プロジ

ェクト実施中において、ソフトコンポーネントを投入することが妥当であると判断した。 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

PMD が、独自で S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステムの確実な運用

ができるようになること。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 

表 58  ソフトコンポーネントの成果 

No. 
活動（技術移転）

項目 
成果 成果指標 

成果達成度の 

確認方法 

1 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム点検、調整、

軽微な故障の探究・

処置・復旧及び重大

な故障発生時の対応 

PMD 職員が気象レ

ーダー機器のメ

ンテナンス方法

を習得する 

点検、調整、軽微な故障の探究・処置・

復旧（a.測定器類を用いた定期保守点

検、b.予備品の実機への組入れ後のシ

ステムの動作確認（観測状況）、c.重大

な故障発生時の対応（コンサルタント

及び製造メーカーへの情報伝達、技術

アドバイス受領等） 

1)測定器類を用いた定期保守点

検、2)予備品の実機への組入れ後

の動作確認（観測状況）、3) 軽微

な故障の探求・処置・復旧確認作

業、4) 重大な故障発生時の対応に

関する習熟度を、目視及びインタ

ビューにより確認する 

2 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム概要・保守

管理マニュアル及び

レーダーシステム保

守管理台帳を活用し

た迅速且つ適切な気

象レーダー運用・管

理（観測生データの

取得方法及びデータ

テーブルの読み方を

含む） 

PMD職員が気象レ

ーダーの運用・管

理方法を習得す

る 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステム概要・

保守管理マニュアル及び保守管理台帳

を活用した、迅速且つ適切な運用・管

理技術 

観測生データの取得方法及びデータテ

ーブルの読み方 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏

波気象ドップラーレーダーシステ

ム概要・保守管理マニュアルの利

用頻度、保守管理台帳の活用を記

載内容及びインタビューにより確

認する 

3 

気象レーダー基礎、

データ品質管理概要

及び降雨強度及びド

PMD職員が気象レ

ーダーを適切に

操作できる 

気象現象を的確に把握し、気象レーダ

ー観測データを予報業務に活用するた

め、降雨強度及びドップラー速度観測

観測シークエンス・スケジュール

に沿った気象レーダー観測の実施

を、降雨強度及びドップラー速度
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ップラー速度観測の

シークエンス・スケ

ジュールに従った気

象レーダー観測及び

観測 

のシークエンス・スケジュールに従っ

た気象レーダー観測 

観測データにより確認する 

 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は「表 58 ソフトコンポーネントの成果」に示した

通りである。 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 

表59  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる 

技術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲット

グループ
実施方法 実施リソース 成果品 

成果 1：Sバ

ンド固体化

電力増幅式

2 重偏波気

象ドップラ

ーレーダー

システムの

点検、調整、

軽微な故障

の探究・処

置・復旧技

術を PMD 技

術者が習得

する 

Sバンド固体

化電力増幅

式 2 重偏波

気象ドップ

ラーレーダ

ーシステム

の調整・軽微

な故障の探

求を行える技

術を有する技

術者 

PMD は、アナログ気

象レーダーシステ

ムの調整・故障探

求の実施経験のみ

であるため、デジ

タル気象レーダー

システムの技術が

必要 

次表に示し

た通り 

測定器類を用いた定

期保守点検研修 

気象レーダー調

整・故障探求技術

担当コンサルタン

ト：1.07 人月（現

地 技 術 移 転 期

間：32 日） 

直接支援型 

測定器類を用いた定

期保守点検実施手順

書 納入された予備品の

実機への組入れ後の

動作確認（観測状況）

研修 
予備品の実機への組

入れ後の動作確認

（観測状況）手順書
故障状態を想定した

故障探求・処置・復

旧確認研修 

重大な故障発生時の

対応研修 故障探求・処置・復

旧確認手順書 実施手順書の作成 

重大な故障発生時の

対応手順書 

成果 2：PMD

技術者が、S

バンド固体

化電力増幅

式 2 重偏波

気象ドップ

ラーレーダ

ーシステム

のマニュア

ル概要及び

保守管理台

帳を活用し

た迅速且つ

適 切 な 運

用・管理技

術を習得す

気象レーダー

の運用・管理

を行える技術

を有する技術

者 

PMD は、アナログ気

象レーダーシステ

ムの運用・管理を行

った経験のみであ

るため、デジタル

気象ドップラーレ

ーダーレーダーシ

ステムのマニュア

ル概要及び保守管

理台帳に沿った運

用・管理が実施で

きる技術が必要

（観測生データの

取得方法及びデー

タテーブルの読み

方を含む） 

次表に示し

た通り 

PMD 技術者との技術

ディスカッション 

気象レーダー運

用・管理技術担当

コンサルタント：

1.17 人月（現地

技術移転期間：

35 日） 

直接支援型 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム概要・保守

管理マニュアル 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システムマニュアル

から 重要部分の選

出 

レーダーシステム保

守管理台帳 

• システム障害/ト

ラブルの発生日時

• システム障害/ト

ラブルの原因（異

音、部分的な劣化、

その他） 

• 実施した復旧手順

• 交換した部品の名

称及び数量 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム概要・保守

管理マニュアルの作

成 

レーダーシステム保

守管理台帳の作成 
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る（観測生

データの取

得方法及び

データテー

ブルの読み

方を含む） 

PMD 技術者による S

バンド固体化電力増

幅式 2 重偏波気象ド

ップラーレーダーシ

ステム概要・保守管

理マニュアル及び保

守管理台帳の使用 

• 復旧/トラブルシ

ューティングを行

ったエンジニアの

氏名 

• 観測生データの取

得方法及びデータ

テーブルの読み方

観測生データの取得

方法及びデータテー

ブルの読み方 

成果 3：降

雨強度及び

ドップラー

速度観測の

シークエン

ス・スケジ

ュールに従

った気象レ

ーダー観測

が開始され

る 

 

気象レーダー

観測データよ

りクラッター

及びブライ

ンドエリア

の特定が行

え且つ「パ」

国の気象現

象に即した

観測のシー

クエンス・ス

ケジュール

の作成技術

を有する技術

者 

既設アナログ気象

レーダーシステム

には CAPPI 機能が

なかったことか

ら、PMD は CAPPI

による観測を実施

した経験がないた

め、CAPPI による降

雨強度及びドップ

ラー速度観測のシ

ークエンス・スケ

ジュール作成に関

する技術が必要 

次表に示し

た通り 

PMD 予報官及び技術

者との技術ディスカ

ッション及び座学

（気象レーダー基

礎、データ品質管理

概要） 

気象レーダー観測

技術担当コンサル

タント：1.17 人

月（現地技術移

転期間：35 日） 

直接支援型 

降雨強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュ

ール 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システムのクラッタ

ー及び各アンテナ仰

角時のブラインドエ

リアの特定 

各アンテナ仰角時の

ブラインドエリア図

の作成 

降雨強度及びドップ

ラー速度観測の一般

的なシークエンス・

スケジュールの作成

降雨強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュ

ールに従った気象レ

ーダー観測の実施 

 

各成果のターゲットグループを以下の表に示す。 

 

表 60  各成果のターゲットグループ 

 

 

 

（6） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通りである。 

 

成果 1、2及び 3のターゲットグループ 成果 3 ターゲットグループ 

イスラマバード 人数 ムルタン 人数 イスラマバード 人数

主任技師職員 1 主任技師職員 0 気象予報センター職員 15 

電子技師職員 1 電子技師職員 2   

電子技師補 1 電子技師補 1 ムルタン 人数

技師補助職員 4 技師補助職員 2 気象職員(気象補助員を含む) 6 

機械工職員 6 機械工職員 0   
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表 61  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

Sバンド固体化電力増幅式2重偏波気象ドップラーレーダーシステムの1)測定器

類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ後の動作確認（観測状況）、

3)軽微な故障の探求・処置・復旧確認作業実施手順書、4)重大な故障発生時の対

応手順書 

 
20 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステム概要・保守管理

マニュアル 

技術移転実施後 
30 

Sバンド固体化電力増幅式2重偏波気象ドップラーレーダーシステム保守管理台帳 10 

降雨強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール 15 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
50 
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３－２－４－９ 実施工程 

 

表 62  実施工程 

工事準備・外塀・盛土

31

ソフトコンポーネント

ムルタン気象レーダー観測所

PMDイスラマバード本局　国家気象予報センター

機材調達・据付工事

ソフトコンポ―ネント（活動 No.1）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.2）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.3）

電気・空調・衛生設備工事

機材据付／調整

ムルタン国際空港内PMD気象事務所

機材調達・据付工事

仮設・杭・基礎工事

躯体工事

仕上工事

29 30

建設工事

16 17 189 281511 12 13 143 4 5 6 7 8

実施設計

詳細設計

入札業務

10

5 6 7 8

24 25 26 271 2 19 20 21 22 23

機材製作

機材輸送

1 2 3 4

機材輸送

機材据付／調整

機材製作

機材輸送

機材製作

PMDラホール洪水予報部

機材調達・据付工事

機材工事

機材据付／調整

機材製作

機材輸送

機材据付／調整

計：8.0ヶ月

計：23.5ヶ月

月

月

計：13.3ヶ月

計：13.3ヶ月

計：17.3ヶ月

計：13.3ヶ月
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３－３  相手国側分担事業の概要 

 

 日本国の無償資金援助による本プロジェクトの実施にあたり、「パ」国政府に要求される負担範囲

は次の通りである。 

表63  プロジェクトの実施期間中及び完了後の本プロジェクト実施に必要となる負担業務 
No. 項目 

 一般項目 

1 「パ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般 

2 「パ」国で必要な環境影響評価手続き（必要であれば） 

3 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要な書類

の通関業者/輸送業者（請負業者により雇用された）に対する提供及びプロジェクト実施期間中及び瑕疵期

間中に不具合が発生した機材及び/又は予備品を製造メーカーの工場にて修理/交換/再輸入するための手

続き 

4 
PMD イスラマバード本局及び PMD ムルタン気象事務所において、本プロジェクトの実施に必要となる、コ

ンサルタントと請負業者に必要なインターネット接続可能な作業スペースの提供 

5 
「パ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員のビ

ザ発給の保証（期間延長を含む）及び必要な手続き等、「パ」国入国及び滞在に必要となる事項 

6 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、本プ

ロジェクト実施に関与する人員に対して、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税の免除 

7 銀行口座の開設（銀行取極め） 

8 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のための銀行手数料

の支払い 

9 本プロジェクトの実施に必要な、日本の無償資金が負担する項目以外の全ての費用負担 

 安全対策項目 

10 
安全に係る 大限の対応と、本プロジェクトの実施前及び実施期間中の各サイトにおける日本及び諸外国

（従属国を含む）国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員の安全確保 

11 現地警察によるムルタン計画サイト周辺の警備の手配 

12 現地警察によるコンサルタント及びコントラクター要員の宿舎周辺の警備の手配 

13 
コンサルタント及びコントラクター要員の宿舎とムルタン計画サイト間の移動時の現地警察によるエスコ

ート警備の手配 

 気象レーダー塔施設建設 

14 
コンサルタント及び建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、ムルタン計画サイ

トにおけるスペースの提供 

15 気象レーダー塔施設建設に必要となる関係機関からの許可取得 

16 
建設工事前までに、ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に必要な、容量 150kVA 以上の商用電源

（400V、3 相 4線、50Hz）の基幹電気ラインからの敷設（電柱、ケーブル等を含む）の確保 

17 
建設工事前までに、ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダ

ウントランス（容量 150kVA 以上）の設置（400V、3 相 4線、50Hz） 

18 既設高圧電線の移設 

19 ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に必要な電話設備の整備 

20 建設作業のための仮設（電気）の提供 

21 ガーデニング、敷地内外の外部照明等の屋外施設の整備 

22 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等） 

 機材の設置作業 

23 設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の無償提供 

24 
ムルタン気象レーダーシステム、偏波機構試験装置及び気象データ通信システム（ムルタン気象レーダー

観測所とムルタン国際空港内 PMD 気象事務所間）の周波数の取得 
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25 

気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要となるVPN（Virtual Private Network）構築の

ための信頼性が高く且つ高速なインターネット環境の提供（PMDイスラマバード本局 国家気象予報センタ

ー、ムルタン国際空港内PMDムルタン気象事務所（予報室）及びPMDラホール洪水予報部） 

26 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供及びネットワークを構築するために必要

な既存機器の設定（ルーターの設定等） 

27 

供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター、

ムルタン国際空港内 PMD ムルタン気象事務所（予報室）及び PMD ラホール洪水予報部での必要スペースの

確保 

28 ムルタン国際空港内 PMD ムルタン気象事務所（予報室）にエアコン設備（1台）の設置 

29 
レーダー画像に河川、湖沼、ダム、行政区域（地方、州、市、区、区等）を表示するために必要な地図デ

ータの作成/調達の支援 

30 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等） 

 本プロジェクト完了後 

31 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員（確固たる技術と気象レーダーの運用・維持管理に関する豊富

な経験を有する責任者を含む）の配置 

32 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達及び PMD が希望するのであれば、機材メー

カーとの維持管理契約の締結 

33 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が長期にわたり効率的に機能するための適切な運用・維

持管理 

34 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の長期にわたる効果的利活用 

35 円滑な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保 

36 全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーションソフトウェアの定期的なアップデート 

37 
データ保管のスケジュールに沿った、レーダー観測生データとレーダープロダクトの保管に必要となる適

切な数と容量を有するディスクメディア、ハードディスク、ソリッドステートディスクの調達 

 

 

３－４  プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） 機材の運営維持管理計画 

 

1) 気象レーダーの運用計画 

PMD は、本プロジェクト完工後の気象レーダーシステムの運用は、少なくともモンスーン期の間は、

24 時間無停止の運用を実施する計画である。 

 

2) ムルタン気象レーダー観測所の人員配置計画 

ムルタン国際空港内にあるムルタン気象事務所では、現在、50 名の職員が 4シフト体制で勤務をし

ているが、PMD は、本プロジェクト完了後にムルタン気象レーダー観測所を地域気象センターとする

計画を有していることから、 終的には以下の図に示した 31 名の人員を、現在の 50 名の職員に加え

てムルタンへ配置する計画である。 



  

 
 

3-84 

 

表 64  ムルタン気象レーダー観測所の職員配置計画 
番号 役職名 職員数 

1 統括気象職員（Principal Meteorologist） 1 

2 上級気象職員（Senior Meteorologist） 1 

3 気象職員（Meteorologist） 1 

4 電子技師職員（Electronic Engineer） 2 

5 気象職員補佐（Assistant Meteorologist） 2 

6 電子技師補佐（Assistant Electronic Engineer） 1 

7 電気技術員（Sub-Engineer Electrical） 3 

8 機械技術員（Sub-Engineer Mechanical） 1 

9 気象補助員 Meteorological Assistant 2 

10 計算機データ入力職員（Computer Data Entry Operator） 1 

11 上級観測員（Senior Observer） 4 

12 運転手（Driver） 1 

13 雑役員（Peon） 2 

14 セキュリティ職員（Security Guard） 5 

15 庭師（Gardener） 2 

16 掃除員（Sweeper）  2 

合計 31 

出典：PMD 
 

 

表 65  ムルタン気象レーダー観測所の予定勤務体制 

 午前シフト 午後シフト 夜勤 1 日の稼働職員数 

通常 
勤務時間 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00

13 
勤務職員数 7 3 3 

モンスーン期 

（7～9月） 

勤務時間 08:00～14:00 14:30～20:00 20:30～08:00
13 

勤務職員数 7 3 3 

緊急時（*） 気象現象の勢力による 
（*）危険な気象現象が発生した場合

 

 

3) 機材運用維持管理計画 

機材運用維持管理を適切に実施するため、以下のことを重点的に行うことが重要である。 

 スタッフへの技術訓練 

 問題・故障への対応方法の確立 

 部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

 定期的な部品交換やオーバーホールの実施 

 運用・管理体制の整備 

 技術的・財政的自立発展性の確保 

 

（2） 施設の運営維持管理計画 

 

気象レーダー塔施設の運用維持管理においては、①日常清掃の実施（便所を含む）、②磨耗・破
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損・老朽化に対する修繕、③安全性と防犯を目的とする警備、の 3 点が中心となる。日常清掃の励

行は、施設利用者である職員の勤務態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧になる。更

に、機材の性能をより長く維持するためにも重要である。又、破損・故障の早期発見と初期修繕に

つながり、設備機器の寿命を延ばす事にもなる。 

気象レーダー塔施設定期点検の概要は、一般的に以下の通りである。 

表 66  施設定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・外壁の補修・コーキング・塗替え 

・屋根の点検、補修 

・樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・外部建具廻りのシール点検・補修 

・マンホール等の定期的点検と清掃 

補修 1回/5 年、塗り替え 1回/15 年 

点検 1回/年、補修随時 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・内装の変更 

・間仕切り壁の補修・塗り替え 

・建具の締まり具合調整 

随時 

随時 

1 回/年、その他随時 

 

建築設備については、故障の修理や部品交換等の補修に至る前の、日常の「予防的メンテナンス」

が重要である。設備機器の寿命は、運転開始時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点検・給

油・調整・清掃等により、確実に延びるものである。これらの日常点検により、故障の発生を未然

に防止することができる。定期点検では、維持管理マニュアルに従って、消耗部品の交換やフィル

ターの洗浄を行う。 

更に維持管理要員による日常的な保守点検を励行する等の維持管理体制作りが肝要である。主要

機器の一般的耐用年数については次の通りである。 

表 67  設備機器の耐用年数 

設備 設備機器の種別 耐用年数 

電気 
・配電盤 

・LED 灯 

20～30 年 

20,000～60,000 時間 

給排水 
・配管・バルブ類 

・衛生陶器 

15 年 

25～30 年 

空調 
・配管類 

・空調機・排気ファン類 

15 年 

15 年 

 

 

３－５  プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業費総額は、概算で 21.20 億円となり、先に述べた

日本国と「パ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件によれば、以下の
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ように見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

1） 日本国側負担経費 

概算総事業費：2,097 百万円 

表 68  日本国側負担経費 

費目 概算事業費 

（1）施設建設 気象レーダー塔施設 1,061 百万円 

（2）機材費 

気象ドップラーレーダーシステム 

気象レーダー中央処理システム 

気象レーダーデータ表示システム 

気象データ通信システム 

835 百万円 

（3） ソフトコンポーネント 12 百万円 

（4） 設計監理費 189 百万円 

合計 2,097 百万円 

 

 

2） 「パ」国側負担経費 

概算総「パ」国側負担初度経費：約 23 百万円 

 

PMD による経費負担の実績と合意に従い、本プロジェクト実施に必要な初度経費を次のように算出

した。 

 

表 69  「パ」国政府/PMD が負担する初度経費の概算 
No. 費目 初度経費（ルピー）

1 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のた

めの銀行手数料の支払い 
7,000,000

2 ガーデニング、敷地内外の外部照明、樹木の移設等の屋外施設の整備 1,000,000

3 

建設工事前までに、ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に必要な、容量 150kVA

以上の商用電源（400V、3 相 4 線、50Hz）の基幹電気ラインからの敷設（電柱、ケーブル

等を含む）の確保 

2,500,000

4 
建設工事前までに、ムルタン計画サイト内に気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に

必要なステップダウントランス（容量 150kVA 以上）の設置（400V、3 相 4線、50Hz） 
4,000,000

5 

気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要となる VPN（Virtual Private 

Network）構築のための信頼性が高く且つ高速なインターネット環境の提供（ムルタン計

画サイト、PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター、ムルタン国際空港内 PMD ムル

タン気象事務所（ブリーフィング室）、及び PMD ラホール洪水予報部） 

1,000,000

6 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等） 1,000,000

7 
図書購入、燃料費、電話代、申請手数料（気象レーダーシステムの周波数の取得、気象レ

ーダー塔施設建設に必要となる許可取得）等の雑費 
1,500,000

8 既設高圧電線の移設 1,000,000

9 ムルタン国際空港内 PMD ムルタン気象事務所（予報室）にエアコン設備（1台）の設置 300,000

 合計 19,300,000
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3） 積算条件 

① 積算時点 ：2017 年 8 月 

② 為替交換レート ：1 US ドル ＝112.83 円 

 ：1 PKR ＝1.221 円 

③ 詳細設計及び工事の期間 ：業務実施工程表に示した通りである。 

④ その他 ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施

されるものとする。 

 

 

３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 本プロジェクトの実施により発生する「パ」国側の運用維持管理費 

 

本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、インフレーション 5%を加味し、プロ

ジェクト完工後の運用維持管理コストを算出した。 

 

運用・維持管理コストは、以下の状況下での概算である。 

 PMD 独自による運用・維持管理の実施 

 運用マニュアルに従い適切な運用の実施 

 マニュアルに従い定期的且つ適切な維持管理の実施 

 

本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、プロジェクト全体の年間運用維持管

理コスト概算を以下のように算出した。 

 

プロジェクト全体の年間運用維持管理コスト概算：約 22 百万円 

表 70  「パ」国政府（PMD）が負担するプロジェクト全体の年間運用維持管理コストの概算 

番号 費目 初度経費（ルピー）

1 電気代 3,000,000

2 31 名の職員の給料 8,000,000

3 電話、FAX、専用回線、インターネット使用料等 2,000,000

4 スペアパーツと機材消耗品購入費、特別メンテナンス費等 2,500,000

5 消耗品及び事務用品購入費等 300,000

6 図書及び雑誌購入費 50,000

7 予備費 200,000

8 ディーゼル発電機及び車輌等の燃料費 2,000,000

 合計 18,050,000
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これは目安ではあるが、将来的な機材（気象レーダーシステム）の更新に関しては、適切な運用維

持管理が PMD により実施された場合には、プロジェクト完了後 15 年から 20 年を目途に検討すべきで

ある。 

 

（2） 予算の推移の傾向と本プロジェクトの運用維持管理費 

 

試算されたプロジェクトの運用維持管理費の確保には、国家経済評議会執行委員会（ECNEC）によ

る PC-I フォ－ムの承認が不可欠であるとともに、その後、プロジェクト完了直後に PC-IV フォ－ム

が承認されれば、運用維持管理に必要となる予算は、問題なく確保できる。「パ」国側は、交換公文

締結前に承認を得ることを計画している。また PMD の監督官庁である内閣府航空部及び援助機関との

連絡機関である経済・統計省経済課（Economic Affairs Division: EAD, Ministry of Economic Affairs 

& Statistics）も、準備調査団に対して必要な予算を手当てする旨を確約している。以下に PMD の予

算推移を示した。 

表71  PMDの年間予算推移 
会計年度 予算（1,000ルピー) 前年度比（%） 

2008-09 394,991 - 

2009-10 417,880 105.8 

2010-11 451,327 108.0 

2011-12 578,825 128.2 

2012-13 680,347 117.5 

2013-14 797,220 117.2 

2014-15 874,369 109.7 

2015-16 969,000 110.8 

2016-17 1,027,937 106.1 

2017-18 1,079,287 105.7 
プロジェクト実施・開発費は、PC-I の承認により配分されるプロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算であるため

含んでいない 
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第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１  事業実施のための前提条件 

 

プロジェクト実施のために、「パ」国で必要な各種手続きは以下の通りである。 

 

表72  施設建設及び機材据え付け実施のための各種必要手続き 
必要手続き 申請先 必要期間 PMDから内閣府航空部への提出書類 申請者 

商用電源供給、ス

テップダウントラ

ンスの設置（気象

レーダー塔施設

用） 

ムルタン電力供給会社

（MEPCO） 
1ヶ月 

 申請書：1セット 

 建設候補地を示す地図：1セット 

 割当通知状：1セット 

パキスタン

気象局

（PMD） 

周波数使用許可

（気象レーダーシ

ステム用） 

周波数割当委員会

（FAB） 
2ヶ月 

 申請書：14セット 

 同意書：14セット 

 機材の詳細技術文書：14セット 

 アンテナパターン：14セット 

 送信機用スペクトル表：14セット 

 ネットワーク図／配置図：14セット 

建設許可 ムルタン市役所 1ヶ月 

以下の図面及び文書を添付した申請書 

 建築図面：20セット 

 構造図面：20セット 

 電気図面：20セット 

 空調・換気図面：20セット 

 衛生図面：20セット 

 構造計算書：20セット 

 民間航空局発行による建物高さ許可の

写し：20セット 

建物高さ許可 民間航空局カラチ本局 1ヶ月 

 申請書：1セット 

 建設候補地を示す地図：1セット 

 パキスタン測量局発行による WGS84測量

地図：1セット 

 

 

＜一般売上税（GST）＞ 

経済・統計省経済課（Economic Affairs Division：EAD, Ministry of Economic Affairs & Statistics）

より提示された下図の免税手続きを行うことにより、本プロジェクトのメインコントラクターは、

「パ」国において資機材購入時に課税される一般売上税（General Sales Tax：GST）が免税される。

免税手続きには、約 1 ヶ月を要する。免税される条件として、領収書の宛先がメインコントラクタ

ー名であることが不可欠である。サブコントラクターが購入した資機材に関しては、免税対象とはな

らないので注意が必要である。 
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４－２ プロジェクト全体計画達成のために必要な PMD による投入（負担）事項 

 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

 

2) 自然災害の予防と管理 

a) 国民への警報やその他の情報の普及を確実に行うため、発表は複数のルートより、重複して

行う。 

b) 効果的な自然災害防止及び管理のため、防災管理機関及びマスメディアと連携を取り、国民

に継続的な防災啓発活動を行う。 

3) プロジェクトにおいて調達された機材及び建設された施設の長期運用 

a) システム運用維持管理に必要な予算を定期的に確保し、プロジェクトで供給された全ての気

象機材及び施設設備機器の交換部品、消耗品の調達を行う。 

b) 盗難や破損から機材と施設設備機器を保護する。 

c) 定期的な施設の塗装及びコーキング充填を行う。 

 

 

 

ステップ 6 
資機材購入のための

発注（EAD 発行の現

地購入品免税証明

書コピーを提出） 

ステップ 1 
現地購入予定の資機材リスト

（以下の項目を記載）の提出 

・資機材名称 

・資機材数量 

・現地サプライヤー名 

ステップ 2 
以下の書類を添付した現地購入品

免税証明書発行の依頼書の提出 

・交換公文コピー 

・契約書コピー 

・現地購入資機材リストのコピー 

ステップ 5
メインコントラクターへ現地購入

品免税証明書発行（PMD 経由） 

ステップ 4
現地購入品免税証明書

発行の権限付与の発出

経済・統計省 経済課 

(EAD) 

パキスタン気象局（PMD） メインコントラクター 

連邦歳入庁（FBR） 

資機材の現地サプライヤー ステップ 3 
現地購入品免税証明書

発行の権限付与のため

の依頼書の提出 

ステップ 7 
GST 免税による

資機材の購入 

図 26  「パ」国内において購入する資機材の一般売上税免税のための手続き 
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４－３  外部条件 

1) PMD の気象情報・データ及び予警報が、マスメディア（TV、ラジオ、新聞）、首相府、国家・

州・県防災管理庁、連邦洪水委員会、水利電力省、県情報・公共事業部、その他各省庁、警

察、その他政府関連機関、赤新月社等に活用される。 

2) 「パ」国政府の温暖化対策、自然災害対策及び気象業務に対する政策の変更がない。 

3) マスメディア（TV、ラジオ、新聞）、首相府、国家・州・県防災管理庁、連邦洪水委員会、水

利電力省、県情報・公共事業部、その他政府関連機関、赤新月社等の協力体制が維持される。 

4) 本案件におけるソフトコンポーネントや現地研修を受けた PMD 職員が勤務を継続する。 

 

 

４－４  プロジェクトの評価 

 

４－４－１ 妥当性 

 

(1) 本案件の推定裨益人口 

本計画は、PMD の気象観測及び大雨予警報作成能力を向上し、災害を軽減することが目的である。

「パ」国において最も甚大な被害をもたらす洪水による被災者及び被害総額は計り知れず、「パ」国

全体の経済発展の大きな障害となっている。「パ」国の人口の約 53%が集中しているパンジャブ州のほ

ぼ中央に位置するムルタンに気象レーダーシステムを整備して、「パ」国に大雨をもたらす気象現象

を的確に観測することにより、PMD の予警報の精度向上が加速し、「パ」国の自然災害（主に洪水）に

よる被害軽減に PMD が大きく貢献することが可能となる。従って、本計画の直接・間接裨益人口は、

「パ」国全人口の2.07億人（パキスタン統計局2017年人口調査データ：Pakistan Bureau of Statistics, 

2017 Census）であると考える。「パ」国の人口増加率は、年平均 2.4%であり、2050 年にはインド、

中国、米国に次ぐ世界第 4位の人口を抱える国になると予想され、被災する者が増大することが懸念

される。以下に、「パ」国の全人口を「パ」国の行政区ごとに示した。 

表 73  「パ」国の行政区分と人口  
No. 州名 州都 人口(2017 年)

1 バローチスターン州 クエッタ 12,344,408

2 カイバル・パクトゥンクワ州 ペシャーワル 30,523,371

3 パンジャブ州 ラホール 110,012,442

4 シンド州 カラチ 47,886,051

5 イスラマバード首都圏 イスラマバード 2,006,572

6 連邦直轄部族地域 ペシャーワル 5,001,676

7 アザド・カシミール ムザファラバード - 

8 ギルギット・バルティスタン州 ギルギット - 

合計 207,774,520

出典：パキスタン統計局 2017 年人口調査データ
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(2) 本プロジェクトの目標 

本プロジェクトは、パンジャブ州のムルタンに Sバンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラー

レーダーシステムを整備し、加えて気象レーダー中央処理システム、気象レーダーデータ表示システ

ム及び気象データ通信システムを投入するとともに、人材育成を実施して、災害を引き起こす気象現

象の監視能力を強化させることにより、「パ」国の気象・洪水情報や予警報の精度が向上され、自然

災害による被害の軽減に寄与することを目標とする。そして、自然災害によってもたらされる人的損

失や経済成長衰退の軽減を通じて、「パ」国民にとって最低限必要な安全の確保や人々の生活向上に

対して効果的に貢献するものである。 

 

(3) 「パ」国の開発計画 

「パ」国の気象業務の強化と近代化は、気象現象による負の影響を緩和し、人々の安全な営みを確

保するための喫緊の課題であり、また国の持続可能な開発に大きく貢献するものとの考えから、PMD

は、「パ」国の長期国家開発方針である「ビジョン 2025」及び「国家防災計画(NDMP)」で言及されて

いる政府目標の達成に貢献するために、2016 年に 10 年開発計画を策定した。 

「ビジョン 2025」は、国が一丸となって取り組むべく国家開発方針であり、「パ」国計画開発省に

より2014年8月に発表された。「ビジョン2025」では、2025年までに上位中間層国（upper middle income 

countries）入りすることを宣言し、25 の数値目標を掲げている。数値目標には、現在 1,299US ドル

である一人当たり国民所得を4,200USドルにまで増やすこと、国民の貧困者比率を現在の49%から 20%

にまで減らすこと等が含まれている。加えて超長期的目標として独立 100 周年を迎える 2047 年まで

に GDP 総額で見て世界のトップ 10 の経済国家になるという宣言文も盛り込まれている。 

我が国の「パ」国の防災対策支援の大きな成果の 1 つでもある「国家防災計画(NDMP)」は、「パ」

国の防災セクターの強化と近代化の指針であり、各援助機関の防災対策分野での支援の柱ともなって

いる。 

国連 ESCAP・UNISDR の「Reducing Vulnerability and Exposure to Disasters」では、2004-2010

年に発生した「パ」国におけるたび重なる災害は、2011 年時点で災害が全くなかった場合と比較して、

「パ」国の GDP を 200 億 US ドル押し下げたとの報告もあり、このような報告に鑑みれば、持続性の

ある国の発展のためには、防災を促進することの意義は非常に高いものと考えられる。 

PMD が策定した 10 年開発計画の最初の章である第 1章において、最優先実施項目の 1つとして気象

レーダーによる観測網整備の実施を挙げており、更に、2017 年 5 月に「パ」国政府により承認された

国家洪水保護計画 IV：10 年計画（National Flood Protection Plan-IV: Ten Year Plan）の最初の 5

年間にPMDの既設気象レーダー観測網及び洪水予警報の拡充の実施が挙げられている。以上の事から、
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本プロジェクトは、「パ」国の国家開発計画及び防災計画に合致するものである。 

 

(4) 我が国の援助政策・方針 

我が国と「パ」国は、長期にわたり良好な二国間関係を築いており、2012 年には、国交樹立 60 周

年を迎えた。我が国の「パ」国に対する援助の基本方針（大目標）は、「経済成長を通じての安定し

た持続的な社会の構築」としている。「パ」国は、2050 年にはインド、中国、米国に次ぐ世界第 4 位

の人口を抱える国になると予想されている。その潜在力を十分に発揮するためには、安定的な経済状

況を確保しつつ、民間主導型の経済成長を実現することを通じて、安定した持続的な社会を構築する

ことが不可欠である。上述の大目標の達成に向けて、我が国は下記の 3つを重点分野（中目標）とし

ている。 

1. 経済基盤の改善 

2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善 

3. 国境地域等の安定・バランスの取れた発展 

このうち、「2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」の中で、「頻発する自然災害に対する防

災能力の強化につながる支援を実施する」旨が目標とされており、具体的には、早期予警報システム

の整備、コミュニティレベルにおける災害対応能力の強化、防災関連機関の人材育成計画等が挙げら

れている。本プロジェクトにより「パ」国の気象監視体制が強化され、自然災害に対する「パ」国全

体の防災能力が向上することは、我が国の援助方針に合致する。 

 

４－４－２ 有効性 

 

（1） 定量的効果 
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表 74  成果指標案 

指標名 
基準値 

（2017 年実績値） 

目標値（2025 年） 

【事業完成 3年後】 

危険な気象現象の監視能力

の向上 

「パ」国の 143 ヶ所の既設地上観測所に

よる降水データの空間分解能及び観測間

隔：平均 74.6km メッシュ、1時間間隔 

 気 象 レ ー ダ ー サ イ ト か ら 半 径

300-400km 内において雨量データの空

間分解能及び観測間隔：1km メッシュ、

10 分間隔 

 気象レーダーサイトから半径 200km 内

において風向風速値の空間分解能及

び観測間隔：1km メッシュ、10 分間隔

積乱雲の発達に伴う雷雨や大雨の発生が

確認できる気象衛星データ：30 分間隔

気象レーダーの観測範囲において、積乱

雲の発達に伴う雷雨やモンスーンがもた

らす悪天候の雨雲が気象レーダー観測範

囲内に入った場合、降雨強度・風速・位

置・経路の観測間隔：10分間隔 

大雨監視能力の向上 

地上気象観測（自動気象観測システム）

に限定される：1時間間隔 

気象レーダーの観測範囲においては、降

雨強度、降雨域の発達、移動が 10 分間隔

で把握できる 

 

（2） 定性的効果 

① 従前の航空気象観測に加え、空港周辺の気象擾乱を適切に把握し、ムルタン国際空港へ情報を

提供できるようになる。 

② 災害対策関係政府機関やマスメディアへ、1 時間に 50mm を超える雨量と 3 時間に 75mm を超え

る雨量があった地域及び雨雲の進行方向に位置する地域に対する大雨情報/注意報/警報が発

表される。 

③ 災害対策関係機関(NDMA、州防災庁（Province Disaster Management Authority: PDMA)及び地

方政府機関)及びマスメディアに対し、気象レーダー探知範囲内における積乱雲の発達に伴う

雷雨や災害をもたらす可能性のある降雨域やその移動方向を毎時提供できるようになる。 

④ 気象レーダー観測により二次災害の防止及び救助活動中の安全確保が可能となる。 

⑤ 運輸交通、観光や農業等の産業に従事する利用者に対する PMD による正確な気象情報の提供に

より、災害軽減策の実施が促進される。 

 

以上の内容により、本プロジェクトの効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジ

ェクトの妥当性は高く有効性も見込まれるため、実施する意義は極めて高い。 
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資料 １． 調査団員・氏名 

 

＜現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

植木 雅浩 総 括  （独）国際協力機構 

  地球環境部 

  防災グループ 

  防災第一チーム 

  課長  

 

赤津 邦夫 国際気象  （独）国際協力機構 

   国際協力専門員 

 

稲岡 美紀 協力計画  （独）国際協力機構 

  地球環境部 

  防災グループ 

  防災第一チーム 

  主任調査役  

 

内田 善久 業務主任/気象レーダー計画/運営維持管理 （株）国際気象コンサルタント 

 

遠藤 肇秀 通信機器計画/機材計画  （株）国際気象コンサルタント 

 

猪又 裕之 レーダー塔建築設計  （株）国際気象コンサルタント 

 

森 健二 施工計画/自然条件調査  （株）国際気象コンサルタント 

 

Felipe Asane Sarigumba 調達計画/積算  （株）国際気象コンサルタント 
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＜準備調査報告書（案）現地説明＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

稲岡 美紀 協力計画  （独）国際協力機構 

  地球環境部 

  防災グループ 

  防災第一チーム 

  主任調査役 

 

内田 善久 業務主任/気象レーダー計画/運営維持管理 （株）国際気象コンサルタント 

 

森 健二 施工計画/自然条件調査  （株）国際気象コンサルタント 



　

資料 ２.　調査行程
 

　          　　 　(１)　現地調査

植木　雅浩 赤津　邦夫 稲岡　美紀 内田　善久 遠藤　肇秀 猪又　裕之 森　健二 Felipe Asane SARIGUMBA

2017年

総括

JICA地球環境部　防災グループ
防災第一チーム

課長

国際気象

JICA国際協力専門員

協力計画

JICA地球環境部　防災グループ
防災第一チーム

主任調査役

業務主任／気象レーダー計画／
運営維持管理

通信機器計画／機材計画 レーダー塔建築設計 施工計画／自然条件調査 調達計画／積算

1 7月8日 土 東京→イスラマバード

2 7月9日 日 資料収集、調査準備

3 7月10日 月
PMD本局との協議、調査必要機材購入、
自然条件調査見積り依頼のため現地業

者と協議

4 7月11日 火
自然条件調査見積り依頼のため現地業

者と協議

5 7月12日 水 PMD本局との協議、調査必要機材購入

6 7月13日 木
PMD本局との協議、PMDムルタン気象事

務所への機材陸送手配

7 7月14日 金
PMD本局との協議、

建築材料単価調査、資料収集

8 7月15日 土 東京→イスラマバード 資料収集、内部打合せ

9 7月16日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

10 7月17日 月 PMD本局との協議
PMD本局との協議、

建築材料単価調査、資料収集

11 7月18日 火
PMD本局との協議

自然条件調査現地業者との契約署名
PMD本局との協議、

建築材料単価調査、資料収集

12 7月19日 水
PMD本局及びJICA安全担当者との協議

イスラマバード→コロンボ
PMD本局及びJICA安全担当者との協議

13 7月20日 木
PMD本局との協議

パキスタン国立銀行との協議

14 7月21日 金
イスラマバード→ラホール

ラホール洪水予報局及びムルタン市役所
との協議

15 7月22日 土

ラホール→ムルタン
ムルタン国際空港、PMDムルタン気象事
務所及びムルタンのサイト及び電源品質

調査

16 7月23日 日
ムルタンのサイト及び電源品質調査

自然条件調査現地業者との打ち合わせ
ムルタン→イスラマバード

17 7月24日 月 PMD本局との協議

18 7月25日 火
イスラマバード→カラチ

民間航空局（CAA）との協議（カラチ）
カラチ→イスラマバード

19 7月26日 水 東京→イスラマバード コロンボ→ドバイ 東京→イスラマバード コロンボ→ドバイ PMD本局との協議

20 7月27日 木

JICAパキスタン事務所との協議、PMD本
局・内閣府航空部・国家防災管理庁・経
済統計省経済課・在パキスタン日本大使

館への表敬訪問

ドバイ→イスラマバード
経済統計省経済課・日本国大使館へ表

敬訪問

JICAパキスタン事務所との協議、PMD本
局・内閣府航空局・国家防災管理庁・経
済統計省経済課・日本国大使館へ表敬

訪問

ドバイ→イスラマバード
JICAパキスタン事務所との協議、PMD本
局・内閣府航空局・国家防災管理庁・経
済統計省経済課・日本国大使館へ表敬

訪問

JICAパキスタン事務所との協議、PMD本
局・経済統計省経済課・日本国大使館へ

表敬訪問

21 7月28日 金
PMD本局との協議

イスラマバード→ムルタン

22 7月29日 土

ムルタン気象レーダー観測所予定地、ム
ルタン国際空港、PMDムルタン気象事務
所のサイト調査、ムルタン地方警察事務
所との協議、ムルタン→イスラマバード

23 7月30日 日 資料収集、内部打合せ

調査日程

ムルタン気象レーダー観測所予定地、ムルタン国際空港、PMDムルタン気象事務所のサイト調査
ムルタン地方警察事務所との協議

ムルタン→イスラマバード

官団員

連邦洪水委員会へ表敬訪問、PMD本局との協議
イスラマバード→ムルタン

コンサルタント団員

資料収集、内部打合せ

資
料
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資料 ２.　調査行程

24 7月31日 月
PMD本局との協議、ミニッツ内容確認、

内部打合せ

25 8月1日 火
PMD本局との協議、インターネット接続会

社からの情報収集
PMD本局との協議、PMD本局の調査、資

料収集
PMD本局との協議、ミニッツ内容確認

26 8月2日 水
PMD本局との協議、インターネット接続会

社からの情報収集

27 8月3日 木

28 8月4日 金

29 8月5日 土

30 8月6日 日 マニラ→イスラマバード

31 8月7日 月 建築材料単価調査、資料収集
PMD本局との協議

資料収集
PMD本局との協議

資料収集

32 8月8日 火 建築材料単価調査、資料収集
PMD本局との協議

資料収集
建築材料単価調査、資料収集

33 8月9日 水
イスラマバード→ラホール

パンジャブ州環境保護局との協議
ラホール洪水予報局との協議

イスラマバード→ラホール
パンジャブ州環境保護局との協議

ラホール洪水予報局との協議

PMD本局との協議
資料収集

34 8月10日 木

ラホール→シアルコット、シアルコット気象
レーダー塔の視察、シアルコット→マング
ラ、マングラ気象レーダー塔の視察、マン

グラ→イスラマバード

ラホール→シアルコット、シアルコット気象
レーダー塔の視察、シアルコット→マング
ラ、マングラ気象レーダー塔の視察、マン

グラ→イスラマバード

PMD本局との協議
資料収集

35 8月11日 金
PMD本局との協議

資料収集
PMD本局との協議

資料収集
建築材料単価調査、資料収集

PMD本局との協議
資料収集

建築材料単価調査、資料収集

36 8月12日 土

37 8月13日 日

38 8月14日 月

39 8月15日 火
PMD本局との協議

ムルタンサイトの安全対策調査
PMD本局との協議、資料収集 建築材料単価調査、資料収集

PMD本局との協議
ムルタンサイトの安全対策調査

建築材料単価調査、資料収集

40 8月16日 水 建築材料単価調査、資料収集 PMD本局との協議、資料収集 建築材料単価調査、資料収集

41 8月17日 木 建築材料単価調査、資料収集
PMD本局との協議、PMD本局の調査、資

料収集
建築材料単価調査、資料収集

42 8月18日 金 建築材料単価調査、資料収集
PMD本局との協議、PMD本局の調査、資

料収集
建築材料単価調査、資料収集

43 8月19日 土

44 8月20日 日

45 8月21日 月 PMD本局との協議、資料収集

46 8月22日 火 PMD本局との協議、資料収集

47 8月23日 水 建築材料単価調査、資料収集 PMD本局との協議、資料収集 PMD本局との協議、資料収集

48 8月24日 木 建築材料単価調査、資料収集 PMD本局との協議、資料収集 PMD本局との協議、資料収集

49 8月25日 金

50 8月26日 土 →マニラ

PMD:パキスタン気象局

PMD本局との協議、ミニッツ内容確認、
内部打合せ

PMD本局との協議、ミニッツ内容確認

PMD本局との協議、
イスラマバード→ムルタン

PMD本局との協議、
イスラマバード→ムルタン

JICAパキスタン事務所への報告、ミニッツ署名、在パキスタン日本大使館への報告

東京→イスラマバード

PMD本局との協議
資料収集

PMD本局との協議
周波数割当委員会との協議

PMD本局との協議
資料収集

PMD本局との協議
資料収集

資料収集、内部打合せ

ムルタン市役所との協議、ムルタンのサイト調査、資料収集、
自然条件調査フォローアップ

資料収集、内部打合せ

ムルタン国際空港、PMDムルタン気象事務所のサイト調査、
ムルタン→イスラマバード

ムルタン国際空港・PMDムルタン気象事務所及びムルタンプロジェクトサイトの調
査、資料収集

ムルタン開発庁との協議、ムルタンのサイト調査、資料収集、
自然条件調査フォローアップ

資料収集、内部打合せ

資料収集、内部打合せ

PMD本局との協議、資料収集

PMD本局との協議、PMD本局の調査、資料収集

PMD本局との協議、PMD本局の調査、資料収集

資料収集、内部打合せ

→東京

PMD本局との協議
イスラマバード→ムルタン

ムルタンのサイト調査、資料収集
自然条件調査フォローアップ

ムルタン→イスラマバード

資料収集、内部打合せ

PMD本局との協議、資料収集

PMD本局との協議、資料収集

PMD本局との協議、資料収集

PMD本局との協議、資料収集

PMD本局との協議
イスラマバード→

資
料

2
-
2



　

資料 ２.　調査行程

 

         　  (２)　準備調査報告書（案）現地説明

稲岡　美紀 内田　善久 森　健二

2018年

協力計画

JICA地球環境部　防災グループ
防災第一チーム

主任調査役

業務主任／気象レーダー計画／
運営維持管理

施工計画／自然条件調査

1 2月7日 水 東京→イスラマバード

2 2月8日 木

3 2月9日 金

4 2月10日 土 東京→イスラマバード

5 2月11日 日
JICAパキスタン事務所との協議、PMD本局との協議、

準備調査報告書（案）説明

6 2月12日 月
PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明、

ミニッツ内容確認

7 2月13日 火
PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明、

ミニッツ内容確認

8 2月14日 水
PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明、

ミニッツ内容確認

9 2月15日 木 PMD本局との協議、ミニッツ署名

10 2月16日 金
気象関連セミナー、JICAパキスタン事務所への報告、

在パキスタン日本大使館への報告
イスラマバード→

11 2月17日 土 →東京

12 2月18日 日

PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明、資料収集

PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明

PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明、ミニッツ内容確認

PMD本局との協議、ミニッツ署名

PMD本局との協議、資料収集
イスラマバード→

気象関連セミナー、JICAパキスタン事務所への報告、在パキスタン日本大使館への報告

→東京

調査日程

官団員 コンサルタント団員

PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明

JICAパキスタン事務所との協議、PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明

PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明、ミニッツ内容確認

PMD本局との協議、準備調査報告書（案）説明、ミニッツ内容確認

資
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資料 ３． 関係者（面会者）リスト 

 経済・統計省、経済課（Economic Affairs Division, Ministry of Economic Affairs and Statistics） 

Mr. Syed Mujtaba Hussain Joint Secretary 

Mr. Asghar Ali Deputy Secretary, ADB Wing 

Ms. Muneeza Hamid Section Officer (Japan) 

 内閣府、航空部（Aviation Division, Cabinet Secretariat） 

Mr. Owais Nauman Kundi Senior Joint Secretary 

 パキスタン気象局（Pakistan Meteorological Department：PMD） 

イスラマバード本局（Head Quarter Office, Islamabad） 

Dr. Ghulam Rasul Director General 

Mr. Hazrat Mir Chief Meteorologist 

Mr. Muhammad Riaz Chief Meteorologist 

Mr. Muhammad Akram Anjum Chief Meteorologist 

Dr. Muhammad Hanif Director (National Weather Forecasting Centre) 

Dr. Azmat Hayat Khan Director (National Drought Monitoring Centre) 

Mr. Jan Muhammad Khan Director (Planning) 

Mr. Zahir Rafi Director (National Seismic Monitoring Centre) 

Dr. Khalid M. Malik Director (National Agromet Centre) 

Dr. Muhammad Afzaal Director (Research and Development) 

Mr. Mazahir Hussain Senior Electronic Engineer 

 

ラホール地方気象センター（Regional Meteorological Centre, Lahore） 

Mr. Mahr Sahibzad Khan Director 

 

ラホール洪水予報部（Flood Forecasting Division, Lahore） 

Mr. Mohammad Riaz Chief Meteorologist 

Mr. Muhammad Aslam Director 

Mr. Muhammad Ajmal Shad Director 

 

ムルタン気象事務所（Meteorological Office, Multan） 

Mr. Muhammad Zawar Deputy Director 

Mr. Nisar Bhatti Sub-Engineer 

Mr. Naveed  Assistant Electrical Engineer 

 

カラチ気象事務所（Meteorological Complex, Camp Office, Karachi） 

Mr. Abdul Rashid Chief Meteorologist 

Mr. Ghulam Rasool Mangi Director (Maintenance) 

Mr. Jan Muhammad Meteorologist 
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 独立行政法人国際協力機構 パキスタン事務所（Japan International Cooperation Agency, Pakistan 

Office） 

Mr. Lt Col (R) Yawar Aftab Security Adviser 

 パキスタン国立銀行（National Bank of Pakistan: NBP） 

Mr. Muhammad Tufail Operation Manager, Main Branch 

Mr. Safeer Ullah Manager, Foreign Exchange Department, Main Branch 

 ムルタン市役所（City District Government, Multan） 

Mr. Shafqat Raza Additional Deputy Commissioner (General) 

Mr. Muhammad Arif Butt Municipal Officer (Infrastructure), Multan Municipal 

Corporation 

Mr. Muhammad Rashid Commercial Clerk, Multan Municipal Corporation 

 民間航空庁（Civil Aviation Authority, Karachi: CAA） 

Mr. Muhammad Salman Athar Director Airport Services 

Mr. L. A. Shahzad Director Operation 

Mr. Iftikhar Ahmad Additional ATS 

Mr. Javed Anwar Additional Radar CNS 

Mr. Muhammad Amir Ashraf Senior Joint Director 

Mr. Hassan Mujahid Joint ATS Coordinator 

 国家防災管理庁（National Disaster Management Authority: NDMA） 

Mr. Waqar Uddin Siddiqui Member of Disaster Risk Reduction (DPR) 

Mr. Lt. Col. R. Raza Iqbal Director (LMP) 

Mr. Abdul Latif Assistant Director 

 連邦洪水委員会（Federal Flood Commission: FFC） 

Mr. Ahmed Kamal Chairman 

Mr. Alamgir Khan Office of the Chief Engineering Adviser 

Mr. Ashhok Kumar Senior Engineer 

Mr. Hussain Shigri Senior Engineer 

 ムルタン地方警察事務所（Multan Regional Police Office: RPO) 

Mr. Sultan Azam Temuri Regional Police Officer 

Ms. Talat Habib Deputy Superintendent of Police 

Ms. Saadia Saeed Inspector 

Mr. Imran Jalil HC/IT Section (Police Communication) 
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 ムルタン開発庁（Multan Development Authority: MDA) 

Mr. Rana Rigawan Qadeer Additional Director General 

Mr. Khalid Javed District Town Planning 

Mr. Khawaja Waqas Ahmend Deputy Director Town Planning 

Mr. Usame Nawaz Architect Director 

Mr. Ramsha Rehman Deputy Director Architec 

 バハウディン ジクリヤ大学（Bahauddin Zikriya University） 

Mr. Shamsul Wahab Laboratory Incharge, Civil Engineering Department 

 パンジャブ州環境保護局（Environment Protection Department, Government of Punjab） 

Mr. Ijaz Ahmed Additional Secretary 

Mr. Mohammed Tahir Director (EIA) 

 周波数割当委員会（Frequency Allocation Board: FAB） 

Mr. Imran Zahoor Deputy Director 
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ソフトコンポーネント計画書 

 

（1） ソフトコンポーネントを計画する背景 

 

世界有数の自然災害多発国であるパキスタン・イスラム共和国（以下「パ」国）は、北部に

8,000 メートル級の高い山々がそびえ、インダス川が国土の中央を縦断していることから、一

度大雨が降ると、洪水や鉄砲水、地滑り等の災害が発生しやすい。自然災害は、「パ」国民の

尊い命や財産を多数奪っており、社会経済発展の停滞を招いている。 

近年では、2010 年、2011 年、2012 年と連続して大規模な洪水が発生し、特に 2010 年のイ

ンダス川大洪水（死者・行方不明者約 2 千人、被災者 2 千万人超、被害総額 95 億ドル）及び

2011 年のシンド州を中心とした洪水（死者・行方不明者 5 百人超、被災者約 5 百万人）は甚

大な被害をもたらした。2010 年のインダス川大洪水は、農地の荒廃、家屋の流失、道路や橋

梁の破壊など広い範囲に被害をもたらし、「パ」国経済に計り知れない負のインパクトを与え、

「パ」国の歴史上、 悪の洪水となった。加えて自然災害は、人命や財産の損失及び社会経済

活動の停滞を生み出すだけでなく、自然災害に極めて脆弱である貧困層に対し大きな打撃を与

えるため、「パ」国政府の開発戦略の一つである貧困削減への弊害ともなっている。 

モンスーン期に集中豪雨をもたらす雨雲の殆どが、インドから「パ」国に侵入し、それらの

約 8割が北上して、洪水を引き起す大雨を北部にもたらす。北部で降った大雨が、河川の上流

域で鉄砲水や土砂崩を発生させ、その雨水が中・下流域に流れ込んで、大規模な洪水を発生さ

せる。これに加えて、モンスーン期の積乱雲に伴うサンダーストーム（雷雨）による大雨やス

ライマーン山脈周辺のパンジャブ州の豪雨地域で降った大雨の雨水が河川に流れ込み、「パ」

国中部・南部地域の洪水の規模を更に増大させている。 

しかしながら現状では、インドから「パ」国に侵入してモンスーン期にパンジャブ州の広域

に集中豪雨をもたらす雨雲、積乱雲に伴うサンダーストーム（雷雨）やスライマーン山脈周辺

での大雨を精度良く観測できないことから、パキスタン気象局（PMD：Pakistan Meteorological 

Department）が大雨の情報を洪水予警報に適切に反映することが難しいのが実情である。ムル

タンは、インドから「パ」国に侵入してモンスーン期に集中豪雨をもたらす雨雲の進入路、積

乱雲に伴うサンダーストーム（雷雨）やスライマーン山脈周辺の豪雨を精度良く観測するには

適な位置している。ムルタンに新たな気象レーダーの整備が実施されることにより、PMD は、

パンジャブ州の広域及びインド側の精度の高い気象観測と、気象及び洪水予警報の安定的且つ

持続的な国民への提供が実施できることから、「パ」国の自然災害による被害の軽減に大きく

寄与することが可能となる。 

資料 ５． ソフトコンポーネント計画書 
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このため、本プロジェクトは、パンジャブ州のムルタンに Sバンド固体化電力増幅式 2重偏

波気象ドップラーレーダーシステムを整備し、加えて気象レーダー中央処理システム、気象レ

ーダーデータ表示システム及び気象データ通信システムを投入するとともに、人材育成を実施

して、災害を引き起こす気象現象の監視能力を強化させることにより、「パ」国の気象・洪水

情報や予警報の精度が向上され、自然災害による被害の軽減に寄与することを目標とするもの

である。 

PMD 技術職員はコンピュータを含むデジタル気象観測機材には習熟しているものの、本プロ

ジェクトで導入予定のSバンド固体化電力増幅式2重偏波気象ドップラーレーダーシステムは、

現状、世界の 新技術を駆使したシステムで、「パ」国では初めて整備されるものであるため、

当該システムの運用維持管理の経験を有する技術職員が PMD にはいない。そのため、導入され

る気象レーダーシステムの運用維持管理を円滑に開始し、且つプロジェクト成果の持続性を確

保ができるよう、本プロジェクト実施中において、本計画書に記載したソフトコンポーネント

を投入することが妥当であると判断した。 

現在、我が国の無償資金協力プロジェクトにより、イスラマバード及びカラチの既設 Cバン

ド気象レーダーシステムの更新が進められているが、前述のようにムルタンに導入予定の気象

レーダーシステムは、イスラマバード及びカラチで更新される機種とは異なり、「パ」国では

初めて整備される機材であることから、本プロジェクトで実施予定の内容は、イスラマバード

及びカラチで実施予定のソフトコンポーネント内容と基本的に重複するものではない。加えて、

各気象レーダー観測所には専属の PMD 技術職員が、それぞれ配置されるため、ソフトコンポー

ネントを実施する対象者が重複することはない。 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

PMD が、独自で Sバンド固体化電力増幅式 2重偏波気象ドップラーレーダーシステムの確実

な運用ができるようになること。 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 

表 1  ソフトコンポーネントの成果 

No. 
活動（技術移転）

項目 
成果 成果指標 

成果達成度の 

確認方法 

1 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム点検、調整、

軽微な故障の探究・

処置・復旧及び重大

な故障発生時の対応 

PMD 職員が気象レ

ーダー機器のメ

ンテナンス方法

を習得する 

点検、調整、軽微な故障の探究・処

置・復旧（a.測定器類を用いた定期保

守点検、b.予備品の実機への組入れ後

のシステムの動作確認（観測状況）、

c.重大な故障発生時の対応（コンサル

タント及び製造メーカーへの情報伝

達、技術アドバイス受領等） 

1)測定器類を用いた定期保守点

検、2)予備品の実機への組入れ後

の動作確認（観測状況）、3) 軽微

な故障の探求・処置・復旧確認作

業、4) 重大な故障発生時の対応

に関する習熟度を、目視及びイン

タビューにより確認する 

2 S バンド固体化電力 PMD職員が気象レ S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気 S バンド固体化電力増幅式 2 重偏
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増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム概要・保守

管理マニュアル及び

レーダーシステム保

守管理台帳を活用し

た迅速且つ適切な気

象レーダー運用・管

理（観測生データの

取得方法及びデータ

テーブルの読み方を

含む） 

ーダーの運用・管

理方法を習得す

る 

象ドップラーレーダーシステム概要・

保守管理マニュアル及び保守管理台帳

を活用した、迅速且つ適切な運用・管

理技術 

観測生データの取得方法及びデータテ

ーブルの読み方 

波気象ドップラーレーダーシステ

ム概要・保守管理マニュアルの利

用頻度、保守管理台帳の活用を記

載内容及びインタビューにより確

認する 

3 

気象レーダー基礎、

データ品質管理概要

及び降雨強度及びド

ップラー速度観測の

シークエンス・スケ

ジュールに従った気

象レーダー観測及び

観測 

PMD職員が気象レ

ーダーを適切に

操作できる 

気象現象を的確に把握し、気象レーダ

ー観測データを予報業務に活用するた

め、降雨強度及びドップラー速度観測

のシークエンス・スケジュールに従っ

た気象レーダー観測 

観測シークエンス・スケジュール

に沿った気象レーダー観測の実施

を、降雨強度及びドップラー速度

観測データにより確認する 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は「表 1 ソフトコンポーネントの成果」に

示した通りである。 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 

表2  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる 

技術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲット

グループ
実施方法 実施リソース 成果品 

成果 1：Sバ

ンド固体化

電力増幅式

2 重偏波気

象ドップラ

ーレーダー

システムの

点検、調整、

軽微な故障

の探究・処

置・復旧技

術を PMD 技

術者が習得

する 

Sバンド固体

化電力増幅

式 2 重偏波

気象ドップ

ラーレーダ

ーシステム

の調整・軽微

な故障の探

求を行える技

術を有する技

術者 

PMD は、アナログ気

象レーダーシステ

ムの調整・故障探

求の実施経験のみ

であるため、デジ

タル気象レーダー

システムの技術が

必要 

次表に示し

た通り 

測定器類を用いた定

期保守点検研修 

気象レーダー調

整・故障探求技術

担当コンサルタン

ト：1.07 人月（現

地 技 術 移 転 期

間：32 日） 

直接支援型 

測定器類を用いた定

期保守点検実施手順

書 納入された予備品の

実機への組入れ後の

動作確認（観測状況）

研修 
予備品の実機への組

入れ後の動作確認

（観測状況）手順書
故障状態を想定した

故障探求・処置・復

旧確認研修 

重大な故障発生時の

対応研修 故障探求・処置・復

旧確認手順書 実施手順書の作成 

重大な故障発生時の

対応手順書 

成果 2：PMD

技術者が、S

バンド固体

化電力増幅

式 2 重偏波

気象ドップ

ラーレーダ

ーシステム

気象レーダー

の運用・管理

を行える技術

を有する技術

者 

PMD は、アナログ気

象レーダーシステ

ムの運用・管理を行

った経験のみであ

るため、デジタル

気象ドップラーレ

ーダーレーダーシ

ステムのマニュア

次表に示し

た通り 

PMD 技術者との技術

ディスカッション 
気象レーダー運

用・管理技術担当

コンサルタント：

1.17 人月（現地

技術移転期間：

35 日） 

直接支援型 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム概要・保守

管理マニュアル 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システムマニュアル

から 重要部分の選

出 

レーダーシステム保

守管理台帳 

• システム障害/ト
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のマニュア

ル概要及び

保守管理台

帳を活用し

た迅速且つ

適 切 な 運

用・管理技

術を習得す

る（観測生

データの取

得方法及び

データテー

ブルの読み

方を含む） 

ル概要及び保守管

理台帳に沿った運

用・管理が実施で

きる技術が必要

（観測生データの

取得方法及びデー

タテーブルの読み

方を含む） 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システム概要・保守

管理マニュアルの作

成 

ラブルの発生日時

• システム障害/ト

ラブルの原因（異

音、部分的な劣化、

その他） 

• 実施した復旧手順

• 交換した部品の名

称及び数量 

• 復旧/トラブルシ

ューティングを行

ったエンジニアの

氏名 

• 観測生データの取

得方法及びデータ

テーブルの読み方

レーダーシステム保

守管理台帳の作成 

PMD 技術者による S

バンド固体化電力増

幅式 2 重偏波気象ド

ップラーレーダーシ

ステム概要・保守管

理マニュアル及び保

守管理台帳の使用 

観測生データの取得

方法及びデータテー

ブルの読み方 

成果 3：降

雨強度及び

ドップラー

速度観測の

シークエン

ス・スケジ

ュールに従

った気象レ

ーダー観測

が開始され

る 

 

気象レーダー

観測データよ

りクラッター

及びブライ

ンドエリア

の特定が行

え且つパキ

スタンの気

象現象に即

した観測の

シークエン

ス・スケジュ

ールの作成

技術を有する

技術者 

既設アナログ気象

レーダーシステム

に は CAPPI

（ Constant 

Altitude PPI 

（ Plan Position 

Indicator)）機能

がなかったことか

ら、PMD は CAPPI

による観測を実施

した経験がないた

め、CAPPI による降

雨強度及びドップ

ラー速度観測のシ

ークエンス・スケ

ジュール作成に関

する技術が必要 

次表に示し

た通り 

PMD 予報官及び技術

者との技術ディスカ

ッション及び座学

（気象レーダー基

礎、データ品質管理

概要） 

気象レーダー観測

技術担当コンサル

タント：1.17 人

月（現地技術移

転期間：35 日） 

直接支援型 

降雨強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュ

ール 

S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象

ドップラーレーダー

システムのクラッタ

ー及び各アンテナ仰

角時のブラインドエ

リアの特定 

各アンテナ仰角時の

ブラインドエリア図

の作成 

降雨強度及びドップ

ラー速度観測の一般

的なシークエンス・

スケジュールの作成

降雨強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュ

ールに従った気象レ

ーダー観測の実施 

 

各成果のターゲットグループを以下の表に示す。 

 
表 3  各成果のターゲットグループ 

 

成果 1、2及び 3のターゲットグループ 成果 3 ターゲットグループ 

イスラマバード 人数 ムルタン 人数 イスラマバード 人数

主任技師職員 1 主任技師職員 0 気象予報センター職員 15 

電子技師職員 1 電子技師職員 2   

電子技師補 1 電子技師補 1 ムルタン 人数

技師補助職員 4 技師補助職員 2 気象職員(気象補助員を含む) 6 

機械工職員 6 機械工職員 0   
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活動日程詳細計画は以下の通りである。 

 

 

表 4  活動 No.1、活動 No.2 及び活動 No.3 の日程詳細計画 
 活動 No.1 活動 No.2 活動 No.3 

日 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステム点検、

調整、軽微な故障の探究・処置・復旧

及び重大な故障発生時の対応 

Sバンド固体化電力増幅式2重偏波気

象ドップラーレーダーシステム概

要・保守管理マニュアル及びレーダ

ーシステム保守管理台帳作成 

降雨強度及びドップラー速度観測の

シークエンス・スケジュール 

1 
日本発 イスラマバード着 

月曜日 

日本発 イスラマバード着 

月曜日 

日本発 イスラマバード着 

月曜日 

2 

PMD イスラマバード本局において PMD

技術者との技術ディスカッション 

ムルタンへ移動 

PMD イスラマバード本局において PMD

技術者との技術ディスカッション 

ムルタンへ移動 

PMD イスラマバード本局において PMD

技術者との技術ディスカッション 

ムルタンへ移動 

3 

ムルタン気象レーダー塔施設において

準備作業 

PMD ムルタン技術者との技術ディスカ

ッション 

測定器類を用いた定期保守点検の実施

研修 

ムルタン気象レーダー塔施設におい

て準備作業 

PMD ムルタン技術者との技術ディスカ

ッション 

PMD ムルタン気象職員及び技術職員と

の技術ディスカッション及び座学（気

象レーダー基礎、データ品質管理概

要） 

4 

測定器類を用いた定期保守点検の実施

研修及び実施手順書の作成 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステムマニュ

アルから 重要部分の選出 
5 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステムのクラ

ッター及び各アンテナ仰角時のブライ

ンドエリアの特定 

6 土曜日（休日） 土曜日（休日） 土曜日（休日） 

7 日曜日（休日） 日曜日（休日） 日曜日（休日） 

8 実施手順書の作成 
S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステム概要・

保守管理マニュアル（案）の作成 

 

レーダーシステム保守管理台帳（案）

の作成 

各アンテナ仰角時のブラインドエリア

図の作成 9 

納入された予備品の実機への組入れ後

の動作確認（観測状況）研修及び実施

手順書の作成 

10 
降雨強度及びドップラー速度観測のシ

ークエンス・スケジュール（案）作成

11 降雨強度及びドップラー速度観測のシ

ークエンス・スケジュールに従った気

象レーダー観測の実施 
12 

13 土曜日（休日） 土曜日（休日） 土曜日（休日） 

14 日曜日（休日） 日曜日（休日） 日曜日（休日） 

15 実施手順書の作成 
S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステム概要・

保守管理マニュアル（案）の作成 

降雨強度及びドップラー速度観測のシ

ークエンス・スケジュール（案）見直

し 

16 

故障状態を想定した故障探求・処置・

復旧確認研修及び実施手順書の作成 

重大な故障発生時の対応研修 

降雨強度及びドップラー速度観測のシ

ークエンス・スケジュールに従った気

象レーダー観測の実施 

17 PMD 技術者による S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダ

ーシステム概要・保守管理マニュアル

（案）及びレーダーシステム保守管理

台帳（案）の使用及び見直し 

PMD 技術者による S バンド固体化電力

増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダ

ーシステム概要・保守管理マニュアル

及びレーダーシステム保守管理台帳の

使用 

18 

19 

20 土曜日（休日） 土曜日（休日） 土曜日（休日） 

21 日曜日（休日） 日曜日（休日） 日曜日（休日） 

22 実施手順書の作成 S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気

象ドップラーレーダーシステム概要・

保守管理マニュアル（案）及びレーダ

ーシステム保守管理台帳（案）見直し

降雨強度及びドップラー速度観測のシ

ークエンス・スケジュールの完成 23 
重大な故障発生時の対応研修 

PMD による研修復習 

実施手順書の作成 
24 PMD 技術者による S バンド固体化電力 完了報告書の作成 
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25 増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダ

ーシステム概要・保守管理マニュアル

及びレーダーシステム保守管理台帳の

使用 

26 
PMD ムルタンとの技術ディスカッショ

ン 

27 
イスラマバードへ移動 

土曜日（休日） 

イスラマバードへ移動 

土曜日（休日） 

イスラマバードへ移動 

土曜日（休日） 

28 日曜日（休日） 日曜日（休日） 日曜日（休日） 

29 
完了報告書の作成 

観測生データの取得方法及びデータテ

ーブルの読み方手引書の作成 

観測生データの取得方法及びデータテ

ーブルの読み方手引書の評価及び活用

PMD イスラマバード気象職員及び技術

職員との技術ディスカッション及び座

学（気象レーダー基礎、データ品質管

理概要） 

30 特定された S バンド固体化電力増幅式

2 重偏波気象ドップラーレーダーシス

テムのクラッター及び各アンテナ仰角

時のブラインドエリアの説明 

完成した降雨強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジュールの

説明 

シークエンス・スケジュールに従った

気象レーダー観測の実施（イスラマバ

ードからのリモートコントロール） 

31 

PMD イスラマバード本局において PMD

技術者との技術ディスカッション 

イスラマバード発 

32 日本帰国 

33  

完了報告書の作成 

PMD イスラマバード本局において PMD

技術者との技術ディスカッション 

完了報告書の作成 

PMD イスラマバード本局において PMD

技術者との技術ディスカッション 

34  

完了報告書の作成 

イスラマバード発 

土曜日 

完了報告書の作成 

イスラマバード発 

土曜日 

35  
日本帰国 

日曜日 

日本帰国 

日曜日 

 

 

（6） ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

実施リソースは、本プロジェクトの機材調達に関わる本邦コンサルタントによる直接支援型

とする。その理由は以下の通りである。 

 気象業務及び導入される気象ドップラーレーダーシステムに関する高度な技術及び知識

を有している人材が不可欠であること。 

 通常、上述のような技術や知識を豊富に有している人材は、気象コンサルティング業務

を実際に行っている組織に在籍していること。 

 計画されている技術移転と同様の経験を有する人材が必要であること。 

これより、本邦コンサルタントの直接支援型とする。 

 

（7） ソフトコンポーネントの実施工程 

プロジェクト全体工程及びソフトコンポーネント実施工程を次頁に示した。ソフトコンポー

ネントは、気象レーダーシステムの据付が完了して、調整段階となる、本プロジェクトの完了

時前に実施する計画としている。 
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表 5  ソフトコンポーネント実施工程表 

 

（8） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通り。 

表 6  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

Sバンド固体化電力増幅式2重偏波気象ドップラーレーダーシステムの1)測定器

類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ後の動作確認（観測状況）、

3)軽微な故障の探求・処置・復旧確認作業実施手順書、4)重大な故障発生時の対

応手順書 

 
20 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステム概要・保守管理

マニュアル 

技術移転実施後 
30 

Sバンド固体化電力増幅式2重偏波気象ドップラーレーダーシステム保守管理台帳 10 

降雨強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール 15 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
50 

 

機材製作

機材輸送

機材据付／調整

PMDラホール洪水予報部

機材調達・据付工事

機材工事

機材据付／調整

機材輸送

機材据付／調整

機材製作

機材輸送

機材製作

機材製作

機材輸送

19 20 21 22 23 24 25 26 271 2 8 10 11 12 13 143 4 5 6 7 29 30

建設工事

16 17 189 2815

仮設・杭・基礎工事

躯体工事

仕上工事

電気・空調・衛生設備工事

機材据付／調整

ムルタン国際空港内PMD気象事務所

機材調達・据付工事

ソフトコンポ―ネント（活動 No.1）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.2）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.3）

工事準備・外塀・盛土

31

ソフトコンポーネント

ムルタン気象レーダー観測所

PMDイスラマバード本局　国家気象予報センター

機材調達・据付工事

計：23.5ヶ月

月

計：13.3ヶ月

計：13.3ヶ月

計：17.3ヶ月

計：13.3ヶ月
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（9） ソフトコンポーネントの概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費は下表の通り。 

表 7  ソフトコンポーネントの概略事業費 
項目 総額（千円） 

直接人件費 3,103 

直接経費 2,880 

間接費（諸経費＋技術費） 6,454 

合計 12,437 
為替レート：1US ドル＝112.83 円、1ルピー＝1.221 円 

 

（10） 相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの実施に関して PMD 側の責務は、以下の通りである。 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

2) プロジェクトにおいて調達された機材の長期運用 

a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全

ての気象機材の交換部品、消耗品の調達を計画的に行う。 

b) 盗難や破損から機材を保護する。 

 

上述に記述したPMD側の責務に関しては、PMDの組織的且つ人的能力を鑑みると、十分に実

施可能であると考えている。特に「継続的に次世代を担う人材を雇用」に関しては、気象レー

ダーの維持管理面において PMD が自立的発展するためには、電子関連技術者を継続的に補充

し、補助業務を行う職員から電子技師に至る全てのスタッフに気象レーダーの維持管理能力

を継承していくことが必要不可欠である。 
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調査名：パキスタン国ムルタン気象レーダー整備計画 

番号 名  称 

形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

／ｺﾋﾟｰ／

電子ﾌｧｲﾙ

 

発行機関 

 

発行年

1 Annual Flood Report 2010 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Government of Pakistan 

Ministry of Water and Power 
2011 年

2 Annual Flood Report 2011 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Government of Pakistan 

Ministry of Water and Power 
2012 年

3 Annual Flood Report 2012 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Government of Pakistan 

Ministry of Water and Power 
2013 年

4 Annual Flood Report 2013 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Government of Pakistan 

Ministry of Water and Power 
2014 年

5 Annual Flood Report 2014 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Government of Pakistan 

Ministry of Water and Power 
2015 年

6 Annual Flood Report 2015 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Government of Pakistan 

Ministry of Water and Power 
2016 年

7 Annual Flood Report 2016 図書 電子ﾌｧｲﾙ
Government of Pakistan 

Ministry of Water and Power 
2017 年
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